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ミリ波電力精密計測に関する研究

井上武海



論文の概要

 ミリ波領域における電力は，あらゆるミリ波利用において計測が必要とたる重要な基本量とし

て，標準確立が急がれてきた。電力標準の確立には，電力を精密に決定する計測技術，基準量を

トランスファーし，統一するための標準器および比較校正技術等の開発が必要である。そこで，

これらについて技術的，実用的に重要な30GH・帯および100GH・帯の小電力（mW）レベルに

おいて研究を行なった。

 本論文は，序論，6章の本論，結論ならびに付録から成る。

 第2章では，ミリ波電力を精密に決定するのに，現在のところ最も適していると考えられるカ

ロリメータ測定法について，基本的た検討を行ない，新たに考案した熱平衡制御方式のカロリメ

ータについて論ずる。この原理を応用して，一次標準器となるボロメータマウントを熱負荷とし

て用い，その指示値と真のミリ波電力との比を表わす実効能率を測定することができるカロリメ

ータ測定方式を考案し，理論的に考察，検討を行なった。

 第3章では，実際の測定システムの構成において、ミリ波電力測定に基本的なボロメータ測定

およびカロリメータ測定方式について，従来の方式の問題点を検討し，高精度化の観点からディ

ジタル技術を導入した自動化電力測定方式を考案し，システムの開発を行なった。

 第4章では，電力測定用のセンサを用いたミリ波電力測定マウントを構成するための問題点を

検討し，各種の特徴ある電力測定マウントの開発を行なった。とくに，100GH・帯においては，

方形導波管は，管壁損失が大きく，管径が小さくなる等の困難を克服するため，新たに円形TEol

モード導波管を用いた高効率のボロメータマウントを開発した。また，二次標準（仲介用）の電

力測定マウントとして，広帯域，高感度等の特徴を持つ整合負荷型ボロメータマウント，熱電効

果型マウントおよび焦電効果型マウント等の開発を行なった。

 第5章では，これらの技術を総合して，30GH・常ならびに100GH・帯に茄けるミリ波電力

精密自動化計測システムを構成し，理論的，実験的に性能の評価を行なった。その結果，総合精

度として，30GHz帯で±O．37％，100GH・帯で±O．49％が得られた。

 第6章では，上記のシステムによって得られた標準電力をトランスファーする校正技術とし

て，ミリ波電力比較測定法について研究した。30GH＝・帯では，方向性結合器を電力分割器とし

て用い，インピーダンス不整合の影響を著しく軽減できる特徴を有する比較測定装置の開発を行

なった。また，100GH・帯では，標準の円形ボロメータマウントによって方形導波管型電力測定

マウントを比較校正するために，モード変換器を用いる方式について考察した。これらの方式に

ついて測定誤差を検討した結果，30GH・帯で±0．09％，100GH・帯で1％が得られた。

 第7章では，これらの研究成果を基に1974年から1978年にかけて，ミリ波帯で行なわれた30

GHz帯電力の国際比較に参加し，測定誤差（±O．5％）の範囲内で一致をみた結果について述べ

た。



結論では，本研究で得られた結果を総括して述べた。また，付録では，本文中の式の証明，導

出を示した。



                目    次

第1章 序 論’’

第2章 ミリ波電力測定用カロリメータ…一…

 2．1緒言………・……一・……………一・・…・・

 2．2 カロリメータによるミリ波電力測定………・・… ……・

 2．3 熱平衡制御方式カロリメータ・

  2．3．1測定の原理一………・

  2，3．2 動作解析・…………・……

 2．4標準マウントの実効能率測定用カロリメータ・

  2，4．1測定の原理…・・…

  2．4．2動作解析一一…

 2．5測定誤差の検討一………

 2．6 結 言・

第…3章 ミリ波電力の精密自動化計測一………

 3．1緒言…・…

 3．2 ディジタル技術と精密計測………・

 3．3 ボロメータに一よる自動電力測定方式……・・

  3．3．1 ボロメータ測定の問題点・…一一・・

  3．3．2測定方式の原理…・・

  3．3，3 自動化システムの構成………一・…

 3，4 カロリメータによる自動電力測定方式…・

  3．4．1 カロリメータ測定の問題点……・・…・・

  3．4．2測定方式の原理・・

  3．4．3 自動化システムの構成…

 3．5測定誤差の解析と検討・・

 3．6結一言…・・

第4章 ミリ波電力測定マウント．．．一’・‘．’’．’’

 4．1緒 言・・

 4．2 円形導波管用薄膜ボロメータマウント・

 4．3整合負荷型ボロメータマウント……一．’．

 4．4 熱電効果型マウソトー………’．．．・・……

 4．5焦電効果型マウント・

 4．6緒言一・・……一…

 1

 6

 6

 6

 8

 8

・1O

・・ P1

・・ P1

・・ P3

・・ P5

…19

・・Q0

…20

・・ Q0

・・ Q2

・・ Q2

・・Q5

・・ Q6

・・ R0

・・ R0

・・ R0

…31

・・ R2

・・ R7

・・ R8

…38

・・ R8

・・S6

・・T4

・・ T8

・・ U2



第5章 ミリ波電力測定シ人テム．．

 5．1結

 5，230GH・帯システム……………・・

  5．2．1方式と構成一…

  5．2．2構成要素………・・

  5．2．3 システムの動作・・

  5．2．4測定実験………・・

  5．2．5誤差評価…・…・…

 5．3100GHz帯システム・・

  5．3．1方式と構成…一・

  5，3．2構成要素……・・…

  5．3．3 システムの動作・・

  5．3．4測定実験………・・

  5．3．5誤差評価………・・

 5．4 結 日

第6章 ミリ波電力比較測定法…’…

 6，1緒言………………・・……・…・…・・

 6．2 原理と構成一……一…………・…

 6，330GH・帯用比較測定装置…………

 6．4 100GH・帯用比較測定装置…・一・

 6．5誤差評価…・……・・・・・・・・……………

 6，6緒言…………・・一………・一・…

第7章 ミリ波電力標準の国際比較…

 7．1緒言…・…・・……・・・…一・・……・・

 7．2 国際比較・……・…・…・一・…………

 7．3方式……………・・・…………・…・・

 7．4結果と検討…………一一・一…．

 7．5緒言…………一…・………・……

第8章結論…………．’．I’…．I．’．’‘‘

謝 辞…

参考文献…

付録……

 3．A式（3－3）の導出・…

 3．B式（3－4）の導出一

・・・・・ @     ・…“・・・・…63

         ・・63

         …63

         ・・63

         ・・63

         ・・67

         …70

         ・・70

         ・・72

         ・・72

         ・・72

         ・・75

         ・75

         ・75

         …77

         ・・78

         ・78

         ・78

         ・・88

         ・92

         ・・g4

         102

         103

         103

         103

         104

         105

         107

         工08

109

114

115

115

115



4．A

4．B

4，C

式（4－6）の導出…・………

式（4－8，（4－9）の導出・

式（4－11）の導出・……

 5

116

116

117



1

ミリ波電力精密計測に関する研究

井 上 武 海

第1章 序 諭

 最近の電磁波の利用技術は，情報化社会において増大する需要と広汎た応用に対応して，ます

ます高い周波数領域へと広がってきている。その代表的た周波数領域の一つとしてミリ波があ

り，周波数30～300GH・の電磁波を指す。ミリ波およびその利用技術は，大容量通信をはじめ，

レーダ，物性，電波天文学等において従来から盛んに研究が行なわれ，実用化されたものも多

い。このようたミリ波技術の研究，開発の進展に伴たい，それらの基礎として，より精度の高い

計測技術が必要とされるようになった。

 ミリ波領域における計測対象としては，種々の量が考えられるが，基本的なものとして，エネ

ルギ関連量（電界，磁界，電力，雑音電力等），回路量（イソビーダ：／ス，減衰量，移相量等）

そして，時間量（周波数）等があげられる。すでに，マイクロ波帯では，各国においてこれらの

基本的た計測量に対する標準体系を，精密計測技術を基礎として確立している例が多い。とく

に，電力は，導波路による伝送エネルギーを表わす最も基本的た量の一つとして重要であり，ミ

リ波帯においても電力の標準確立が急がれるようになった。

 さて，標準は，r経済的効果を考慮した上で，基準量を決定し，それによって組織体内を強制

的に統一すること」であると考えられる。従って，ミリ波電力標準を確立するには，電力を定量

化し，基準量を決定する技術，基準量をトランスファーし，統一するための標準器および校正技

術等が開発されなければならたい。このことから，ミリ波電力標準の各要素の共通の基礎とし

て，ミリ波電力の精密計測技術は，不可欠であり，ここに本研究の意義がある。

 一般に，電磁波帯（RF）の標準を確立するにあたって，理想的には，必要性のあるすべての量

（周波数，量の大きさを含めて）に対して，必要た精度を保証する技術を開発することが望まし

い。しかし，実際には，経済的また技術的制約から，離散的な周波数および量の大きさにおい

て，標準確立の研究開発が進められた。そこで，本標準を確立するにあたっては，この線に沿

い，周波数として，30～300GH・のうち，30GH・帯と100GHz帯を選んだ。この理由は，それ

ぞれ，ミリ波および短ミリ波領域の入口であり，技術的に重要であること，いわゆる電波の窓に

あたり，電波天文学，通信への応用等の必要性もあって，実用的に重要であること，従来のマイ

クロ波帯以下の電力標準における周波数1，3，10GH・を選定した方式（対数により近似的に等
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間隔となる方式）に従うためである。また，電力レベルは，数mWを選んだ。それは，このレ

ベルで技術的に最も高い精度が得られることと，このレベルの実用計測器が多く，校正の要求が

強いことによる。

 さて，ミリ波電力の計測は，1950年代，クライストロンやマグネトロンがミリ波帯で開発され

るようにたって，必要となり，以来多くの研究が行なわれてきた。当初は，マイクロ波帯におけ

る技術の延長として取扱われたが，とくに導波管の断面が非常に小さくたり，機械的加工精度が

低いこと，管壁損失が増大すること，・kin d・pthが小さくたる等のため，マイクロ波帯ほど高

い精度は得られなかった。このようなミリ波帯で高い精度を実現するには，電力測定用素子やマ

ウントの設計，製作にとくに工夫が必要とたる。

 ミリ波電力を測定する方法は，熱的測定法と非熱的測定法とに原理的に分けられる。熱的測定

法の代表的なものとしては，カロリメータ測定法，ボロメータ測定法および熱電素子を用いた測

定法等がある。

 カロリメータ測定法1〕山5〕は，電磁波のエネルギーを負荷に吸収させ，熱に変換し，負荷の温度

上昇を検出し，直接電力を決定するかまたは，間接に既知の電力により置換測定するものであ

る。これには，熱負荷が固定されたスタティック型と，流体熱負荷を用いるフロー型がある。ま

た，スタティック型では，熱負荷が単一のものと，周囲温度補償を行なう双子型のものがある。

ミリ波帯では，主として，スタティックな直流置換型の単一6）または双子型7）8）のカロリメータ

が開発されている。

 ボロメータ測定法1戸4）は，電磁波エネルギーを，導波路内で整合をとった小さた感温低抗素子

に吸収させ，その低抗変化を利用して既知電力との置換測定を行なう方法である。既知電力とし

ては，直流，低周波，パルス波等が用いられる。この方法で電力を測定するセ：／サを，ボロメー

タマウントという。感温低抗素子としては，細い白金線から成るバレッタ，金属酸化物の焼結体

であるサーミスタ，蒸着した低抗薄膜等が多く用いられる。バレッタやサーミスタを用いた電力

測定マウントは，マイクロ波帯で長く実用されてきた。しかし，ミリ波帯のものは，整合を取る

ためのポストや窓の損失の増加によって，置換効率が低くなり，電力測定精度が低下するのが普

通である。

 熱電素子による測定法1）3）は，電力吸収体を熱電素子で構成し，その温度上昇によって生ずる

熱起電力から電力を求める。熱電素子としては，微小なガラスビード中に熱電対を封入したもの

や，BiとSbの蒸着薄膜で形成したもの等がある。蒸着薄膜を用いたものは，ミリ波では，厚み

をskin depth以下とすることができること，整合を取るのが容易であること，感度が高いこと

等の特長があり，最近実用的に広く用いられるようになった。

 その他，熱的測定法には，焦電素子を利用する方法9）がある。これは，強誘電体での焦電効果

に基づくものであり，低い繰り返しパルスで変調したミリ波電力を吸収し加熱された結果生ずる

分極電流を観測する。この方法は感度が高いが，被測定ミリ波電力を変調する必要がある。

 非熱的測定法としては，クリスタルダイオードの整流作用を利用する方法3）が代表的である。
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これは，感度は高いが直線性が良くなく，もつぱら検出用として広く用いられてきた。最近で

は，直線性を電子回路により補正し，標準によって校正した電力計が実用化されるようになっ

た。

 以上あげた実用的に用いられる電力測定法のうち，基本単位系によって表わすことのできる，

いわゆる絶対測定を行なうことができるのは，熱的測定法のカロリメータ法とボロメータ法であ

る。そのため，これらの測定法は，標準における精密計測に多く採用されてきた。本研究は，こ

の熱的測定法を基礎として，ミリ波電力標準の確立に必要た各種の計測技術から構成される。

 以下，本研究の各章の内容について述べる。

 第2章では，本標準におけるミリ波電力精密計測技術の基本測定法として，各種の方式を考

察，検討し，小雪カレベルで最も高い精度が得られる可能性のある直流置換型カロリメータ測定

方式を採用し，その動作原理，測定誤差等を論ずる。

 今日，RF電力を測定するためのカロリメータ方式はすでに多く開発されている。そこで，こ

れらの方式について検討を行ない，より簡単に高い精度が得られるものとして，熱平衡制御方式

のカロリメータを新たに考案した。この動作について詳細た解析を行ない，ミリ波電力測定に用

いるための指針を得た。

 さて，基準量（電力）を決定するカロリメータ装置を，そのまま電力計の校正に用いること

は，装置が大がかりとたるうえ，測定に長時間を要し，適切ではない。実用的には，基準量がカ

ロリメータによって値付けされた安定で使用が簡便た電力測定素子を標準器として，間接的に校

正を行なう方法が優れている。標準器としての電力測定素子は，電気的，機械的に十分安定でた

ければたらないが，よく知られたボロメータマウントは，これらの条件を満たすことができる索

子の一つである。また，ボロメータマウントは，その構造を工夫することにより，それ自身カロ

リメータの熱負荷とすることができる。このようにして，カロリメータ技術によって，ボロメー

タマウントによる指示値とミリ波電力との比例係数，すなわち，実効能率（・冊CtiV・・冊CienCy）5〕

を直接精度良く決定することが可能である。この理由に。よって，本電力標準の標準器として，ボ

ロメータマウントを用いることにした。前述の熱平衡制御カロリメータ方式に基づいて，ボロメ

ータマウントの実効能率測定用のカロリメータ方式を考察し，装置の動作解析ならびに測定精度

の検討を行なった。

 第3章では，ミリ波電力の精密自動化計測について研究を行なう。

 一般に，従来の手法によって，標準のような非常に高い精度を要する計測を行なうには，多大

の熟練と労力および測定時問を必要とすることが多い。そのうえ，測定者のミスや個人差による

偶発誤差が避けられたい等の問題点があった。近年のディジタル技術，とりわけコンピュータの

発達は，このような精密計測の分野にも大きな変革をもたらしつつある。コンピュータは，人間

よりはるかに高速かつ正確に複雑な制御を実行し，大量のデータを処理する能力を持っている。

これを計測技術に取り入れるならば，単なる自動化，省力化だけではなく，精密計測において，

上述の欠点を除き，高い信頼性と精度を実現できる可能性がある。とくに，最近著しい発展をみ
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るマイクロコンピュータは，非常に小型でかつ経済的であり，小規模な計測システムの構成に適

していると考えられる。

 そこで，本電力標準において，マイクロコンピュータをはじめとするディジタル技術を導入す

ることにより，精密計測の自動化技術について研究を行なった。すたわち電力測定の基本技術と

して，ボロメータ測定およびカロリメータ測定を自動化する際の問題点を検討し，本標準に適し

た自動化計測方式を考案し，開発を行なった。

 第4章では，ミリ波電力測定における基本的た要素として，各種の電力測定マウントの開発を

行なった。

 電力標準システムを構成する要素のうち，最も基本的な要素の一つは，電力測定素子（電力測

定マウント）である。これには，カロリメータの熱負荷として用いて，その実効能率を測定し，

値付けする一次標準用の電力測定マウント（標準器）と，これによって校正される各種の実用電

力測定マウント（二次標準マウント，伸介用マウント）がある。ミリ波帯でも，とくに100GH・

帯になると，方形導波管は，その断面が小さくなり，機械加工精度の限界に近づくこと，管壁損

失が著しく大きくなる等のため，優れた性能を有する電力測定素子を開発するには，工夫が必要

である。ここでは，ミリ波帯において，優れた特徴を有する各種の電力測定マウントの開発を行

なった。

 まず，標準器として，方形導波管に伴なう困難を克服するため，低損失で知られる円形TE01

モード導波管系を採用した円形薄膜ボロメータマウントの開発を行なった。

 一方，ミリ波帯では，実用上たお方形導波管が重要であるため，二次標準あるいは，仲介用の

電力測定マウントが必要となる。ところが，従来の形態では，広帯域，高感度を達成することが

困難であるため，これを解決すべく整合負荷型ボロメータマウ：／ト，熱電効果型マウントおよび

焦電効果型マウント等の開発を行なった。

 第5章では，このような考え方で開発した各種の技術を総合し，ミリ波標準用の電力測定シス

テムを，30GH・常ならびに100GHz帯において開発した結果について述べる。これらのシステ

ムについて，動作実験および測定誤差の解析，検討を行なった。

 第6章では，標準の校正技術に必要となるミリ波電力比較測定法の研究を行なった。

 前章の電力測定システムによって値付けられたマウントを用いて標準を供給するには，比較測

定によって二次標準マウント以下の電力測定器に基準量をトランスファーする校正技術が必要で

ある。そこで，各種の比較測定方式について，考察した。その結果，被校正電力測定器と電源の

不整合による誤差を著しく減少することができるquater wavcl㎝gth（λg／4）t・chniqueを電力測

定に取り入れて，30GH・帯では，方向性結合器による取替同時比較方式3〕による装置を開発し

た。100GH・帯では，標準円形マウントによって，方形マウントを校正するために，モード変換

用のアダプタを用いて，2g／4t㏄hniqueと取替比較を組み合わせた方式とした。これらの比較測

定方式について，考察し，実験を行ない，測定誤差を評価した。

 第7章では，前章までのミリ波電力標準の研究の成果を用いて，ミリ波帯電力の国際比較に参
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如した結果について述べる。前章までの研究によって，我国の30GH・帯と100GH・帯の電力

標準技術が完成されたが，30GH・帯の電力標準については，1972年の国際度量衡委員会（CIPM）

の電気詰間委員会（CCE）の決定に基づいて実施された国際比較に参加した結果について考察し

た。



第2章 ミリ電力測定用カロリメータ

2．1緒 言

 カロリメータは，従来，物理，化学等における熱分析に広く用いられてきた。これは，また，

電磁波電力の計測においても，電力を定量化する手段として優れており，マイクロ波帯で高い精

度の測定が可能であることが，明らかにされた5）。以来，多くのカロリメータ測定方式が研究，

開発され実用化された。 ミリ波帯においても，いくつか開発され報告されている7）8〕。しかし，

ミリ波帯では導波管が小さくなり，製作上の困難が多いこと，導波管壁による熱損失が大きくな

る等のため，測定の精度を上げることが難しかった。

 本章では，カロリメータによる電磁測定について考察し，新たにミリ波電力測定のための熱平

衡制御方式カロリメータを考案し，その測定の原理を述べ，動作解析を行なう。さらに，この方

式によるボロメータマゥソトの実効能率を測定するカロリメータについても論ずる。おわりに本

方式のカロリメータ測定における測定誤差について検討を行なう。

2，2 カロリメータによるミリ波電力測定

 どのような形態のエネルギーも同じ大きさのものは，最終的には，同じ大きさの熱エネルギー

とたる。従って，電磁波のエネルギーは，熱に変換することにより定量化することができる。こ

の考えに基づき，ある物体に既知の電力と電磁波電力を共に一定時間吸収させ，熱エネルギーに

変換し，その物体の温度上昇を利用して，被測定電力を測定することができる。この目的で作ら

れたのが，置換測定方式の電力用カロリメータである。既知の置換測定電力としては，直流電力

が10－5程度の高い精度が得られる。従って，RF電力を高い精度で測定するには，直流電力と

RF電力を共に熱エネルギーに変換し，熱（温度）測定によって，RF電力を直流電力に置換す

る直流置換型のカロリメータ3〕が適している。

 一般に，RF電力と直流電力を同じ熱負荷で熱エネルギーに変換した場合，熱負荷上の熱分布

が完全に一致するたらば，電力の等価置換が行なわれる。

 実際には，直流とRF入力に一対し，熱負荷上の温度分布をできるだけ等しくし，任意の点の温

度を観測する。すなわち，図2．1（a）において，熱コンダクタンスg｛および熱負荷上の温度分

布乃を，直流とRFに対し等しくする。たとえば，twin型カロリメータ7）8）1o〕mは，この考え

に基づくものである。しかし，ミリ波帯のカロリメータを開発する場合，構造的にこの条件を完

全に満たす熱負荷を実現することは，容易でない。

 もう一つの方法として，負荷により熱に変換されたニネルギーをすべて捕えて計測することが



P｛DCまたはRF曹劃カ〕

      ／／
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4
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       図2．1 カロリメータ測定の原理

考えられる。実際には，図2，1（b）のように，熱負荷を熱電素子で冷却することにより，熱流の

通路を限定し，その通路の両端で温度を測定する方法12）により行なう。ここで，熱負荷外部の熱

コンダクタンスg1が熱電素子の熱コンダクタンス釦に較べて十分小ざければ，等しいRFと直

流入力に対し，通路の両端で等しい温度を生じると考えられる。従って，RF電力の直流置換測

定が可能となる。この原理に基づくものを，熱平衡制御方式のカロリメータ1州）と呼ぶことと

し，次節でその動作原理を考察する。

 さて，通常ミリ波電力を測定する方法の一つとして，よく知られたボロメータ測定法1〕山4）があ

る。これは，ミリ波電力と直流（または低周波）電力を吸収するための共通の負荷として，ボロ

メータマウントを用い，ブリッジによりミリ波電力と直流（低周波）電力との置換測定を行な

う。しかし，一般にこの方法では，ボロメータマウントの中に用いている電力吸収索子上のミリ

波電力と直流（低周波）電力との置換特性の違いや，マウント管壁上でのミリ波の熱損失などの

ため，測定誤差が大きくなる2）。したがって，ボロメータマウントを用いて，ミリ波電力の精密

測定を行なうには，あらかじめ何らかの方法で，ミリ波電力と置換測定電力の応答の差を示す補

正係数を求めておく必要がある。この補正係数は，前述の熱平衡制御方式カロリメータで，熱負

荷として，ボロメータマウントと補助的なヒータを用いることによって，測定することができ

る。

 この方法で求められる補正係数は，ブリッジ等により測定された置換電力とポロメータマウ：／

トに吸収された正味の電力との比である。この補正係数は，ボロメータマウントの実効能率5〕と

呼ばれる。実効能率は，定義により，マウントの反射に依存しない。したがって，ボロメータ測

定法において，使用するマウントの実効能率と反射電力の大きさが分れば，補正することによ

り，高精度の電力測定が可能となる。ボロメータマウントは，電気的，機械的に安定たものが得
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られ，また取り扱いも簡便なため，実効能率が値付けられるたらば，他の電力測定装置を比較較

正するための標準器として適している。それゆえ，カロリメータ測定法とボロメータ測定法を組

み合わせて，ボロメータマウントの実効能率を測定するシステムは，ミリ波帯用の電力標準とし

て用いることができる。そこで，熱平衡制御方式に基づいたミリ波ボロメータマウントの実効能

率測定用カロリメータを研究し，開発を行なった。

2．3熱平衡制御方式カロリメータ

2．3．1測定の原理

三リ…皮電』力        直…荒言gカ

～  ・、

 ノ熱負荷
 下

タド都島崖基準

、だ＼、

温度検出器

図2・2熱平衡制御方式カロリメータの原理

 本カロリメータが理想的な場合にその測定の

原理を，図2．2に示す。ここで，熱負荷上の温

度分布は一様であり，外部への熱コンダクタン

スは，熱電素子を除いて零⑫＝0）であると仮

定している。ミリ波電力および直流電力は，共

に同じ熱負荷に加え，熱電素子により冷却する

ことにより，発生した熱エネルギーを外部へ放

出する。この時，熱電検出素予の両端の温度差

を測定し，常に雲となるように，加える直流電

力を制御し熱平衡した時の電力の大きさから，

ミリ波電力の置換測定を行た㌦

 熱負荷の熱容量をC，負荷へ電力Pを加え

て，時間f後の熱負荷の温度をTとすれば，P

は次式で与えられる。

                dT
       P＝8・（τ弍）十CT         （2・1）

 ただし，gdは，熱電検出素子の熱コンダクタンス，τOは，外部基準温度である。

これを解いて，

       τ一ト青（・一’和）     （、2）

が得られる。時間’を系の時定数C／酌に較べて十分大きくとり，温度差τ一Toを〃とおけ

ば，∠Tは次式とたる。

          P
       〃≡一              一   （2．3）
          幽

実際に熱負荷に流入する電力は，ミリ波電力＾，直流電力片であり，流出するのは，冷却電力
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回2．3直流置換カロリメータの基本回路構成

片である。したがって，上式は，つぎのようになる。

          1
       ∠＝r二一（ル牛ルー地）                                （2．4）

         幻

ここで，∠τ＝Oとたるように月σまたは，」P〃を制御することにより，

       孔十jp〃＝此                                           （2．5）

となる。したがって，冷却電力丹を一定に保てば，温度差”を雲とすることにより，ミリ波

電力の直流置換測定が可能である。

 実際の測定における基本回路構成を，図2，3に示す。カロリメータ部分は，ミリ波電カルと

直流電力P〃を加える共通の熱負荷が，熱電冷却，検出素子を介して，温度基準ジャケットに接

続されている。熱負荷と温度基準ジャケットとの温度差”は，熱電検出素予により電圧として

測定され，熱負荷上のヒータに直流電力片として，フィードバックされる。このようにして，

熱負荷と温度基準ジャケットを常に等温に保ち，電力の測定を行なう。はじめの熱平衡に要する

直流電力をP〃｛，ミリ波を加えたときのそれをP”∫とすると，ミリ波電力P〃は，

       ル＝P〃LP〃∫                （2．6）

で求められる。

 本方式のカロリメータは，測定電力が，直接に置換電力の差として求められるため，高い精度

が得られると考えられる。また，熟負荷と外部温度基準を常に熱平衡に保って測定するため，測

定時間が短かく，安定性の優れていることが予想される。さらに，熱電素子の動作点を固定した
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ことによって，従来問題となった熱電素子の直線性や，温度特性6）が直接測定に影響しない利点

があると考えられる。

2．3．2 動作解析

 一般に，三次元的な広がりを持つカロリメータの温度分布および熱分布を厳密に解析すること

は，困難である。そこで実際の熱平衡制御方式カロリメータの動作を解析するに当って，つぎの

ようた近似的取扱いを行なう。

 すたわち，熱負荷各部の温度上昇は，わずかであり，熱輻射および対流は無視できるものとす

る。そして，熱負荷マウント各部の熟抵抗，熱容量等が，図2．4（a）に示すように集中的に存在

すると仮定すればこのカロリメータは，同図（b）の一次元的電気等価回路で表わせる13）。

 図2．4（b）の回路について解析することにより，定常状態において，検出温度τ〃は，次式で

pH
C一

Ch

略 r。

朴
r一

十十C一 pM
／、

r。

十l／

／／

一島

lo〕カロリメータ部の熱抵抗，熱容■1分布

rh

  ↓

P． p。ら  C。
「l  T。

       ↓

一  吃・f1冊
  ↓

P．p’O  C一

lb1無一団気等価回路
  図2．4熱平衡制御方式カロリメータ
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表わされる。

       τ。＝｛ル十P・一片一（加十か十カ∫）｝・～         （2．7）

 ただし，ルは，ミリ波電力，P〃は，ヒータ電力，片は冷却電力，7dは，熱電素子の熱抵抗

である。加，か，伽は，それぞれ，ヒータ，ミリ波吸収負荷，マウント外壁から外部へ流出する

電力であり，つぎのとおりである。

   7此        7岳η
加＝    P且十
  γα十八  7壇（7皿十γh）

   η       7苫れ
か≡    ル十
  η十η   γ岳（η十7孔）

  ηR＝一片十K3τD
  ＾

此十K1TD

月C＋K2rD （2．8）

 ここで，K1～K3は，図2．4（b）の各熱抵抗の関数である。

          κ｛十7d       れ十～       η十～
       K1二    K2－    K3＝         7d（7皿十η）’   7d（η十η）’    7商

式（2．7）で，伽≡力F伽＝0が成り立つのが，理想的なカロリメータである。

 さて，等温制御により，「D＝0とたるように，P〃を制御した場合，式（2．7）より，乃，ル

および尻に関する本カロリメータの基本式が得られる13〕14）。

ただし，

（・一尾・）…（ト舳一（・・青）（1＋・）尻

m二
、箒、・（オ、庖・ク正十、、）

（2．9）

          m        7∫       冶1＝    ，尾2一
         γ皿十〃      η十η

 この式から，P〃，ルおよび此の係数が，一定であればP〃，ルの間に直線性が成り立つ。

また，γ。η＝7川が満たされれば，P〃とルの等価置換が成り立つ。一般には，1一尾1キ1一妬

であり，ミリ波電カルの置換測定を行なうには，（1一尾1）／（1一尾2）をあらかじめ求めておく必

要がある。これは，ミリ波電力吸収体に代えて，適当な直流ヒータを，熱負荷部に挿入し，実験

的に決定することができる11）14）。

2．4標準マウントの実効能率測定用カロリメータ

2．4．1 測定の原理

 ボロメータ法を精密計測に用いるには，まず，ボロメータマウントの実効能率を決定すること

が，必要である。この日的で，標準マウントの実効能率測定用カロリメータ15）I6）を，前節で述べ

た熱平衡制御方式に基づいて構成する。これは，図2．3の熱負荷として，ボロメータマウントと
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回2．5 ボロメータマウントの実効能率測定用カロリメータの原理

ヒータを用い，ボロメータ測定とカロリメータ測定を同時に行なうことにより，実効能率を決定

する。

 本カロリメータの原理を，図2．5に示す。この測定原理は，つぎのとおりである。

 図2．5で，カロリメータおよび制御系が理想的であると仮定する。はじめに，フリッジを用い

て，ボロメータマウントにバイアス電力を加え，平衡を取る。ついで直流電源から熱電冷却素子

へ電流を流し，熱負荷（ボロメータマウントを含む）の温度を，ジャケットの基準温度より，十

分下げる。そして，熱負荷と温度基準ジャケットの間に生じた温度差を，別の熱電素子により検

出し，増幅器を通して，ヒータヘフィードバックすることにより熱平衡をとる。この時，ボロメ

ータバイアス電力”とヒータ電力P〃｛の和が，冷却電力昆に等しい。

      乃｛十」P〃｛＝此                                          （2．10）

 つぎに，この状態でミリ波電カルを導入すると，ブリッジと熱負荷ジャケット間の温度差が

共に不平衡となる。まず，フリッジの平衡を取り直し，安定となって後，ヒータを制御し，温度

差を雲とする。この時，ボロメータバイアス電力がハ∫およびヒータ電力がP〃∫であったとす

ると，熱平衡の条件から，

      」pB∫十p〃∫十ル＝乃                                    （2．11）

とたる。一方，ボロメータマウントの実効能率をη色とすれば，”と丹戸の差は，η邊泓に等し

い。

      昆｛＿」pB∫≡ηoル                                         （2，12）

 従って，式（2．10）～（2．12）からη。を次のように求めることができる。

           1
      ηo一                                                 （2 13）

            1
        1＋
          ＾L乃∫
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2．4．2動作解析

 前節で，熱平衡制御方式によるボロメータマウントの実効能率測定用のカロリメータの動作原

理について，簡単に考察した。本節では，このカロリメータの詳しい動作解析を，2．3．2節と同

様に行なう。ボロメータマウント各部の温度上昇はわずかで，熱輻射および対流は無視できると

仮定して，カロリメータの熱定数を図2，6のように表わす。ここで，ル，P・およびルはそれ

ぞれボロメータマウ：／卜，ボロメータ索子およびマウント内壁で吸収されるミリ波電力である。

また，PHはヒータの直流電力，北は熱電素子による冷却電力である。

 図2．6（b）の等価回路を，2．3．2節の場合と同様に解析することにより，定常状態に対して，

検出温度τDの式が得られる。

       TD＝｛品十PH＋ルー乃一（加十か十カ・）｝η        （2．14）

 ただし，

           れ      γ伽γ∫十7曲η十η7伽
       加≡    p〃十         此十K1τD
          7皿十れ      γ且（7α十ηユ）

P。キ～
C一

十rh
寺

  Pp8Co■
Cm

㌦1、，
寺 中㍗㌧  r冒

ｾ C一

弍
『’

行P”

払

      ”

（a） カロリメータの熱定数

rh

 P→

P。ら Ch

r。   ㌦ C

rm   「f T。

剛

ら Ct rd 一㌔

 引
P軌  Cb

（b）本カロリメータの熱電気等価回路

図2，6 ボロメータマウントの実効能率

   測定用カロリメータ
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          7b     7伽ク3＋ク岳η十れκm
      か≡    ＾十        丹十K2τD
         η十γb    γ邊（η十γb）

         m
      加昌一八十K3Tη
         7品

 ここで，加，か，伽等の意味は，式（2．7）と同じである。K1～凪は，図2．6の各部熱抵抗の

関数である。

 さて，熱負荷をジャケット基準温度に等しく制御するとτD二0となり，上式から次の式が得

られる。

ただし，

（・一1・）肋・（・一1・）舳・一（・・青）（…）品

・一・
i岩、地・ク、÷、。），・一…、篇缶

（2．15）

            ク地        れ        后1＝   ，后2＝
           7皿十舳     η十れ

 前節の原理において述べた方法により測定を行ない，はじめの平衡時に，ボロメータ測定電力

〃とヒータ測定電カル｛が，また，ミリ波の導入後の平衡時に，それぞれ，＾∫，ル∫が得られ

たとする。ボロメータマウントにより吸収される電力戸〃のうち，マウント壁面における熱損失

の割合をσとすれば，P呼ば次式で表わされる。

       」Pw≡σル                                           （2，16）

 したがって，式（2．15）を，初期条件（initiaI cOnditiOn）と最終条件（丘ml c㎝dition）に適用

し，式（2，16）を代入することによって，

       （1＋尾1）”｛十（1一尾2）乃｛＝（1一々1）P〃∫                       （2．17）

           十（1一冶2）｛（1一θ）＾十〃｝十σル

となる。上式を整理すると，つぎのようになる。

              1一島1  一    島σ
       ル＝乃L”十。一尾、（P舟」”）。一店，ル    （218）

ボロメータマウントの実効能率の定義5）から，η。は，次式で表わされる。

         P月LPBf
       η声                   （219）          凡

一方，式（2．18）において，（1一々1）／（1一島）は，図2．7に示すとおり，P Eとルの勾配であ

る。そこで，馬とP週の直線性が悪い場合を含めて，（1一島1）／（1一尾2）として，動作点における

微分勾配磯L冒伽を用いれば肌ただし丹・は・動作ノ1イァス電力で紘

以上のことを考慮し，式（2．18），（2．19）から，実効能率η。が次式のように求められる。

      伽■。。箸三病一価・←十豊） ㈹

ここで， （）内の第2項は，直流とミリ波との発熱分布の違いによる効果を表わしていると
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po
日

p8

卜

ノソリニアー際〕昨P、

   1－k1
リニア  一
   l r－2

0           P〇
       一p．  H

図2，7ボロメータ電力戸Bとヒータ電力

   P〃の関係

考えられる。これは，後に測定誤差として検討を行なう。

 以上の結果，本カロリメータによるボロメータマウントの実効能率測定式が，次式のように得

られた。

          1
       η戸                    （221）         1＋ξ

 ただし・     PH∫＿P甘｛
       ξ一      ・∫
         品L乃ア

・一 m湯L、肋・見・は・ボ1／一夕マウソ／バイアス電力

2．5測定誤差の検討

 一般に，測定精度を決める誤差要因は，系統誤差と偶発誤差に分けて考えることができる。系

統誤差は，理論的または，実験的に推定できる測定システム固有の誤差で，補正が可能な場合が

ある。偶発誤差は，予期できない不確定な理由により生じる誤差で，測定結果にばらつきをもた

らす。この一部は，測定値の統計的処理によって推定することができる。

 本節では，これらのうち，カロリメータによる実効能率測定における系統誤差について，主と

して理論的に検討を行なう。本カロリメータ測定の主要な系統誤差としては，次のものが考えら

れる15）。

 a）断熱用導波管によるミリ波電力の熱損失に基づく誤差舳

 b）カロリメータ負荷のミリ波と直流に対する勲等価性に基づく誤差ε。o

 c）実効能率測定式（2．21）の導出に基づく誤差ε・！

 d）直流測定用計器に基づく誤差εd．

 6）ヒータ電力の制御偏差に基づく誤差ε舳
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 なお，ボロメータマウントの不整合度は，実効能率の定義から誤差には含まれない。また，熱

電冷却素子の非線型性は，動作点が固定されているため，原理的に誤差とはならたいと考えられ

る。

 つぎに，各誤差要因について考察，検討を行なう。

 a）減衰誤差舳

 導波管電力のカロリメータ測定においては，被測定電力を断熱した熱負荷に供給する必要があ

る。これは，熱負荷温度を上げるほど，制御および測定におけるS／Nが高くたるからである。

このため，できるだけ熱伝導度の低い金属から成る断熱導波管を用いることが望ましい。たとえ

ば，ステ：ノレス，洋銀，ニッケル等が考えられる。しかし，このような材料では，一般に電気伝

導度も低く，導波管の減衰も大きくなる。たとえば，銅製のミリ液30GHz帯方形導波管では，

約O．85個／mの実測値が得られているが，これを，ニッケルで製作した場合，ぽぽ3倍の減衰

とたる。従って，断熱導波管部は，できるだけ短くすることが必要である。この点に注意して作

成しても，若千の断熱導波管による熱損失が避けられたい。この熱損失は，ボロメータマウント

のフランジ面を加熱し，見かけ上，実効能率を低下させ，誤差の原因となる。これは，あらかじ

め測定するならば，補正することができる。断熱導波管による減衰は，直接測定を行なって求め

ることは，その大きさがわずかであり，またカロリメータの構造上難しい。そこで，熱負荷の代

わりに，ヒータを付けたミリ波の反射板を置き，カロリメトリックに断熱部の消費電力を測定し

て評価する方法15）が考えられる。

 b）カロリメータ負荷の勲等価性に基づく誤差ε色q

 ボロメータ直流バイアス電力は，大部分素子のみにより吸収され熱にたるが，ミリ波電力は，

素子の他，一部は管壁によっても吸収され熱を発生する。このようた発熱部位の相違は，カロリ

メータの測定において誤差とたる可能性がある。この大きさは，ボロメータバイアス電力と，ミ

リ波電力の管壁損失に対応するヒータ電力の直線性によって評価することができる。すたわち，

ε。oは，式（2．21）から，次式で表わされる。

紫一・1管（・一仏）
（2．22）

 そこで，補正係数8の動作点付近での直線性を実験的に調べ，la8／81とすることにより，ε召。

を求めることができる。

 c）実効能率の測定式（2．21）の導出に基づく誤差舳

 これは，本カロリメータによる実効能率測定式（2．21）を求める時に無視した項であり， （2．

20）式より，次式で示される。

         一尾2σ
       εo！＝                                              （2 23）

         1一島

 ただし，
       尾。昌7b
         η斗7b
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 εε！を評価するには，そのとり得る最大値を求めればよ

い。ボロメータ素子の定常状態における熱電気等価回路

を近似的に図2．8のように表わせるものとする。ここ

で，片は，ボロメータ素予によって消費される電力，

几は，素子の温度である。図2－8から，八と易の関

係が導かれる。

         ηγb       τb＝                   （224）

         η十γb

「坦

丁由

pb 「b「b

図2・8 定常状態に栄けるボロ

   メータ素子の熱電気等

   価回路

 したがって，式（2．23），（2．24）から，冶2は次式で与えられる。

         Tb／Po
       尾2＿＿                                                （2 25）

          η

 熱抵抗ηを正確に評価するには，マウント内の空気による熱伝導，対流等も考慮したければ

たらず，困難である。ところで，一般に固体表面が流体に接している場合両者の間で熱の授受を

生1二，熱伝達と呼ばれる。そこでηは，ボロメータ素子と周囲の空気との間の熱伝達によって

生じると考えると，ηは，次式で与えられる。

          1
       η＿                                                 （2 26）

         か86

 ただし，乃は，ボロメータ素子と周囲の空気との間の熱伝達係数18）であり，単位面積，単位時

間に出入りする熱量（kca1／m2h〆C）である。∫bは，ボロメータ素子の電力吸収体の面積であ

る。

 定常的た空気に対して，尻は，3～20kcal／m2〃C18〕と考えられる。この最大値を尻伽エ（＝20

kcal／m2パC）とおけば，武（2．22）よりηの最小値として，次式が得られる。

          1
       η＿                                                 （2 27）

         ゐ伽カ∫凸

 したがって，式（2．25）より，あの最大値は，

           几
       尾州＝Tゐ冊8・         （2・28）

 ここで，Tb，片，80等は，実験的に求められるので，后2舳躬を決定することができる。一方，

σはほ瘡1一価と考えられる。従って，冶2伽麩とσの値を式（2．23）へ代入することによって，

ε畠！が求められる。

 d）直流測定用計器に基づく誤差εd。

 これは，ボロメータ電力鳥ならびにヒータ電力月甘の測定に用いた直流計器に基づくもので

ある。

 この誤差は，実効能率測定式からつぎのように計算することができる。式（2．21）より，次式

が成立する。
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      aη邊 雄

      η侶 ξ

式（2，21）において，

      ∠P〃＝P〃f－P〃｛

      ∠PB…PB｛一PE∫

（2．29）

（2．30）

1一脇L，㌦

とおけば，

         ∠P〃
       ξ＝   ζ
         ∠丹

が得られる。これを，式（2．29）へ代入し，η。の測定誤差は，次式となる。

午一・／i蜘・膿1・i手1／（・一価）

（2．31）

（2．32）

 ここで，ζの決定精度は，式（2．30）より，”BμP〃の精度と同じであると考えられる。した

がって，上式は，

       午一・・／1砦・一貨：／（・一価）   （…）

とたる。”〃，∠几は，式（2．30）に示すとおり，それぞれ，2回のP〃および月。の測定から

求められる。したがって，ボロメータおよびヒータ電力測定における計器の誤差を，それぞれεb

およびε魚とおけば，εdoは，

       ε北＝士4（εム十εb）（1一η。）                   （2．34）

となる。

 G）ヒータ電力の制御偏差1こ基づく誤差ε。。冗

 これは，熱負荷と温度基準ジャケット間の温度差を検出し，ヒータヘフィードバックし，熱平

衡制御を行なう時に残留する制御偏差による誤差である。この制御系は，電圧から電カベの変換

という非線型の要素を含み，理論的た取扱いは，容易でない。しかし，本計測においては，制御

方法の如何にかかわらず，最終的な測定時の残留温度差による熱電検出器出力が分れば，この誤

差を推定することができる。

 ヒータ制御に伴なう残留偏差による電力測定誤差をε比とすれば，計器誤差を示す式（2．34）

の場合と同じ考え方により，実効能率測定誤差は，次式で求められる。

       εoo冗＝ニヒ4ε九（1一η壇）                                  （2．35）

 以上，本カロリメータ測定における主な誤差要因について，その評価法を検討したが，第5章

で実際の測定システムについて，数値例によって誤差評価を行なう。
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2．6 結 言

 本章では，カロリメータによるミリ波電力測定について，従来の種々の方法を検討し，この結

果に基づいて，新たに，熱平衡制御方式のカロリメータを考案した。これは，ミリ波電力をヒー

タを内蔵した熱負荷に吸収させ，この熱負荷は，熱電冷却素子により冷郵し，熱負荷と温度基準

ジャケットの間に生じた温度差を別の熱電検出素子により検出し，ヒータヘフィードバックして

等温制御する。このように，常に熱平衡の状態に保って，ヒータ電力によりミリ波電力の直流置

換測定を行なうものである。このカロリメータについて，測定の原理を述べ，熱電気等価回路に

よりその動作特性の解析を行たい電力測定の基本式を得た。

 つぎに，熱平衡制御方式の原理に基づき，標準における電力の精密計測に重要であるミリ波用

ボロメータマウントの実効能率を測定するためのカロリメータについて研究を行なった。その結

果，ボロメータマウントの実効能率を求める測定弐を得ることができた。

 さて，精密計測にとって測定精度の評価は重要である。そこで，本章では，熱平衡制御方式の

ミリ波ボロメータマウント実効能率測定用カロリメータの測定精度を評価するための基礎とし

て，各種の誤差要因について検討し，各要因の評価法を考察した。

 本章の結果は，第5章において実際のミリ波カロリメータシステムを構成するための設計指針

となる。
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第3章 ミリ波電力の精密白動化計測

3．1緒 言

 今日，計測における自動化技術の発展は著しい。これは，従来のようだアナログ技術に頼る自

動化ではたく，近年発達の著しいディジタル技術，とりわけコ1／ピュータの導入を前提としたも

のである。その場合，単なる省力化のためではたく，より高精度の計測を，より経済的に実現で

きる可能性がある。精密計測においても，このようなディジタル技術に適した方式を採用するこ

とによって，より信頼性のある高精度の計測システムの実現が期待されている。

 そこで，前章で述べた測定方式に基づいて，ミリ波電力の精密自動化計測について研究する。

はじめに，ディジタル技術を精密計測にとり入れた自動化計測について考察する。ついで，実際

のミリ波電力計測で，基本となるボロメータ測定とカロリメータ測定における従来の問題点を明

らかにし，その結果に基づいて，新らしい自動電力測定方式による計測システムを構成し，検

討，評価を行なう。

3．2 ディジタル技術と精密計測

 計測とは，広い意味でr外界から必要とする情報を抽出する行為である」と考えられる。それ

ゆえ，社会の発展と共に，計測技術の役割は，多様化する目的に対応し，より高度たものとたっ

てくる。それに伴たって，新らしい計測手法が開発され，それに必要な各種の機器や技術の開発

が行なわれる。この計測を与えるものとしては，検出，表示，制御，情報伝達，情報処理等の技

術が考えられる。

 近年のコンピュータを含むディジタル技術の発達は，これらの技術を大きく進展し，複雑化す

る計測を自動化する原動力とたった。この自動化計測は，はじめは単に人手を節約する省力化を

目的として行なわれた。しかし，今日では，従来理論的に可能であった計測でも人間の能力によ

って制限を受け，実現できなかったり，従来の人手やアナログ的手法だけでは得られなかった高

精度，高信頼性を有する計測等をも目的とするようにたった。その場合，必ずしも人間を除いた

自動計測を意味するわけではなく，むしろ，人間を含めて従来困難であった計測を達成しようと

するものをCAM（Comput・r Assi・tcd Measur・m・nt）と呼ぶ。その特徴を明示するため，図3．1

に最も単純なCAMシステムの構造を示す。

 このCAMシステムを開発するための指針として，つぎのようないくつかの方法が考えられ

る。

 1）Computer instmcted measurement method
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対象
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探作卓

人

制御墨

メ モ リ

＝〉データ信号
          ■インターフエイス

→制御信号
   図3．1CAMシステム

 コンピュータのメモリを利用し，計測の専門家によってプログラムを作ることにより，素人で

もコンピュータの指示に従うことにより，信頼のおける計測を行える。

 2）Semi－realtime measurement method

 コンピュータの高遠データ処理能力と制御能力を利用することにより，準実時間の計測が行え

る。これにより，計測の結果が直ちに分り，人は，計測中のあやまりを判断したり，次の行動を

行なうことができる。

 3）Statistica1measurement method

 コンピュータの多量のデータ処理能力は，多数回の測定データより，平均処理，最小二乗法処

理等により，最も信頼できる情報を抽出することを可能とする。

 4）Adaptive measurement method

 当ソピュータの高速制御能力を利用すると，対象の状態により最も高精度た計測を行ない得る

ように測定システムを再編成して，計測を行なう方法が可能とたる。すたわち，まず簡単た測定

によって対象の大まかた情報を得て，それを用いて高精度測定に最適となるよう測定系を制御す

る。

 5）Mode］三ng measurement me此。d

 コンピュータの高度の情報処理機能を利用するもので，CAMの手法として今後最も使用され

ると考えられる。これには，①mathematical modcling methOdと②Systcm mOde1ing method

たらびに，その組み合わせが考えられる。

 ①の方法は，センサによって得たデータを，数学的処理をへて必要とする情報にするもので，

SwePt舟equency reHectomete・20），多元連立方程式を用いたComputerized Tomog・aphy21）など
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が開発されている。②の方法は，測定システムのパラメータを一連の補助計測により測定し，こ

れを用いて得られたデータを補正することにより，高精度の計測を行なうものである。この例と

しては，Automated network anaIyzcr22）がある。

 以上いくつかのCAMの手法を示したが，実際の計測システムでは，これらを組み合わせた

方法を用いることが多い。

 さて，CAMにおいて基本的た要素の一つは，知的機能を持つ制御および情報処理機器であ

る。このための最も有効な機器としては、現在のところ，ディジタルコンピュータが用いられ

る。しかし，これがいかに優れたものであっても，経済的でなければ，一般に普及することは難

かしいし，技術の発達も望めたい。逆に，効果や性能に較べて，非常に安価であれば，爆発的に

普及し，技術も急激に進歩する。

 計測にコンピュータを導入する研究は，1950年代の終りには始まっており，大型コンピュー

タ，ミニコンピュータを用いた各種の計測システムが発表されている。ミニコンピュータを用い

た計測システムも市販されるようになったが，高価なため一般的普及には至っていたい。もちろ

ん，CAM技術の観点からは，これら大型，ミニコ1／ピュータ等も有力た制御，情報処理機器で

あることは言うまでもたい。

 ところで，1972年代に，半導体を基礎とするLSI技術の進歩は，一昔前の小型コンピュータ

並以上の機能を数mm角のチップに収めたCPU（C・nt・al P・oce・・ing Unit）を実現した。これを

用いた非常に小型で安価たプログラマブル電卓やマイクロコンピュータが急激に普及するように

なった。特に，マイクロコンピュータは，つぎのような理由からCAMにとって望ましい制御，

情報処理機器となるものと考えられる。

 1）計測技術者が，自分の必要とする知的機能を持つ機器を，経済的に作ることができる。

 2）小型であるため，計測システムの一要素として，システムに一体化することにより，0n－

Iine化が容易である。

 このような特徴を持つマイクロコンピュータは，非常に多く自動化計測に取り入れられるよう

にたったのは当然と言える。

 そこで，本章では，マイクロコンピュータを用いたミリ波電力の精密自動化計測について研究

する。

3・3 ボロメータによる自動電力測定方式

3．3．1 ボロメータ測定の問題点

 ボロメータ測定法1〕刈は，同軸線路や導波管中の電力を測定する簡便で精密な方法として，一

般に広く使われている。これは図3．2のように，電力を吸収するセンサとして，ボロメータマウ

ントをホイーストンプリッジの一辺に用い，直流，低周波またはパノレス等の既知の電力と置換測
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電圧計
司窪抵抗
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検流計
        一RF電力R
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マウント

  R
・・ 嚏垂P；〕

図3．2 ボロメータ測定法

定を行なうものである。

 ボロメータマウントは，同軸型や導波管型の筐体の中に，サーミスタ（温度係数は負）やバレ

ッタ（温度係数は正）等の感温低抗体を負荷（ボロメータ素子）として高周波的に整合をとった

ものである。

 ボロメータ測定法は，直流置換を行なう場合の基本的な原理は，つぎのとおりである。

 まず，RF電力を加えずに，図3．2の可変抵抗を調整して，フリッジの平衡を取り，ブリッジ

に流れる電流∫1を測定する。つぎに，RF電力をボロメータマウソトヘ加えると，ボロメータ

素子の抵抗が変化するため，再度見を調整して直流電流を減らし，ブリッジの平衡を調整する。

この時プリヅジ電流を測定する。プリヅジの平衡が完全であるとするとRF電力Pは，

         児       P：≡一（∫12一∫22）                                        （3．1）
         4

により求められる。ここで，Rはブリッジー辺の抵抗である。

 この原理に基づいたボロメータ電力測定は，微妙たフリッジの平衡調整を繰返し行なわなけれ

ばたらないことや，測定後の計算が必要であるため，今日では，メータやディジタル表示によっ

て直接測定電力を読み取れるようにした自動平衡式のブリッジが多い23）24）。たとえば，置換電力

としてハルスを使用し，同期検波によって高感度としたり，ボロメータの温度ドリフト補償のた

め，サーミスタを2個組み込んでダブルブリッジとしたもの等がある。

 ところで，前節で述べた電力標準では，直流置換測定を基礎として，カロリメータ測定および

ボ目メータ測定を行なう。このため，高精度の直流置換型のボロメータ測定方式が必要とたる。

そこで，以下では，ボロメータ測定法として，この直流置換法に限定して論ずることにする。

 さて，このボロメータ測定方式によって，高い精度でRF電力を測定する場合，主な問題点

は，次のように考えられる。

 その一つは，ボロメータマウントの特性に起因するもので，たとえば，実効能率の不確定さ，
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マウントによるRF電力の反射，ボロメータ抵抗の周囲温度変動によるドリフト等である。こ

れらについては，本論文の第2，5章等において検討を行なっている。

 他の一つは，ブリッジによる測定自体に起因するもので，ブリッジ辺抵抗の不揃い，置換電力

測定の不確定さ，ブリッジの平衡制御の不完全さ等が考えられる。

 これらのうち，とくに，置換電力測定とブリッジの平衡制御が大きな誤差要因となることが知

られている1）。

 そこで，ディジタル技術によって，これらの問題点を考察し，新らしく自動化ボロメータ測定

システムの開発を行なった。

 はじめに，置換電力測定について考察する。

 ボロメータ測定の基本式（3．1）から，その測定電力Pは，（石十∫2）（∫1一∫2）に比例する。従

って，電流測定精度の制約によって，∫1と∫2の差が小さい場合に，計算において桁落ちを生じ，

置換電力の測定精度が低下することが予想される。これは，ムと∫2を同じ測定レンジで行なう

として，測定電力がバイアス電力に較べて著しく小さいか，マウ1ノドの感度が低い場合に相当す

る。

 この誤差をε｛とし，電流測定誤差をε刊とすると，ε｛は，次式で表わせる。

昨（・・会全会）助
（3．2）

ここで，フリッジの平衡制御は完全であると仮定して，（∫1＋∫2）を求め，上式からε｛／ε皿を求

めると次式とたる。（付録3・A）

       ε｛  2
         ’       ε祀 1一δ

（33）

ただい一〉・一尚。ル
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調
，40力

測
定

雲30
差
の

比
  20
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 、
  、
  、
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  、 ＼

＼

 、
 ＼、
   、、     α昔1．9ΩノmW
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   0    1    2    3    4  αΩ／mW
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図3．3 ボロメータ電力測定における電流測定誤

   差のPM，α依存特性

ルは，測定電力，α，Rおよび玉。は，そ

れぞれ，ボロメータマウントの感度，動作

抵抗および冷抵抗である。

 例として，五〇＝160Ω，ル≡10mWま

たは，α＝1．9Ω／mWとした場合（30GHz

帯用マウント）についてε1／ε仇を上式から

計算し，図3，3に示す。これから，測定電

力または，ボロメータマウントの感度αが

低くたると測定誤差が大きくたることが分

る。

 つぎに，ブリッジの平衡制御について考

察する。通常のリニア増幅器を用いたアナ
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   図3．4アンプゲインと制御誤差
                        この誤差εcの計算結果を図3．4に示す。

                       これから明らかに，εoを小さくするには，G

を大きくする必要がある。しかし，実際の自動平衡プリヅジでは，制御の安定条件によって，ゲ

インの大きさが限定される。また，フィードバック増幅器の入出カインビータソスのため，ε。が

大きくなる。

 以上のように，ブリッジ測定において，置換測定と平衡制御に伴なう誤差を従来の方式につい

て定量的に考察を行ない，問題点を明らかにした。

                  25

ログ自動平衡プリヅジでは，増幅器ゲインが

有限であるため，常に制御偏差が残ってしま

う。フィードハック増幅器の電圧ゲインを

。，人カインビータソスを無限犬，出カイン

ビータソスを零と仮定した場合，制御偏差に

基づく電力測定誤差は，次式のように表わさ

れる。（付録3・皿）

      （0－1）2
  εo＝1                （34）

      02－4

313．2測定方式の原理

 前節で述べた問題点を解決するため，アダプティブな制御（adaptive cOnrO1）を取り入れた自

動ブリッジ測定方式25卜27）を考案しその原理に・ついて述べる。

 この測定方式は，直流置換測定に対して，いわゆる差電流方式3〕を自動化し，平衡制御に対し

て，直接に，不平衡分を自動補正することにより高精度化を図るという考えに基づいている。本

方式の原理を図3，5に示す。ここで，電圧メモリというのは，ADコンバータ，ディジタルラッ

チメモリおよびDAコンバータ等から成り，電圧を長時間保持することができる機能を持つ。

R          R

電圧メモリ

 8
つイードバーリク

椙幅器

ホ1一口メータ          R

マウント

△I

Rs1

工0

Rs2

電流増血畠器

電圧メモリ

 A

図3・5 自動ボロメータブリソジの原理
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 測定の原理はつぎのとおりである。はじめに，すべての電圧メモリの出力を零にし，フィード

バック増幅器に一よって，通常の自動平衡フリッジと同様に平衡を取る。この時の出力電流∫Oを，

抵抗Rs1の両端で測定し，電圧メモリλに設定する。この結果，フィードバック増幅器の出力電

流は，微小となる。ここで，フリッジの不平衡電圧を，電圧メモリBに設定し，フィードバック

増幅器の入力端子に直列に加える。このように作動することにより，ほぼ完全な平衡状態におけ

る増幅器出力電流”1を読み取る。RF電力を加えた時は，電圧メモリ3のみ作動し，上記と同

様の状態における電流〃2を読み取る。

 以上の測定によって，RF電力Pは，次式で求められる。

         玉
       」P空一（2∫o＋∠∫1＋一石）（」∫1一∠72）                          （3．5）
         4

3．3．3 自動化システムの構成

 前節の原理に基づいて，実際の測定システムを構成した。そのフロック図を，図3．6に示す。

 本システムは，フリッジコントローラによって，置換電流およびブリッジの平衡制御を行なう

ことにより，0住1ineにおいても使用することができる。さらに，マイクロコンピュータを用い

て，プリッジコントローラとRF電力用スイッチを制御し，デジタル電圧計（DVM）からデー

タを収集するとによって，0n－line自動化を行なっている。

 本システムの構成要素として主なものは，つぎのとおりである。ADコンバータ（ADC）には，

「

電圧メ：巳リ

       B    A

       －1 「I

1切ト川8 @1
L。＾Dc ?狽戟DDAcB』
       R         R

ブリリジ
コントローラ

   メモリA
リ七リド

］。二DCAスタートDACA．］

                 テレタイつ。           電 流
                  ライク           増血冒器

A2 A1
Rs’

ボロメータ    R  2
マウント
             デI一夕
              SW

Rs2  マイクロコンピュータ

デIシタル

電圧計
昨電力用

 SW

図3．6 自動ブリッジ測定システムのブロソク図
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図3・7ブリッジ周辺回路図

測定値モニタができるように，3デジットのパネルメータを用いた。メモリA，DAコンバータ

（DAC）Aおよび電流増幅器には，ラッチ用メモリ内蔵のプログラマブル電流源（PCS）を使用

した。メモリBとDAC Bは，同様たプログラマブル電圧源（PVS）であり，フローティング出

力を持っている。パネルメータからこれらのプログラマブル電源へは，BCDコードでデータを

伝送する。フィードバック増幅器A1は，両極性の高田カオペレーショナルアンプを用いた。こ・

れは，ブリッジ平衡電流をPCSによって置き換えた場合，残留する微小た電流は，正，負いず

れの可能性もあるからである。この増幅器は，人カインピータソスが高く，雑音，温度特性が優

れていることが必要である。

 さて，ブリッジ周辺の実際の回路構成を図3－7に示す。ここで，真空熱電対とダイオードを含

むフィードバック回路は，初期平衡を取る際，ブリッジ電流の極性を正に決めるためのものであ

る。一度，平衡すれば，電流置換を行なって，増幅器A1の出力電流が減っても，出力電圧は変

わらたいため，この回路はオフとなり，測定に影響しない。

 PCSの電流と増幅器A1の出力電流は，データ切換スイッチを用いて，DVMに読込む。これ

は，低レベル（10μV最小）の測定を含むため，スイッチの特性として，熱起電力や接触抵抗が

小さく，再現性の優れたものが必要である。そこで，このスイッチは，機械的なステッピソ・グリ

レーを用いた。RF電力の切換は，導波管回路用スイッチを制御することにより行なう。

 マイクロコ1／ピュータは，これらの機器を制御し，測定およびデータ処理を行なう。ディジタ



28

表3．1 主な構成要素

構成要 素

マイクロコンピュータ

AD コンバータ

プログラマブル電流涙

ニニリ、A／

電流増幅器

プログラマブル電圧源

二二リ、B／

デジタル電圧計

型    名

IDACS＿1000D

AD＿2010

SN－2

CC－100－O．2M

GPC－8805

2501

性   能   仕   様

CPU8008 クロック周波数 500KHz
インストラクションサイクル 20μs6c（最小）

メモリ 16KByte

入力 0～土1gg．gmV

人カインビータソス 100MΩ

出力 BCD3デジット，ラッチ

精度 0－05％土1デジヅト

温度係数 土50ppm／℃

入力 BCD2デジット

出力 0～10V

精度 土0．2％，リニアリティ

温度係数 土130ppm／℃

出力電流 0－O．2A

出カインビータソス 1O MΩ

温度係数 土100ppm／℃

土O－2％

入力 BCD4デジット

出力 0～9，999V Max10mA
精度 土0，013％

入力 0～1000V

人カインビータソス 5000MΩ以上

出力 ECD Max119000
精度 土（O．005％斗2デジット）

温度係数 土6ppm／氾

ル電圧計（DVM）とのインターフェースには，8ビット4チャンネルのマルチプレクサを用い

た。ソフトウェア開発は，セルフアセンブラによって行ない，データ処理は，専用のインターフ

ェース28）29）を製作して用いた。

 表3．1に，本システムを構成する主な要素について，規格，仕様を示す。

 測定手順の基本的なフローチャートを，図3．8に示す。図3，6で，はじめに，外部リセット信

号を二つのDAコソバー州ご送り，その出力を雲とする。ついで，スタート信号をADC Aに加

えて，ブリッジ初期平衡電流∫oを測定し，この電流をDACAに設定する。これによって，増

幅器A1の出力電流は，ほぼ雲とたる。フリッジの不平衡電圧は，同様に，ADC Bにスタート

信号を加えて測定し，DAC Bに設定する。これによって，ブリッジ不平衡電圧が零に近くだ

る。そして，系が十分安定してから，データSW（1）の位置でDVMに．より∫oを測定する。同

様に，SW（2）の位置で，”1または”2を測定する。RF電力を㎝または0冊する毎にデー

タ処理を行ない，結果をテレタイプライタに出力する。ブリッジ不平衡電圧調整は，バイアス電

流測定に先立って必要なだけ繰返す。

 本自動化ボロメータ測定システムの特徴は，多数回の測定が容易で，高い信頼性が得られるこ
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DVMから
1oを測定

テI一一夕SWを12〕にセリト

        NO
バイアス電力測定か

    YES

DVMが5△I1室測 定 DVMから△I2玄測定

RF電力SWオン RF電力SW一オフ

        図3．8

と，置換電力測定およびブリッジ制御に基づく誤差が著しく改善されること等の特徴を持ってい

る。

 本システムは，カロリメータによる自動電力測定システムのサブシステムとして用いているた

め，測定例は，次節で述べる。

     テ’一一夕処理

     つ。リソタヘ出力

 NO
    測定終了か

        YES

      ストリア

自動ブリッジによるRF電力測定の基本フローチャート
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3．4 カロリメータによる自動電力測定方式

3．4，1 カロリメータ測定の問題点

 一般に，カロリメータによるRF電力測定には，温度，熱および直流電力等の制御，測定を伴

なう。特に，標準に用いるようた精密計測では，たとえば，温度は100卵C，熱は，10’7jOule置

換電力は0，1μW程度の精度で測定あるいは，制御を行なう必要がある。また，熱負荷によって

RF電力を熱に変換するため，時間により積分して測定すると共に，温度ドリフトを補正すべ

く，一定の時間間隔で多数回測定を行なうことが必要となる。このようた理由で，カロリメータ

測定は，装置が大がかりとなり，測定時間が長い場合が多い。

 さて，標準に用いられるボロメータマウントの実効能率の測定は，ボロメータならびにカロリ

メータ測定を同時に行なう一種のタプルカロリメータ測定とたる。この測定では，複雑で微妙た

長時間にわたる制御，測定操作が必要である。そのため，測定者が熟練していたとしても，測定

ミスや個人差による偶発的な誤差が入る可能性が大きく信頼性のある高い精度の測定を行なうこ

とは，容易でない。

 このようなカロリメータによるRF電力の精密測定を自動化する試みとして，いくつか報告さ

れている。たとえば，マイクロ波帯でボロメータマウントの実効能率を測定する半自動化方式の

カロリメータ装置を，従来のアナログ的な手法により構成したもの30〕，双子型カロリメータによ

るミリ波電力測定を，マイク目コンピュータを用いて自動化したもの31）等である。

 そこで，次の節では，ボロメータマウントの実効能率を測定することができるカロリメータ測

定システムのコンピュータを用いた自動化について研究を行なう。

3．4．2測定方式の原理

 カロリメータによるRF電力測定を高い精度で行なうには，前節で述べたようた種々の問題が

ある。これらを克服するため，コンピュータを導入したカロリメータ自動化計測システム32）の開

発を行なった。

 本システムは，電力のみ測定するのではなく，標準に必要たボロメータマウントの実効能率を

測定することを目的とする。このため，測定の方法として，214節で述べた熱平衡制御方式のカ

ロリメータ測定法を用いる。したがって，測定の基本式は，式（2・21）である。また，ボロメー

タ測定には，高精度を得られ、デ4シタル的に制御が可能である前節の自動プリヅジを用いる。

これらのサブシステムを制御し，データ収集，処理を行なうコ：ノピュータは，3．2節で述べた理

由からマイクロコンピュータを使用する。自動化測定システムは，これらサブシステムによっ

て，図3．9のように構成した。ボロメータ測定部とカロリメータ測定部は，熟負荷を通して，熱

的に結合され，マイクロコンピュータは，これら各部を制御し，データを取り入れて処理する。
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マイクロコンピュータ

テーイシタル信昌 アナログ’’信号
インターコエース  インターフェース

テIイシタル
アナログI1

カロリメータ…則定部  熱負荷 ホ川口メータ…則足音5

図3，9 自動化測定システムの概念図

この測定の基本的な流れを，図3．10に示す。

3．4．3 自動化システムの構成

 自動化カロリメータ測定システムは，三つのサブシステムか

ら構成される。このフロック図を，図3．11に示す。

 カロリメータ測定部は，RF電力をカロリメータ本体に加

え，熱電検出素子とヒータ等によって負荷を熱平衡制御する。

これは，熱電冷却索子に電流を供給する定電流源，熱電検出素

子によって検出した電圧をヒータヘフィードバックする増幅

器，熱負荷にRF電力を加えるための信号源と導波管スイッチ

等から構成されている。フィードバック増幅器は，ヒータの電

力制御の精度を改善するため，可変のオフセット出力機能を持

つ。これによって，一定のゲインのもとで，制御墨（ヒータヘ

のフィードバック電流）の大きさをできるだけ小さくし，制御

偏差を小さくかつ優れた安定性を得ることができる。熱負荷を

含むカロリメータ本体，信号源，導波管スイッチ等は，当然用

いる周波数帯毎に必要である。

 ボロメータ測定部は，ボロメータマウントにより，電力の測

定を行なう。これには，前節で述べたアダプティブな制御方式

による自動ブリッジを用いる。

 制御／データ処理部は，各測定部をコントロールし，周辺機

ホ’’ロメータ測定

カロリメータ測定

RF電力導入

ホ1’ロメ’タ；則定

カロリメータ測定

RF電 力 断

テー一一夕処理

NO測脇了か
    YES

テ’一一夕 処 理

ストリア

図3・10測定の基本的流れ

器を通して，データの収集，処理を行なう。マイクロコンピュータおよびDVMは，前節で述べ

たものと同じである。マルチプレクサには，安定性，再現性の優れた2回路12接点のステヅピ
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      カロリメータ：則定部

図3・11 自動化カロリメータシステムの構成

：／グリレーを用いた。時間の設定には，タイマーが必要である。測定中の比較的短かい時間の設

定には，マイクロコンピュータのタイミングサブルーチンを随所で使用したが，測定のシーケン

ス制御のため，外部タイマーとして，IC（555）による簡単なアナログタイマーを用いた。デー

タ処理は，前節の場合と同様に，マイクロコンピュータにインターフェースしたカルキュレタ

28〕29〕により行なった。

 さて，本システムのソフトウエア開発は，マイクロコンピュータのレジデントモニタ，紙テー

プベースのセルフアセンブラおよびROMライタ等により行なった。必要なプログラムとして，

ディジタルイソターフコ。一ス制御，データ収集および処理等の各種のサブルーチンたらぴにカロ

リメータ測定のメインプログラム等の開発を行なった。

 実際のシステムの動作ならびに測定実験は，第5章のミリ波電力測定システムにおいて述べ

る。

3．5測定誤差の解析と検討

 3．3，4節において述べた自動電力測定方式のうち，カ目リメーク測定の誤差は，2．5節で詳

細に検討したものと基本的には同様であるため，実際の誤差の大きさの評価は，第5章で取り扱

うこととする。そこでここでは，ボ1コメータによる自動電力測定方式について，測定誤差の解析

と検討を行なう。

 このボロメータ測定方式における誤差は，系統誤差として，a）置換電流測定誤差，b）差電
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流測定誤差，c）ブリッジ制御誤差，d）フリッジ辺抵抗の不揃による誤差等が考えられる。

 a）置換電流測定誤差ε。

 これは，図3．5の回路で，ブリッジ電流を電流源により置き換えたZoを測定することに伴な

う誤差である。

 Zoは，標準抵抗Rs2およびDVMによって測定する。従って，これらの精度の和からε壇を求

めることができる。

 b）差電流測定誤差εd

 これは，図3．5でブリッジフィードバック増幅器の出力電流〃を測定することに基づく誤差

である。

 はじめに，簡単のため，”2＝0であったと仮定すると，式（3．5）は，次式とたる。

         五
       』〕＝一（2∫o＋∠∫1）∠∫1    ∠∫1＞O                       （3．6）
         4

 これから，次式を得る。

        ∂P  R
          一（∫o＋〃1）               （37）
       ∂〃ユ 2

 式（3．6），（3．7）より，この時の電力測定誤差εd1は，つぎのように表わされる。

           1＋〃1／∫o ∂〃1
       εd1＝2・       ・                               （38）
           2＋〃1／∫o 〃1

 ここで，∂〃1／〃。は，〃1の測定誤差を示す。

 さて，ボロメータマウントのバイアス電力PBは，

         R
       P・＝一∫02                  （3．9）         4

である。1”11＜∫oを考慮して，”1は，式（3，6），（319）から，次のように求められる。

           2
       〃1E一＝（〉T一〉片十P）           （310）          〉R

 ただし，Rは，ブリッジの辺抵抗である。

式（3．9），（3．10）を用いれば，〃1ノ∫oは，つぎのようになる。

       争一〉・・去一・         （…）

 一方，〃1は，標準低抗地1の両端の電圧∠γ1を，DVMにより測定して求める。

         ∠γ1
       ＾昌亙           （3・12）

従って，式（3．10）、（3．12）から，次式が得られる。

       ∂〃l K〉亙    1
       一＝      ・         一一                           （3 13）
       ”・ 2R。、〉乃十P一ノ＾

 ただし，Kは，」γ1のDVMによる測定誤差

結局，式（3．11），（3．13）を式（3．8）へ代入することにより，
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1・・一
揶齣ﾄ（・・舌） （3．14）

が得られる。

 〃I＝0とした場合についても同様に電力測定誤差ε吻が求められる。

1炉
Z〉舌（1一番） （3．15）

差電流測定誤差εdは，εd1＋物と考えられる。ただし，εd1，εd2共に置換電流測定誤差ε。よ

り小さくなることはない。このことを考慮して，εdは次式で表わされる。

      1・一器〉蛋（〉・・去・〉・一夫）…  （…）

       ＝2ε。          P＞R

 ただし，Rは，εd＝2ε母となるRF電力測定値

 上式のεdは，電流および〃1（〃2）を，DVMの同一レンジで測定した場合であるが，もし，

これらの測定を，最適なレンジを選んで行なえば，さらに小さな誤差になると考えられる。

 C）ブリッジ制御誤差ε。

 これは，図3．5において，電圧メモリ皿によるプリヅジ不平衡電圧補正の精度によって決る

RF電力の測定誤差である。

 今，プリヅジの不平衡電圧が”まで制御され，ボロメータ抵抗が，五ドR＋”にだったとす

る。図3．5で，電圧メモリBおよびフィードバック増幅器の人カインビータソスは無限大，出カイ

ンピータソスは零と仮定すれば，プリヅジ回路を解析することにより，容易に次式が得られる。

〃一一ﾄ・〃

 ただし，＾は，ボPメータマウントのバイアス電力である。

また，バイアス電力の制御誤差∠ハ／P。は，次式で示される。

      祭一老僧

（3．17）

（3．18）

 ただし，αは，ボロメータマウントの電力感度である。

 RF電力を加えたい場合，PB＝乃1，地＝地1および∠亙＝∠凪どたり，加えた場合，鳥＝

馬，Rド地2および”＝”君とだったとする。この時，RF電力の制御誤差ε。は，式（3．18）

から，つぎのように得られる。

       軌一昔一夫（北州一÷（似傍・刈萱）（ふ・・）

上式で，地1および地2は，ほぼRに等しい。乃1をPBとおけば，島2は丹一Pとなる。4珂

および∠亙2は，電圧メモリBの分解能∠亙まで制御することができる。これらの関係を式（a

19）へ代入して，ε。は，次式で表わされる。
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㌍箸刈〉÷・岩．、）

 d）ブリッジ辺抵抗誤差ε。

 プリヅジ辺抵抗の大きさが，規定値（通常100

Ωや200Ω）よりずれている場合，RF電力測定

の誤差の原因となる。

 この誤差を評価するため，図3．12のフリッジ

の基本回路を考え，ブリッジ電流が，バイアス時
                        ホ“ロメ■タ
にム，RF電力を加えた時に∫，であったとする。   抵抗

また，測定時の平衡は，完全であると仮定する。

 ブリッジ辺抵抗の規定値をγoとすると，RF電    図3・12

力の測定値Pは，次式により求めている。

       P＝⊥（ム・一ム・）
         4

 ところが，一般には，辺抵抗が正確に7oと等しいとは限らない。

ソトにより実際に置換された電力片は，次式で与えられる。

（3，20）

二E

乃一・・（、1＋箒姜十、）2（H・）

ブリソジ辺抵抗による誤差の

解析

（3．21）

このため，ボ1コメータマウ

（3．22）

 ただし，γ1，73，74は，辺抵抗，72はボロメータ抵抗である。

今，各辺抵抗の誤差が

         η       ε｛昌一一1  （’≡1～4）                                （3．23）
         7o

であるとすると，式（3．21），（3．22）から，電力測定誤差ε。は，次式で表わされる。

1・一・一
A（、≒ω（・・1幸11幸1：）2

（3，24）

 誤差ε1，ε3，ε4の大きさは，同じでありε。Oとすれば，上式は，

       ε1…・εro， εミ≡＝ε4＝ε7o                                   （3．25）

に対し最大値を取り次式となる。

             1      （4＋εro＋ε2）2
       εf＝1一                                              （3 26）
          16（1＋εro）2     1＋ε2

 一方，フリッジが完全に平衡しているとしたから，ボロメータ抵抗γ2の最大誤差は，土3ε、o

である。また，式（3126）で，ε、をε2の関数とみた時，1ε21く37oにおいて単調増加する。し

たがって，ε2に3ε。oを代入すれば，ε。の最大値が次のように得られる。

         3ε。o       εr＝                                                 （3 27）

         1＋3ε。o

 上式から求めたε・を図3．13に示す。
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図3・13 フリッジ辺抵抗に基づく誤差
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図3．14 ボロメータによる自動電力測定

    方式の誤差

表3・2誤差評価の結果（10mwレベル）

系統誤差

置換電流測定誤差 ε坦 土O．010％

差電流準反誤差 εd 土O．020％

フリッジ制御誤差 εf 土O，002％

辺抵抗誤差 εr 土0，015％

小計 土O．047％

偶発誤差 ε砒 土O．010％

総  合  精 度 ±O．057％

 以上，検討した誤差評価の方法を用いて，代表的た条件における系統的誤差を計算した例を，

図3．14に示す。これは，R＝30mW，α＝10Ω／mW，R＝200Ω，R．1＝100Ω，〃呈10μVおよ

びε岳＝±O．01％として，求めたものである。

 さて，本システムによるボロメータ測定では，偶発誤差の評価は，用いるマウ1／トの特性によ

って異なるため，フリッジ回路自体の安定性から推定することとした。用いた増幅器の出力雑

音，ドリフト等は，ほば±0．1μWに相当し，この3倍を偶発誤差と考えて，10mWレベルで

ほば±O．006％とたる。本プリヅジを用いて，十分温度安定化されたサーミスタマウントによる

実験の結果でも，10mWレベルで約±0．01％の測定値のばらつきがあった。これらのことか

ら，偶発誤差として，±0．01％が推定される。

 おわりに，本測定方式による測定誤差を，10mWのレベルに対して求めた結果を，表3．2に

示す。
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3．6 結 言

 ミリ波電力計測に用いるボロメータ測定およびカロリメータ測定について，従来の問題点を考

察し，それに基づいて，マイクロコンピュータをはじめとするディジタル技術を取り入れた自動

化計測システムを考案し，検討を行ない，ミリ波電力測定の高精度化に有用であることを明らか

にした。

 ここで得られた結果は，第5章の実際のミリ波電力測定システムにおいて用いる。
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第4章 ミリ波電力測定マウント

4．1緒 言

 一般に，導波管電力を測定するためには，電力を既知の物理量に変換する電力測定用マウント

が基本的に必要とたる。このようなマウノトとして，序論で述べたように，熱的な方法，電子現

象を利用する方法の外に力学的方法（電磁力）鋤等，各種の原理に基づくものがある。

 本章では，これらのうち，熱的な方法に基づいて，ミリ波帯で有用た電力測定用マウントの研

究を行なった。

 はじめに，ミリ波カロリメータの熱負荷として用いることができる二種類のボロメータマウ1／

トの開発を周波数100GH・帯で行なった。これらは，ミリ波帯で低損失で知られた円形TEo1モ

ード導波管系で構成している。その一つは，rising－sun－typeボロメータマウントと呼び4分割構

造の素子から成り，もう一つは，これを改良した・ight一血n－typeという8分割構造の素子から成

るものである。これらの素子は，蒸着薄膜技術によって製作した平面状の形状をしており，他に

整合用の素子を持たたいため，整合のための形状の決定が簡単で，かつ帯域を広くできる等の特

徴を持つ。円形TFolモード導波管による不要モードは，素子を多分割構造とすることにより，

抑圧している。

 さて，方形導波管系は，ミリ波帯においても一般的に多く用いられる。そこで，方形導波管用

マウントとして，主に100GH・帯において，広帯域整合特性および高い置換特性をもつ整合負

荷型ボロメータマウントを開発した。さらに，熱電効果および焦電効果等の熱的た方法に基づい

て，広帯域，高感度等の特徴をもつ電力測定マウノ・についても開発を行たった。

4．2 円形導波管用ボロメータマウント

 ミリ波帯では，円形導波管の丁児。1モードがその低損失特性のゆえに，通信への応用彗4）’36）で

注目され，これに必要た各種の回路素子も開発されている。このようた円形導波管系で用いるこ

とができる電力測定マウントを開発することは，意義があると考えられる。とくに，短ミリ波帯

で，低損失特性を有効に利用することにより，従来，方形導波管系では得ることが困難と思われ

た高い性能の電力測定マウントを開発できる可能性がある。

 ところで，一般に，ボロメータマウ1／トの電力を吸収する素子（ボロメータ素子）として，サ

ーミスタや白金線バレッタがよく用いられている。しかし，ミリ波帯のように高い周波数帯にな

ると，素子の大きさに較べて，skin depth（表皮厚さ）が薄くなってくるため，置換効率が低下

してくる12）。たとえば，サーミスタ素子の場合，30GHz帯で約7μm，100GHz帯で約4μmと
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たり，素子の直径（100μm以上）に較べて非常に小さくたり，素子上の置換特性が悪くなる。

 たとえば，100GH・帯方形導波管用のサーミスタマウントの実効能率は，ふつう40～50％程

度と低い。この原因の一つは，このskindepthの影響であり，もう一つは，導波管損失の増大

によるものと考えられる。さて，サーミスタ，バレッタ素子の場合，その整合を取るための設計

を系統的に行なうことが容易でなく，㎝t㎜d t・yで行なうことが多い。このような欠点がある

ため，ミリ波では，平面的な素子の形状をとることにより，skin d・pthと整合の問題を解決する

ことが試みられた37）。これは，素子を蒸着技術によって，電極と電力吸収素子を薄膜で構成し，

その形状と方形導波管のマウント構造を工夫することにより整合をとるものであり，高い実効能

率を得ている。

 そこで，100GH・帯円形導波管用のボロメータマウントの開発において，方形薄膜ボロメータ

マウントの構成の考え方を円形に拡張することにより，まず，rising－sun・typeついで，それを改

良したeight一指n－typeボロメータマウントを考案し，測定実験および考察を行なった。

 〔1〕㎡S丘Ilg－S㎜・印peボロメータマウント38〕

 円形TEo1モード導波管は，1OOGH・帯では，IEC－900方形導波管に対応するものとして，直

径5．5mmのものが用いられる。この円形導波管を用いて，ボロメータマウントの開発を行なう

には，断面積が方形の場合に較べて大きく（約7倍）機械加工がしやすい点と低損失（約1／3～

1／7）である点で，方形導波管の場合に較べて有利であるが，多重モード系という制約がある。

この規格の導波管では，TEo1モードの他に，TE11，TMol，TE21，TE11，TM11，TE3I，TM2I，

TE41という8個の不要モードが伝送される。従って，円形ポ目メータマウントの構造は，これ

ら不要モード変換が生じたいように設計することが必要である。

 100GH・帯において開発した・i・ing－s㎜一typeボロメータマウントと素子の外観を，写真4．1

に示す。

 ボロメータ素子は，薄膜の平面構造とし，その形状は図4．1（8）に示すように，方形導波管素

 日
40’則

写真4．1100GH・帯用・isi皿g－sun－typ・ボロメータマウ：／ト
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方形導波管用
 薄刃真木■ロメ’夕素吾

ホ”ロメ’タ素手

  極 ！
ホ■ロメ’タ素手

円形菌波吉用
｛専肩糞亦ごロメータ素…ト

lo〕角形から円形への変換

整合糸件
  R

⇒
G＝      ＝Y0
  R2＋1ωL〕2

      ωLB＝ωC一      一〇
     R2＋1ωL〕2

tb，等価回路

   図4．1薄膜ボロメータ素子

子の導波管内電磁界分布の相似性を考慮して決定した。この手法は，後の実験結果により，正し

いことが裏付けられた。この円形ボロメータ素子は，電界に沿った円弧状の低抗薄膜から成る電

力吸収体を有し，扇形の電極を持つ4分割の形状とたっている。この索子を導波管軸に垂直に置

き，一対の扇形電極からリード線を取り出す。このとき，電極は，モードサプレッサーとしての

役割も果してる。このようた4分割構造の素子では，理論的にTE41壬一ドを除いたすべての不

要モードは，抑圧される。

 素子を導波管に整合させる方法は，基本的には，方形導波管の場合37）と同様である。この素子

のTEモート波に対する等価回路は，近似的に図41（b）に示される。ここで，工はボロメータ索

子のインダクタンス，Cは，基板と電極の容量，そして，亙は，ボロメータ索子の抵抗である。

素子のコンダクタンスGを導波管の特性アドミタンスγoに等しくすることができれば，サセプ

タンス分Bを何らかの方法で打消すことにより整合を得ることができる。一方，cは，工の関数

とたっている。従って，索子のGを調整するには，実際上，素子の電極角度を変え，工を変化す

ることにより行なうのが便利である。Bの調整は，索子の後に可動ショートを付けて動かすこと

により行なえる。カロリメータの熱負荷とする標準ボロメータマウントとして用いる場合は，可

動ショートの代りに，最適な長さにした固定ショートを用いる。
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ボロメータ素子の形状とインピーダンス特性

 実際に製作した素子の構造を，図4．2（a）に示す。電力を吸収する円弧状のボロメータ素子の

直径は，円形TEoユモード電界が最大となるように合わせた。

 素子の基板材料には，熱伝導の低いこと，強度，蒸着のし易さ等，種々の理由により，薄いマ

イカ板（30μm厚さ）を用いた。基板上に，真空蒸着技術によって，ん電極（2μm厚さ）お

よび用素子を作成した。電力吸収体の材料は，低抗温度係数が高く（バルクで6．7x10－3），蒸

着が容易であり，安定性が優れている等のことから，州を選んだ。通常，ボロメータブリッジ

は，辺抵抗200Ωで多く用いられるため，ボロメータ抵抗は，一対の扇形電極間で，動作時に

200Ωとなるように，凧薄膜の厚さを制御して作成した。円弧状の州素子の幅6は，0．15～

0．2mmとした。

 さて，電極の最適な形状を決定するために，図4．2（a）の電極の角度θが異なるものを製作し．

そのインピーダンス特性を測定した。その結果を，同図（b）のインピーダンスチャートに示す。

これは，円形TEor方形TEユ。モード変換型の方向性結合器を用いた円形導波管用のレフレク

トメータ39〕によって，周波数100GHzにおいて測定したものである。

 図4．2（b）で，完全な整合の条件は，G＝1となる反転門上にあれば実現できる。同図から，

電極角度θが，40～50。の場合に良好た整合特性が得られることが分る。角度θが10。より大き

いすべての素子は，容量性を示しているが，誘導性の領域でも，反転円上にあれば整合をとるこ

とは可能である。これは，円弧状のボロメータ素子の幅を狭くするか，角度θを小さくすること
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   VSWR周波数特性

により得られる。

 マウントの直流特性と整合特性を調べるため，θが40。の素子を用いて背面を写真4，1の可動

ショートとしたボロメータマウントを構成して実験を行なった。その結果，冷抵抗（零バイアス

における抵抗）は，約170Ω，抵抗の電力感度は，約0．6Ω／mWであった。ボロメータ抵抗が

200Ωとなるようにブリッジにコこりバイアス電流を加えて，ミリ波入力に対するVSWRをレフ

レクトメータで測定した結果，図4．3の特性が得られた。測定は，可動ショート面位置を変えて

行なった。これから，周波数100GH・で整合をとった場合，VSWR1．2以下の帯域は1およそ

2GH・であることが分る。可動ショートを調整する場合は，さらに広い周波数帯域にわたって

良好た整合特性が得られている。

 必要な周波数において，最適な整合特性を与えるように長さを選んだ固定ショート板を，この

ボロメータ素子の背面に接続すれば，カロリメータの熱負荷として用いることができる。周波数

100GH・で整合をとったマウントについて，5．3節で述べるカロリメータによって，その実効能

率を測定した結果，約70％が得られた。これは，従来の100GH・帯用サーミスタマウントの約

1．3～1，5倍と考えられる。

 以上のように円形TEo1モード導波管用のrising－sun－typeボロメータマウントの開発を行なっ

た結果，優れた置換特性と整合特性を有することが明らかになった。

 〔2〕固g山一fa1■・t〃。ボロメータマウント40）41）

 前述のRisi㎎一sun－typeボロメータマウントは，方形導波管型のものに較べて，良好な特性を

示したが，まだ実効能率の大きさが，標準ボロメータマウントとして用いるには，不十分である

と考えられる。これは，たとえば，第2章のカロリメータによるボロメータマウントの実効能率

測定における誤差解析で考察した式（2．22），式（2．34）等を見れば，明らかである。すなわち，

一般に，標準ボロメータマウントは，できるだけ高い実効能率を持つことが望ましい。
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写真4．2Eight－hn－typeボロメータ素子とマウント

 このような点から，図4．2（a）の素予の構造について考察すると，次のことが分る。

 （1）4分割構造であるため，不要モードとして，TE何モードを発生する可能性がある。

 （2）電極が導波管断面のほぼ半分の面積を占めており，それによる熱損失が大きい。

これらのことが，マウントの実効能率を下げている主な原因と考えられる。これらの間題点は，

次のようにすることによって解決されると考えられる。

 （1）素子を8分割構造とし，不要モードの発生をなくす。

 （2）電極面積を可能な限り小さくし，熱損失を少なくする。

 これらの考えに基づいて考案した円形薄膜ボロメータ素子の構造を，図4．4に示す。これは，

その形状からEight・血n・typeボロメータ索子と呼ぶ。素子の電極角度は，できるだけ小さいこと

が望ましいが，薄膜の製作技術の制約から，5。とした。さらに，このままでは，素子のインピー

ダンスの誘導性が強すぎるため，図4．4のように，一部分電極角度を増やし，容量性の要素を加

えた。素子のインピーダンスは，この容量性の要素の幅wを変えることにより，反転円上に持っ

てくることができる。

 実際に，Rising－sun－typeボロメータマウントの場合と同様にして，素子の試作を行なった。た



44

｛ 1！

1

球

R80iproca1 Cir01e一

   ・・1 畿 1」害 ・・      X｛R＝100n
    州 ・■ ；’．潜。、  OデR≡200皿

     加工軌。。、。   ，9

                  ｝，、
      O．3・                   、 池
             O．14・     十
1w＝o．4

             ■ 沸  山峡
     」。．。・ユ・雛   節
            鵜

   W，O．4」I    ．’

                       雛

        ・一h一・門・ 蝋榊     ．書…
  ・“一・・… 阯“・川㈱        一一上一］」」じ．

図4・5ボロメータ素子のインピーダンス特性

1．5
…』一u    1

Ls・1．35mm
ホ』ロメータ素手

1．4

1．3 ■ ⊥ I  山

。二∴。
1

1．2

丁1．1
』 一 I ■ 一 ．

1，0

97    9R    99     10n    lO1    102    10ス    1097  98    99    100   101   102   103    104

        周 ；度 養女＝GHz，

図4．6電圧定波比（VSWR）の周波数特性

だし，今回は，素子の基板として，マイカの外，熱伝導度が低く，加工性の優れたポリエステル

系フィルム（25μm厚）を使用した。電極幅Wは，0．14，O．3および0．4mmとし，動作抵抗R

は，100Ωおよび200Ωとした。円弧状の電力吸収体（W｛）の幅は，0．05mmである。このよう

に作成した素子およびマウントの構造を写真4．2に示す。バイアス電力は，一対の大きな扇状電

極から8個の直並列接続したリング状の凧素子に供給する。

 製作したボロメータマウントについて，直流測定を行なったところ，冷抵抗は，175～195ρ，

感度は，0．18～O．63Ω／mW，200ρとたるバイアス電力は，25～45mWであった。

 素子のインピーダンス特性は，レフレクトメータで測定した結果，図4．5のように得られた。

これから，素子のインピーダンスは，誘導性であり，電極の幅wを増やしていくと，容量性に近
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づくことが分る。WがO．4mm，Rが2009の時，素子は整合のための条件を満たす。

 この素子を用いて構成したボロメータマウントのVSWR対周波数特性を，図4．6に示す。こ

れから，VSWRが1．2以下となる帯域幅は，4GHz以上であり，ほば，Ri・三ng一・un－typ・の2

倍が得られた。

 ボ日メータマウントの実効能率は，〔1〕の場合と同様に測定したところ，10mWレベルで98．8

％が得られた。これは，同じ周波数帯の従来のマウントに較べて非常に高く，ぽぽ10GH・帯の

もの12）と同じ程度である。

 さて，すでに述べたように，原理的には，本ボロメータマウントは，不要モードを生じない。

このことは，高い実効能率が得られていることからも予想される。そこで，素子による不要モー

ドの発生を，次のようにして調べる実験を行なった。

 素子の背面にモータ駆動による可動ショート棒を挿入した円形導波管を接続し，移動した時の

反射波の大きさをレフレクトメータを用いて記録した。もし，不要モードが生じていれば，反射

波の大きさは，ショートの位置によって鋭いディップを示す42〕。ただ一つの不要モードが存在す

る場合に，ディップ間隔ムとそのモードの位相定数β阯との間には，次の関係があるω。

       β1一王           （・・）

 実験の結果を，Rising－sm－typeの素子について測定したものと共に，図4．7に示す。Risin9・

sun－typeについては，明らかにディップの間隔が示すとおり，TE41モードを生じているが，

Eight一血n－typeについては，それが認められたい。それゆえ，後者の場合，図の曲線がなめらか

に変化していることにより，TE41モードをはじめとする不要モードの発生は，極めて少ないと

考えられる。
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 以上のように，Eight－bn－typ・ボロメータマウントは，優れた整合特性と高い実効能率を持ち，

100GH・帯の標準ボロメータマゥノトとして用いることができる。

4．3 整合負荷型ボロメータマウント舳）山46）

 ミリ波帯においても，マイクロ波帯と同様に，一般には方形導波管が用いられることが多い。

それゆえ，方形導波管用の実用的な各種の電力測定マウントが，開発されている。ボロメータマ

ウ1／トでは，従来から，サーミスタや白金線バレッタ等の素子の前部に整合窓やスタブを設け，

共振によって整合をとるマウント構造としたものが多い。しかし，ミリ波帯では，導波管の寸法

が小さくたるため，製作上困難が増える。さらに表皮厚さ（・kin・depth）＊に較べて，素子の寸法

が大きくなること，整合素子や管壁による熱損失が大きくなる等の理由で，マウントの置換特性

が悪くなってしまう。

 そこで，ミリ波帯におけるこれらの問題点を克服するため，ボロメータ素子自体を整合負荷と

する方形導波管用ボロメータマウントを，100GHz帯において開発した。

 従来から，方形導波管回路で広帯域な整合負荷として図4．8に示すようだ無反射終端が用いら

れてきた。これは，低抗膜の前端を直線状テーパとし，導波管中央で，管軸に沿って装荷したも

のである。ところで，この低抗膜は，図4．9に示すように，テーパと平行に切断し，帯状として

も，その表面低抗値（R苫），幅の帯（w）およびテーパの長さ（工）を適当に選ぶことにより，同

様な整合特性が得られると予想される。この帯状低抗膜の幅を，ミリ波電力を吸収した時に十分

温度上昇を生じるように狭く選び，感温低抗材料で構成すれば，広帯域のボロメータマウントが

得られる可能性がある。これを，整合負荷型ボロメータマウントと呼ぶ。帯状の電力吸収薄膜に

ボロメータ動作を効率よく起させるには，できるだけ薄膜の面積が小さいことが望ましい。従っ

て，このマウントは，高い周波数帯の導波管寸法が小さい場合に適すると考えられる。そこで，

ここでは，100GH・帯で試作することとした。

 さて，帯状低抗膜をボロメータ素子とするには，それによる反射，吸収等の特性は，設計の基

O O

O  O 抵抗薄膜

図4．8広帯域無反射終端

入
射一一

波

偲

 I@I@I@＝”1

@ミ ．

・  ．I．一一ムーr

図4．9帯状低抗膜

＊導体のskin depthは，1／ノ萩で表わされる。ただし／は周波数，μは透磁率，σは電気伝導度
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国4．10表面低抗値（見）に対する減衰定数αおよび

    位相定数β

礎として必要である。これらの特性と素子形状のパラメータとの関係を，理論的，実験的に調べ

ることは容易でない。そこで，次のような近似的な取扱いを行なうことにした舳8〕。

 まず，①簡単のために，伝搬モードは，方形導波管基本モードTE1o波のみを考えることとす

る。②伝搬定数は，導波管中央で垂直に置かれた無限長の低抗膜がある場合の基本波伝搬定数

を用いることにする。③低抗膜の誘電体基板（実験では，マイカ板）の影響は，わずかであり，

無視する。④帯状低抗膜の反射，吸収特性を調べる実験は，100GH・帯で行なうことは，低抗

膜および導波管の寸法が小さ過ぎ困難であるため，30GH・帯にsca1e dOwnして行なうことと

し，特性の解析も，この周波帯で行なう。

 以上の仮定のもとに，帯状低抗膜の特性についてまず理論的考察を行なう。

 は1二めに，導波管中央に置かれた無限長の低抗膜装荷導波管について，その伝搬定数を求めて

おく必要がある。この伝搬定数は，すでにいろいろた方法によって求められており棚。），抵抗の

厚さが導波管の幅に較べて十分小さい場合に，表面低抗値見が，10～2000Ω，周波数30～40

GH・として，計算したものを図4．10に示す。

 さて，図4．9の帯状低抗膜の反射，吸収特性を解析するのに先だち，不連続部を有する低抗膜

について考察し，次いで，図4．8のようなテーパ状抵抗膜に対して近似解析をする。

 一般に，不連続部における反射特性は，その両側の導波管の特性インピーダンスにより表わさ

れる。導波管の特性インピーダンスは，VI法，PV法50）等の定義により異なった値をとる。しか

し，定義により違うのは定数項のみであり，導波管の特性インピーダンスZ誠は，一般に次式で

示される。

       Z此一K．座．互          （。。）
            γ  α

 ただし，α；導波管のH面の幅，あ；導波管の坦面の高さ，ω；角周波数，γ；伝搬定数，μ；導
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波管内媒質の透磁率，K；導波管の特性インピーダンスの定義により決る定数，

この特性インピーダンスを用いて，中空導波管部と低抗膜を装荷した導波管部との接続点におけ

る反射係数rOは，次式で表わされる。

         ZrZo
       生Z児。易           （43）

ここで，Z正およびZoは，それぞれ，低抗膜装荷導波管および中空導波管の特性インピーダンス

で，次式のとおりである。

Z児一K．坦．互
γ児 α

（4．4）

       恥K．舳．互          （。。）
           γo α

 ただし，μO；真空の透磁率，γ月およびγO lヰそれぞれ，低抗膜装荷導波管および中空導波管の

 伝搬定数

 さて，式（4．3）～（4．5）の関係を用いて，図4．8のようだテーパを持つ半無限長の低抗膜によ

る反射特性を次のように求めた。すなわち，図4．11に示すように，導波管を∬面に平行に細分

し，各部分での反射波を，入射側のある基準面において加え合わせることにより導波管全体の反

射波を得ることができる。ここで分割数を無限大とすることにより，この階段状の素子は，テー

パを有する低抗膜とたる。そこで，テーパの前端面λ一λ’における反射係数S11は，付録（4・

A）より，次式で与えられる。

         rO1－e■2”       Sn＝一・                                            （4 6）

          工  2γo

 ただし，工はデーバ長

従って，VSWRρは，

       ρ一1＋■∫・一          （・・）
         1－1∫、、1

となる。例として，周波数32GHz，兄；100，200および300Ω口とし，工をOおよびλg／4（ん

ム

A

I0η妤鼈

○ノカ・一一 わ

一

A’
δ

図4・11細分した無反射終端
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図4・13細分した帯状低抗膜装荷導波管

は管内波長）に対して計算したVSWR特性を図4．I2に示す。

 図4．9の帯状低抗膜についても同様にして，反射，吸収特性を求めることができる。図4．13

を参照して，基準面λ一”における反射係数S11は，付録（4・B）より，次のようになる。

          r11－e一物工
       S・・一工 。γ。         （48）

        ro（1－e吻月d）
 ただし，「1≡      ，6は，帯状低抗膜の管軸方向の長さ
        1－r02e－2物4

 また，透過係数S12も同様に，付録（4・B）より，次式で与えられる。
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      812呈τ。e一ψ                 （4．9）

         （1－r02）e■伽d
ただし，   τo－
         1－r02e一側

 ところで，帯状低抗膜を電力測定素子に応用する場合，正味の吸収電力の割合を知ることが重

要である。そこで，素子による固有減衰量ムを次式で定義する。

           R     l∫1212
       ノし＝10Iog一＝101og       一                         （4 10）
           片   1－18n12

 ただし，Bは，正味の入射電力，月fは，透過電力

 式（4．7）～（4．9）より，周波数32GHzにおいて，ρおよびんを，凡が100，200および

 4．O     戸＝32GHz   一一一一書十算値

     〃・λg／4   o VSWRの実験値
 55  、  尼＝100Ω口   買 ！’の実験イら
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300Ω□に対して計算した結果を，図4．14に示す。ここで，横軸は，λo／8で規格化した値であ

る。

 以上の解析結果と，実際の値とを比較するため，実験を行なった。用いた低抗膜は，マイカ基

板（30μm～50μm厚）にルC・を真空蒸着したものである。これを，管軸に沿って二分割でき

る導波管にはさみ，被測定マウントとした。

 はじめに，図4．8の無反射終端の形状をした低抗膜について，測定を行なった。測定周波数

は，32GH・である。無反射終端の場合，例として，テーパ長工は，2g／4に固定し，表面低抗値

兄をユ00～300Ω口まで変えた場合の反射特性を図4．ユ2に示す。次に，帯状低抗膜の場合，索

子の幅Wは固定（λg／4）し，3通りの見に対して，ρとんを測定した。ここで，ρの測定は，

素子の後に整合負荷を接続し，定在波測定器と直読型回転減衰器を用いた。また，んは，素予の

後に，可動短絡板を接続し，その位置を変えて，反射係数の最大値1「加配1および最小値1「舳！

を測定すれば，次式により求めるこ・とができる。（付録4・C）

如。・1。。体。・1。。1「㎜一±一「舳i（形1s，1。側、、・。〃一1）（・．・・）

             2

ただし件甜，・・一舳べは複素共役を示す

凡を100，200および300Ω口とし，工をOから2g（工2．45mm）まで変化して，ρおよびんを

測定した結果を，図4．14に示す。

 さて，導波管中のテーパを有する低抗膜には，デーバに沿って高周波電流が流れる。これは，一

TMモードを主とした高次モードを発生する。これが，図4．12と図4．14において，計算値と測

定値の違いを生ずる主た原因であると考えられる。帯状低抗膜の場合，低い表面低抗値におい

て，大きな位相的なズレが認められ，高次モードの影響を予測させる。しかし，凡が200Ω口

以上に対しては，実用上差しつかえない程度の相違とたる。この結果からも，低抗膜のマイカ基

板による影響は，ほとんど無視できると考えられる。

 以上の解析および実験の結果，帯状低抗膜の反射，減衰特性より，これを整合負荷として用い

るための設計基準が明らかになった。たとえば，帯の幅をλ藺／4，表面低抗値を200Ω口とした場

合，デーバ長を3／8ん以上とすれば，VSWR1．15以下，固有減衰量15dB以上の整合負荷特性

が得られる。

 さて，整合負荷型ボロメータ素子の形状を決めるには，上で述べた整合特性の外に，電力置換

特性を考慮することが必要である。この素子を用いたボロメータマウントは，素子自体で整合を

とっているため，その他の部分での余分な熱損失は少ない特徴がある。一方，素子自体の面寸法

が，被測定波の波長と同程度に大きいため，ミリ波と直流に対して，電力を吸収した場合の温度

分布が異なり，置換特性が一致したい恐れがある。しかし，本ボロメータ素子は，表面低抗値，

帯の幅およびデーバ長の三つのパラメータを持っており，設計上の自由度が大きい。従って，こ

れらのパラメータを選ぶことにより，整合特性，置換特性共に優れたボロメータマウントを実現



52

藩、着ボロ．く一ク素与一      マイカネ艮 ｛30’〕

②   一、屑極1Au〕
  ②

二1、〆。
一㌔ユ 梶[ド端子

回4．15整合負荷形ボ目メータマウント

写真4．3整合負荷型ボロメータマウント

できる可能性がある。

 以上の考察に基づいて，100GH・帯の整合負荷型ボロメータマウントを試作した。図4．15に

試作マウントの構造を，写真4．3にその外観を示す。

 同図のように，素子を装荷する導波管マウントは，亙画中央で縦に二分割することができ，そ

の片方には，素子のリード線を取り出すための絶縁端子を設けている。

 ボロメータ素子の帯状の電力吸収薄膜は，できるだけ低抗温度係数の大きいことが望ましい。

この薄膜素子の面積は，他のボロメータ素子等に較べて，著しく大きい。このため，薄膜の材料

として，従来のようにMを用いた場合，温度係数が十分得られたい。そこで，αや∫冊∫bの

ような半導体材料を蒸着することにより，低抗温度係数の大きな薄膜素子を作成した。αは，

比抵抗10Ω一。mのものにんを不純物として加え表面低抗値を下げた。また，∫皿∫bの場合，

合金のまま，短時間にるつぼから蒸発させるいわゆるフラッシュ法52）により蒸着した。蒸着基板

は，30μm厚のマイカ板を用いた。

 素子の形状は，図4．16に示すように，帯の幅Wは，O．93mm（100GH・で約λg／4）一定と

し，表面低抗値見は，160，230および350Ω口とした。またデーバ長工は，0．7～10．4mmの

ものを作成した。
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図4・17試作ボロメータマウントの定在波比の周波数特性

 試作したボロメータ素子について，直流測定を行なった結果，電力感度として，1～10Ω／mW

が得られた。このような感度の違いは，半導体材料を用いているため，材料の組成，不純物，蒸

着条件等が違うためと思われる。素子の冷抵抗は，見が大きいため，一般のボロメータマウン

トの場合（100または200Ω）より大きくなる。たとえば，且＝350Ω□，工＝7．4mmの場合，

約工800Ωとなった。この素子を用いて，構成したマウントについて，VSWR特性を測定した結

果を，図4．17に示す。これから，10GH・以上の広帯域にわたって，VSWRが1．2以下となる

ことが分る。

 次に，整合負荷型ボロメータマウントの直流置換特性を調べるため，市販の100GHz帯用サ

ーミスタマウント（H杜，W2502）との電力の比較測定を行なった。周波数100GHzにおいて，

図4・16に示すテーパ長Zを変えた場合に，各マウ：／トの実効能率の比を測定した結果を，図4，

18に示す。ここで，η棚は，整合負荷型ボロメータマゥソト，η〃は，サーミスタマウントの実

効能率を表わす。これから．R畠が160Ω□の場合，η、B／佃の変化が，Zの小さいところで大き
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図4・18整合負荷型ボロメータマウントとサーミスタマウント

    の実効能率の比較

い。一方，凡が350Ω口の素子では，その変化は比較的小さい。η色B／εTの値が，工に依存する

のは，ミリ波と直流に対する温度分布が工と共に変化し，それによって，置換特性が変化するた

めと考えられる。ところで，テーパ長zを変えることは，ある範囲で実質的に周波数を変えるこ

とに対応すると考えることができる。従って，マウントの実効能率の周波数特性を少なくするに

は，η侶。／η〃の変化が少ない工の値を選ぶことが必要である。

 以上のように，整合負荷型ボロメータマウントについて，その反射，吸収特性および置換特性

の両面から考察ならびに実験を行ない，W母1mm，五局4～10mm，凡母350Ω□とした場合

に，広帯域で優れた置換特性が得られることが明らかになった。

4．4 熱電効果型マウント53〕

 今日，熱電効果は，温度検出（Seebeck効果），冷却（Peltier効果）等に広く利用されてい

るω。第2章で述べたカロリメータの熱負荷の温度制御も，これらの効果を応用している。S・e－

beck効果は，異種金属の二つの接合点に温度差を与えた時に，起電力を生じる現象である。こ

の原理に基づいた高周波電力測定用の素子は，従来から用いられている。これは，熱電対と低抗

線を組み合わせ，真空ガラス射止をした構造で，数100MHz以下の周波数帯で実用的に用いら

れる。しかし，より高い周波数帯では，素子の・kin d・pthやインピーダンス不整合等の点で困難

があり，使用することができない。しかし，今日では，薄膜作成技術の進歩により，高い熱電

能＊を持つ高周波特性の優れた薄膜状の熱電素子が，容易に得られるようにたったため，マイク

ロ波からミリ波に至る周波数帯の導波管電力の測定にも応用できるようになった55）56）。

‡単位温度差当りの起電力
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 そこで，本節では，ミリ波帯で広帯域な特徴をもつ熱

電効果型の電力測定マウントの開発を行なった。

 ミリ波電力の負荷は，それ自体，電力を吸収し，その

温度上昇によって熱起電力を生じる構造が考えられる。

広帯域な整合特性を持ち，かつ十分な温度上昇が得られ

るミリ波電力の負荷として，前節で述べた帯状の薄膜負

荷構造を採用した。負荷が，ミリ波電力を吸収した時に

効率よく熱電効果を生じさせるには，欠きた熱電能を与

える二種類の薄膜を，温度が最も高くなるところで接合

することが必要である。

 熱電材料としては，今日，昼2丁胡，Sb2τ目3，Pb T。等の重金属の化合物が優れた性能を持つこ

とが知られている53）。しかし，これらの化合物半導体は，再現性良く薄膜構造に作成することが

難しいため，ここでは，蒸着技術によって，容易に薄膜熱電素子を構成することができる凪と

Sbを材料に選んだ。この組み合わせの素子で，膜厚が300～500Aにわたり，熱電能は，ぽぽ

90μV／滑で一定とたる。

 試作したミリ波用の熱電効果型の電力測定索子の構造を，図4．19に示す。周波数帯は，30～

100GH・帯で，規格導波管（五一320，500，620，740および900）に対応して，素子およびマウ

ントを作成した。素子の基板には，低熱伝導のポリニステル系フィルム（25μm）を用いた。

 風一＆の接合部は，実験的に最も高い温度上昇が得られる導波管の中央部に設定した。蒸着

膜の厚さは，安定性を考慮して，1000Aとした。この時，素子の表面低抗見は，ぽぽ40Ω口

と低くなるため，前節で述べた整合負荷型ボロメータマウントの場合に得られた素子のパラメー

タでは，十分な整合特性が得られたい。このように，低い忠の薄膜を用いて，高周波特性を低

下させないためには，テーパ長工を長くする必要がある。一方，帯の幅wを一定として，工を

長くずれは，薄膜索子の面積が大きくたるため，検出感度が低下することが予想される。これ

は，特に，導波管の寸法が小さくたる低い周波数帯で著しいと思われる。

 そこで，ム雲32σ／2，豚＝2g／4（2gは，使用導波管帯域の中心管内波長）として，各周波数帯

で素子とマウントを製作し，整合および検出感度等を調べた。測定の結果，いずれも，全使用帯

域でVSWRが1．2以下となった。検出感度は，低い周波数帯用で15μV／mW以上，高い周波

帯用で60μV／mW以上であり，十分実用できることが明らかになった。一例として，試作した

WRJ－740用熱電効果型マウントの特性を，図4．20に示す。

 このように，本熱電効果型マウントは，高い周波数帯用のマウントほど感度が高くだる。ま

た，100GH・帯導波管用程度までは，蒸着技術によって，容易に製作できる程度の寸法である

から，高い周波数帯への応用は，比較的簡単である。むしろ，低い周波数帯で感度が低下する点

が問題となるため，これを改善する方法について周波数50GH・帯用の索子を対象に，実験的検

討を行なった。
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表4．1 40～60GH・における熱電効果一型マウントの特性

形   状

平均検出感度

最大VSWR

阻）プロトタイプ

15

1．2

（同幅を1／2にし
  たマウント

30

1．7

（C）スリットを入
  れたマウント

32

1．3

 これまでの検討結果から考察すると，周波数帯が低いマウントほど検出感度が低下するのは，

素子の帯状低抗膜の幅が大きくなり，素子と周囲および熱接点と冷接点問の熱コンダクタンスが

大きくたったことが原因と考えられる。従って，感度を改善するには，低抗膜の幅を小さくする

ことの他に，両接点間の温度差を大きくするように形状を工夫することが考えられる。

 そこで，ここでは，図4，21に示す二種類の素子を試作した。同図（b）は，prOtO type（a）の

幅を1／2にしたものである。同図（c）は，熱接点部の平均温度を高く保つようにスリット（導波

管高さのユ／4幅）を入れ，この部分を細くしたものである。これらの素子を用いたマウントにつ

いて，50GHz帯で，検出感度，VSWR等を測定し，その結果をまとめて，表4．1に示す。こ

れから，図4121（b）のマウントでは，検出感度は改善されたが，減衰量が不足となり，整合特性
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lOO

が悪くなっていることが分る。これに対し，（c）では，感度は，（b）と同等以上の効果があり，し

かも整合特性は，ほとんど悪くならたい。従って，全体の寸法が大きくなる低い周波数帯におい

ては，（C）の構造とするのが良いと考えられる。

 ところで，基板の厚さは，検出感度に直接影響すると思われる。前記の基板の厚さ（25μm）の

場合，それによる熱放散は，ぽぽ，低抗薄膜自体によるものと同程度どたり，基板を薄くするこ

とは，検出感度を高めるために有効であると考えられる。実際，基板の厚さを1／2としたとこ

ろ，約40％検出感度を増加することができた。

 さて，実用的た電力測定マウントとして用いるためには，入出力特性の直線性が重要たファク

ターの一つである。そこで，上記の50GH・帯用の熱電効果型マウントのミリ波入力に対する出

力特性を測定した。その結果を図4．22に示す。これから，40棚にわたり，直線性が良好であ

ることが分った。

 以上の実験ならびに検討の結果に基づいて，素子の改良を行い，30GHz帯（R－320）および

100GHz帯（五一900）導波管用の熱電効果型マウントを製作した。その結果，30GH・帯のマ

ウントで，検出感度35μV／mW，VSWR＜1・5，100GH・帯では，検出感度100μV／mW以上，

VSWR＜1．2たる特性が得られた。入力換算の雑音電力は，ほぽO．15μW，ドリフトは，O．3

μWノ河（R－320周）またはO，6μW／。C（R－900周）となった。これらのうち，図4．23に，

100GHz帯用の熱電効果型マウントの周波数特性の一例を示す。

 開発した熱電効果型マウントは，構造が簡単で，製作が容易であり，広帯域にわたり優れた整

合，検出感度特性が得られ実用的な電力測定マウントとして有用であると考えられる。
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4．5 焦電効果型マゥソト57）5昌〕

 焦電効果（pyrOelectric e庇。t）まを利用した電力測定マウントは，熱検出器の一種であり，マイ

クロ波から紫外線までの広い電磁波領域にわたって，用いることができる59）。また，ボロメータ

マウント等の他の熱的た電力測定マウントより，応答速度が速く，室温で使用できる高感度検出

器として主に赤外領域において研究が行なわれている。マイクロ波からミリ波導波管電力測定へ

の応用もいくつか報告されているg）60）61）。 しかし，周波数100GHz以上の短ミリ波帯における

報告は見受けられたい。短ミリ波帯では，寸法が小さくなるために，焦電素子の構造や材料の選

択には，注意が必要である。また，赤外線領域と異なり，導波管上の整合のために生ずる問題も

解決したければたらない。

 そこで，周波数100GH・帯において，すでに述べた帯状低抗薄膜を整合負荷として用いる技

術を取り入れ，焦電材料として，高分子のPVF2（PoIyvinylidene F1u0・ide）を用いて，焦電効

果型電力測定マウントを開発した。

 方形導波管系において，焦電効果型のマウントを構成する場合，素子の基本的な構造は，同一

｝ある種の強誘電体で，温度変化に伴なって，自発分極電荷の変化を生じる現象
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体積，同一形状の直方体焦電材料に対して，入射波と電極の関係から，図4，24（a），（b）の二通

りが考えられる。電力測定に用いるには，電力吸収用の低抗膜が必要になるが，同図（b）のedge

e一㏄trOde typeでは，素子の前面にこの低抗膜を付けたければならない。これに対し，同図（a）

のぬ。e electrode typeでは，電極が吸収用の低抗膜を兼ねることができる。そこで，本マウン

トの電極の形式は，図4．24（a）のtypeを採用した。

 さて，このような焦電効果型の素子の応答は，次式で示される62）。

           aR6」τ
       ク・≡λ．痂’T           （4・12）

 ただし，みは，焦電素子を電流源とみた時の発生電流，λは，電極面積，Rは，自発分極の

大きさ，”は，ミリ波が入射した時の素子の温度差である。

 上式で，aR／a〃は，焦電係数加と云われるものである。これから，焦電素子の応答を得る

には，ミリ波電力に強度変調を加えて，素子に温度変化を与える必要がある。

 式（4，12）をもとに，素子の無一電気等価回路による詳しい解析によると，焦電材料として

は，R／c’（c’は，体積比熱）が大きく，比誘電率ε。が小さいほど感度が高く，雑音等価電力

（NEP）‡に関しては，導電率σが大きいほど良いことが示されている58）。また，素予の形状につ

いては，同様に，できるだけ，面積λが小さく，厚さ6が薄い程優れた感度，NEP特性を持つ

ことが導かれる58〕。この他，強誘電体では，キューリー温度τ。より低い温度で使用するので，

材料のT。は，高いほど良い。

 さて，100GHz帯では，規格導波管（R－900）の断面が2．54mmx1．27mmと小さく，また，

材料の厚みaはたるべく薄くすべきであり，素子の製作には相当微細た加工が要求される。それ

ゆえ，ミリ波電力測定素子として用いる焦電材料の選択において，加工性の難易がきわめて重要

にたる。強誘電体結晶は，いずれもこの点に問題があり，特に従来最も良く用いられてきたTGS

‡M〃一〈砂皿〉．⊥

     η ノ万
 ただし，7刊は電圧感度，く砂利〉は，索子から発生する雑音平均電圧，”は，用いる増幅器の帯域幅
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（T・iglycin Seulphate）は，水溶性で微細な加工が困難である。

 これに対し，PVF2は，軟化点120．Cの高分子で，焦電材料としての特性は劣るが，10μm以

下の厚みのフィルムにすることは容易であり，また加工も簡単である。このことから，こζで

は，焦電材料として，PVF2を採用することとした。ただし，R／c’は，TGSの1／20であり62），

TGSで作成された同一形状の素子に比べると，それだけ電力測定素子としての性能は低くだる。

しかし，TGSでは，厚みaは，加工や強度の点から200μm程度が限度であり，NEPは，PVF2

と同程度となる。従って，加工性を考えれば， ミリ波電力測定マウントに用いる素子として，

PVF2が優れていると考えられる。

 さて，試作した焦電効果型マウントを，図4．25に示す。素子の形状は，広帯域特性が得られ

る整合負荷型47）とした。ここで，テーパ長は，十分な整合特性を実現するため，工昌7．3mmと

した。

 実際の素子およびマウントの製作は，次のようにして行なった。素子の基板として，9μm厚

みのポーリング済PVF2フィルムを用い，電極として，州C。をその両面に蒸着する。この電極

は，ミリ波電力を吸収する負荷を兼ねており，その表面低抗値は，両面でほぼ200Ω□とした。

素子は，整合負荷型ボロメータマウントの場合と同様に，図4．25のように，導波管中央に装荷

する。素子の後には，ショート板を置く。

 焦電効果型マウントの性能を調べるため，二種類の素子を製作した。すたわち，図4．25の帯

状薄膜の幅をJ＝3．0mmおよび’二6．Ommとしたものである。これは，素子面積λを変えた

ことになり，感度，NEPおよび整合特性等のλへの依存性が明らかにたると予想される。

 ところで，焦電効果素子の出カインビータソスは，構造から推測されるように非常に高く，容

量として，数PF～数十PF，抵抗として，1012～1014Ω程度である。従って，外部からの誘導等

の影響を除くために，イ1ノビータソス変換用の前置増幅器が必要である。ここでは，接合型FET

の直流増幅器を製作し，導波管部と共に一つのケースに組み込んだ。この増幅器の電圧ゲイン

は，6倍であり，周波数特性は，10KH・までフラットである。

 以上のように構成した焦電効果型マウントについて，性能を調べる実験を，次のように行なっ



61

                       た。

                        まず，ミリ波入力に対する応答特性を調ぺ

                       るため，30H・の矩形波で変調したミリ波電

二                    力をマウントに加え，出力電圧を測定した。

三10                   その結果，図4．26に示すように，前置増幅

ミ                     器の平均二乗（rms）出力電圧VOut対ミリ波

                       平均入力電力Pin特性が得られた。同図か

                       ら，出力電圧は，0．1μW以上の電力レベル

                       で直線的に増加していることが分る。電圧感

                       度は，幅の広い素子（’≡6．Omm）に対し230

                       V／W，狭い素子（’＝310mm）に対し，300

                       V／Wとなっている。これは，前置増幅器の
      8nW   20nW  倫～o州
                       ゲインを含めた値である。ところで，この測

 図4・％入出力特性・Pj皿は・入射ミリ波    定では，前置増幅器の後に，帯域幅1H・の
     平均電力，VOutは，rms出力電
     圧               ロックイン増幅器を用いた。従って，最小検

                       出電力は，NEPに等しくなる。図4．26から

明らかたように，幅の狭い素子の方が広い素子よりNEPが小さくたっている。すたわち，前者

では，8口W／ノ琵であり後者では，20nW／ノ莇である。このように，NEPは素子の面積λ

（＝a・’）が小さし・ほど小さくたる。

 一方，素子の面積λは，マウントが十分低い入力VSWRを持つには，大きくする必要がある。

二種類の素子から成るマウントのVSWR特性を測定した結果を，図4．27に示す。これから，

幅の広い索子の場合の方が優れたVSWR特性を持つことが分る。従って，素子の面積λは，そ

の使用日的に応じて選ぶことが必要であろう。

 以上，100GH・帯で焦電効果型マウントを開発した結果を述べた。本マウントは，製作が容

易であり，簡単た構成で優れた感度，直線性およびVSWR特性を有している。それゆえ，ミリ

波の高いレベルで校正しておくことにより，低レベルでの電力測定に用いられる可能性がある。
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4．6 結 言

 ミリ波帯で電力測定マウントを開発する場合の問題点を考察し，その結果に基づいて，円形導

波管用として，｛ing－sun－typeとeight・㎞n－typeの二種のボロメータマウント，方形導波管用と

して，整合負荷型ボロメータマウント，熱電効果型マウントおよび焦電効果型マウント等を研究

し開発した。これらのマウントを主に，周波数100GH2帝で設計，試作し，測定実験ならびに

考察を行なった。その結果，いずれも広帯域の整合特性を有し，ボロメータマウ：／トは，優れた

置換特性を，熱電および焦電効果型マウ：／トは，高い感度を示し，ミリ波帯で優れた性能を持つ

ことが明らかになった。



63

第5章 ミリ波電力測定システム

5．1 緒 言

 これまで，カロリメータ測定方式，自動化計測および電力測定マウント等について研究を行な

った結果を総合して，開発したミリ波電力測定システムについて論ずる。本システムを周波数30

および100GH・帯で構成し，測定実験ならびに誤差の評価を行なった。

5，230GHz帯システム

5．2．1方式と構成

 本システムは，3．4節において開発した熱平衡制御カロリメータによる自動電力測定方式に基

づいており，周波数30GH・帯用ボロメータマウントの実効能率を測定することができる。全体

は，図3．11に示したように，カロリメータ測定部，ボロメータ測定部および制御／データ処理

部から構成される。導波管回路系を含むカロリメータ測定部を中心に，本システムのブロック図

を図5．1に示す。また，本システムの外観を，写真5．1に示す。

 カロリメータ測定部は，ミリ波導波管回路系，カロリメータ本体，オイルバスとその制御回路

等から構成される。導波管回路とカロリメータ本体は，30GHz帯専用のものを用意した。導波

管回路系は，ル320（7．11mmx3．56mm）の規格である。

 ボロメータ測定部25）および制御／データ処理部63）は，3．4節で述べた構成（図3，11）と同じ

である。

5．2．2構成要素

 本システムのボロメータ測定部，制御／データ処理部の構成要素は，3．3．3節，3．4．3節で述

べたものである。ここでは，主にカロリメータ測定部の構成要素について述べることにする。

 カロリメータの本体は，温度安定化のため二重のジャケットを持っているが，その内部を写真

5・2（0）に，外観を，同（b）に示す。内部ジャケットのフランジが温度基準とたる。

 実効能率を測定するための標準ボロメータマウントにはすでに開発された方形導波管（R－320）

用の薄膜ボロメータマウント37）を用いた。熱負荷は，この薄膜ボロメータマウントの背面ショー

ト板の後に，100Ω程度のマ：／ガニソ線を薄いマイカ板に巻いたヒータを張り付けた構造となっ

ている。薄膜ボロメータマウントおよびヒータを熱負荷として，カロリメータに固定したところ

を，写真5．3（a），（b）に示す。
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写真 5，130GH・帯カ1コリメータ測定システム

（盆）ジャケットをはずしたところ

（b）外観

写真 5，230GH・帯カ1コリメータの本体

 さて，熱電検出および冷却素子は，それぞれ，ゼーベック効果およびペルチェ効果53〕に基づく

ものである。これらには，同じ熱電素子を利用した。その構造は，凪一丁。のPおよび”型合金

を，検出用に8対，冷却用に2対を一体として，アクリル樹脂でモールドしたものである。素子

の配置ならびに断面を，図5．2に示す。この熱電変換部の中心部には，R－320導波管に相当する

方形穴があり，その内面に薄い金箔を張り付けて，断熱導波管とした。
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1幸・，4・一．§

（a）薄膜ボロメータマウント

（b）ヒータと共に熱負荷として取り付けたところ

     写真5．3熱負荷の構造

 熱負荷の温度は，上述の熱電素子，前置増幅器（ナノボルトメータ），フィルターおよび主増

幅器から成るフィードバック増幅器によって制御する。前置増幅器のゲインは，110dB，最小検

出電圧O．01μV，フィルターは，減衰40dB，カットオフ周波数10H・となっている。主増幅器

は，ゲイ：／が20～40dBで，オフセット出力が最大出力電圧まで変えることができる。この制御

系によって，熱負荷と温度基準ジャケットのフランジとの温度差を2x10■5．Cまで制御すること

ができる。

 オイルバスと制御器12）は，測定中カロリメータ本体の温度を一定に保つために必要である。直

径1．2m，高さ1mのオイルバス中には，流動パラフィンオイル約O．5K’を入れており，ファ

ンにより撹絆し，定常的に循環させる。オイルの温度は，白金温度センサにより検出し，制御器

を通してヒータヘフィードバックする。このようにして，測定中（約2時間）1〇一ψCの温度安定

度を得ている。

 カロリメータにミリ波電力を供給する信号源には，クライストロン（35V11）を用い，水冷お
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熱電検出秦喜
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           熱負荷用ネジ穴
            金箔｛熱負荷コランジ）

            ／＝已一ルド熱電素香

        。ぐ、“へ一磐琴準・ヤケ・ト
               ソフンソ

     図5．2熱電変換部の構造

よびPhasc1ock装置による周波数安定化を行ない，電力安定度3／1000dB／hour，周波数安定度

10－7／hOu・を得ている。

 アイソレータは，方向性20dB以上，方向性結合器は，結合度20dBのものを用いた。

 減衰器は，0～50柵可変のロータリベイン型精密減衰器およびレベルセット用の減衰器を用

いた。

 ミリ波電力をオ：／・オ7するスイッチとしては，最大減衰量35dB以上のフェライト変調器を

用いた。

 周波数の設定は，クリスタルダイオード検出器の出力をモニタし，吸収型波長計を用いて行な

った。

5．2．3 システムの動作

 本システムにより，ボロメータマウントの実効能率測定を行なうには，次のような準備が必要

である。

 まず，被測定ボロメータマウントをセットしたカ目リメーク本体をオイルバス中に浸たし，制

御器を動作して，十分温度を安定化する。

 さて，本システムでは，ボロメータマウントの実効能率η。を，式（2．21）から求める。従っ

て，予備測定によって，式（2．21）に示されるボロメータ電力丹とヒータ電力みの置換係数

を測定しておく。まず，図2．7に示す乃“”グラフ上で動作点を決めるため，自動ボロメータ

プリッジを動作して，バィァス電力比。を加える。ついで，熱電冷却素子に電流北を流すこ

とにより，冷却電力を丹。の20～30％大きく設定し，熱負荷の温度をジャケットの温度より低

く保つ。この状態でヒータ制御用のフィードバック増幅器を作動し，熱平衡させる。この時，ヒ

ータ電力が馬1となったとする。次に，ボロメータバイアス電力を零とし，ヒータ電力を制御し

て戸物において熱平衡を得たとする。これらの測定から，式（2．21）の
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         PDc
      8＝                       （51）        P〃1－P〃2

が得られる。

 係数Sを決定した後，ボロメータ電力とヒータ電力を制御することにより，再び動作点におい

て熱平衡をとり，十分に安定したことを確認してから，実効能率測定を開始する。

スタート

イソ八トラクソヨソ
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図5・3測定のフローチャート
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 測定プログラムのフローチャートを，図5．3に示す。プログラムの実行開始と共に，インスト

ラクションがTTYに示され，それに従って，日付，時亥ヨ等と先に決定しておいた置換係数5の

値をキーボードから入力する。

 その後，本システムによる測定が開始され，導波管スイッチを一定時間間隔でオン・オフする

毎にボロメータ電力，ヒータ電力等の測定を行なう。ここで，ボロメータ電力測定の前に，常に

ボロメータフリッジの平衡制御をとり直して，温度ドリフトを補正している。

 一連の測定を終了した時点で，ミリ波電力およびボロメータマウントの実効能率等を，式（2．

21），式（3．5）に基づいて計算し，TTYに出力する。温度ドリフトの影響や偶発的誤差を減少

するため，この測定をあらかじめ指定した回数繰返す。

表5．1 30GHz帯カロリメータの基本特性

ジャケットの温度安定度

熱電検出電圧対温度比

熱電検出電圧ヒータ電力比

熱電冷却電力対電流比

ボロメータ電力P3対ヒータ電力P〃曲線の勾配（平均値）

（∠乃）

（γDノτ）

（γD／P〃）

（地ノん）

（8）

10－4 ．Cノ上10ur

2．72mVノ℃

37．2μV／mW

0．22mW／㎜へ

O，95430

              表5，2本システムによる測定例
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 最後に，ミリ波電力，ボロメータマウントの実効能率等の測定値の平均値および実効能率測定

値の標準偏差等を計算し，TTYへ出力して測定を終了する。

5．2．4 測定実験

 まず，本システムの中心をなすカロリメータ本体について，基本的た特性を測定した。すなわ

ち，ジャケットの温度安定度，熱電検出，冷却特性および熱負荷のボロメータ電力とヒータ電力

の置換係数S等である。ただし，係数Sは，測定するマウントにより異なるのが普通である。こ

れらの測定結果を，表5．1に示す。

 次に，前節の手1項に従って，ボロメータマウントの実効能率を測定する実験を行なった。測定

時間間隔は，測定系が十分安定するために要する時間から，10分とし，測定回数は5回とした。

測定例を表5．2に示す。この結果では，実効能率η。として，95．77％が得られた。

5．2．5誤差評価

 30GH・帯システムによるポ目メータマウントの実効能率測定における誤差の評価を，2．5節，

3．5節に基づいて，10mWの測定レベルに対して行たう。

 この誤差要因としては，2．5節で述べたものの外に，自動化システムで用いる導波管スイッチ

によるものが考えられる。これは，手動の場合には，リーク，再現性等の特性の優れたものが得

られ，ほとんど問題にならなかった。

 これら各誤差要因について，検討，評価を行なう。

 1）減衰誤差舳

 断熱導波管による熱損失に基づく誤差は，2．5節で述べた方法により，実験的に調べた。すな

わち，ヒータを付けたショート板をカロリメータの熱負荷の代りに取り付け，ヒータと冷却電力

を制御することにより熱平衡とし，次に，ミリ波電力を導入し，ヒータ電力を調節して，再度熱

平衡とした。この時のヒータ電力の変化から，断熱導波管とショート板によるミリ波電力の減衰

は，0．4％となった。従って，整合のとれたボロメータマウントに対して測定された実効能率値

は，その半分だけ低くなり断熱導波管の減衰による誤差は，一0．2％と考えられる。これは，補

正することにより，二次のオーダとすることが可能である。

 2）等価誤差ε榊

 この誤差は，ミリ波と直流に対する熱負荷における発熱部位の違いによって生じる誤差で，2．

5節b）の式（2．22）を基に評価する。そのため，ボロメータ電力とヒータ電力の置換係数∫の

リニアリティを調べたところ，la5／∫1として，±0．25％が得られた。従って，式（2，22）か

ら，ηε昌O．9とした場合に，ε畠qは，±O．025％と考えられる。

 3）測定式誤差ε直1

 これは，実効能率測定式（2．20）を式（2．21）に近似したことによって生じる誤差で，2．5節

。）の式（2．23），（2．28）等により評価することができる。30GH・帯の本システムで熟負荷と
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して用いた薄膜ボロメータマウントの代表的な特性として，ボロメータ素子温度「b≡110（氾），

バィァス電力＾＝34（mW）および電力吸収体の表面積Sb＝O．06（mm2）を式（2．28）に代入す

ることにより，

       后2㎜αエ≡0．00452

が得られる。従って，σ丹O．1（η《O．9）とした場合，測定式誤差は，式（2．23）から一〇．045％

とたる。

 4）直流測定計器誤差ε批

 これは，測定に用いた直流計器に基づく誤差で，2．5節d）の式（2．34）で示されるように，

ボロメータ電力測定およびヒータ電力測定によるものが考えられ孔本システムでは・ボロメー

タ電力測定は，3．3節の自動化方式としている。従って，表3．2から，ボロメータ電力測定の系

統誤差は，εb＝±0，047％である。またヒータ電力測定は，精度土O．01％のデジタル電圧計およ

び精度±O．015％の標準抵抗を用いており，誤差はε庖＝±O．035％とたる。これらの値を式（2．

34）へ代入することにより，ε伽＝±O1033％が得られる。

 5）ヒータ制御誤差ε。。刊

 これは，ヒータによる熱平衡制御の不完全さに基づく誤差であり，2．5節e）の式（2．35）か

ら求められる。ヒータ電力の制御偏差を実験により求めた結果，その誤差ε庖は，±O．2％とな

った。従って，η。≡O．9とした場合，ヒータ制御誤差ε。ω・は，±0．08％と評価できる。

 6）導波管スイッチ誤差ε舳

 この誤差は，用いた導波管スイッチの不完全さに基づく誤差であり，オフ時のリーク，オン時

の再現性が問題とたる。本システムの導波管スイッチのリークは，約一35dB，再現性は，2／1000

dBであった。これによるミリ波電力の変動は，せいぜい土0．05％と考えられる。これを誤差式

（2．32）における1”乃μ乃1に代入することにより，実効能率測定誤差ε舳が得られる。η侶≡

O．9とした場合，ε舳は，±O．005％と評価できる。

 以上，各誤差要因について評価を行なった。これらの外に，室温の変動による誤差も考えられ

                          る。しかし，室温は，±0．1oC／hour

   表5－330GH。帯システムの誤差評価      程度に安定化し・カロリメータ本体・

                          二重ジャケット内に収納し，1O－4氾／
 系統誤差

滅 衰  誤  差

等  価  誤  差

測 定 式 誤 差

直流測定計器誤差

ヒータ制御誤差
導波管スイッチ誤差

ε口“：        一0，2％

ε瑚：     土0，025％

ε畠’：         一〇．045％

ε北：     土O．033％

εo腕：     土O．08％

ε舳：     土0，005％

   系統誤差小計

偶発誤差

上：ll11土帆…

土O．1％

総合精度 土O，37％

hourの温度制御されたオイルバス中

で測定を行なっている。さらに，ミリ

波電力測定の前後でバイアス測定をし

て補間するため，10mWレベルでは

温度変動による誤差は無視することが

できた。

 さて，偶発誤差ε・㎝は，数回の測

定結果から，99．7％の信頼限界で3δ
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（δは，測定値の標準偏差）と考えると±0．1％と評価できる。

 以上の検討の結果から，本システムによるボロメータマウントの実効能率測定における誤差を

まとめて，表5．3に示す。これから，本測定システムの総合精度として，±O，37％が得られた。

5．3100GHz帯システム

5．3．1方式と構成

 100GHz帯用システムは15）64）山6石），ボロメータマウント実効能率測定の原理を，前節の30GH・

帯用と同様に熱平衡制御方式とし，ミリ波導波管にTEo1円形モード導波管を採用して構成し

た。本システムの導波管回路部およびカロリメータ部の構成を図5．4に示す。被測定標準ボロメ

ータマウントは，4．2節で述べたeight一抱n－typeボロメータマウントである。また，自動化測定

方式に必要たサブシステムは，前節で用いたものと同じである。

工目

ピ

タ

r－

g
ホ’’ロメータ

ブー一リリジ

熱

          冷
          却
          素
／        吾

Ω 波長計

定電流
電源

pc

1こ

p目

イ

I。

    熱
    電
    検
    出
    素
    手 F8

増幅墨

                                ら七ん導波管

  ～ 〔・ 一  卓 ・・ ◎
三リ波発振源  アイソレータ 右向性結合室  減衰暑書1  導波管   角形円形

                     スイリチ  モ十変換器

     図5．4 100GH・帯ツステムの導波管回路およびカ1コリメータ部の構成

513．2構成要素

 本システムの構成要素は，30GH・帯システムと共用できるものが多い。そこで，ここでは，

異なる要素について述べることにする。

 写真5．4（a）に，100GHz帯用カロリメータ本体の二重ジャケットを取り外し，その構造を示

す。双子型としても用いることができるように，熟負荷用のフランジは，二つ設けている。

 熱負荷は，写真5．4（b）に示すように，円形導波管用の。ight一ぬn－typeボロメータマウント40）
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（a）ジャケットをはずしたところ

   （b）熱負荷部の構造

写真54100GH・帯カロリメータの本体

写真5．5 熱電素子
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熱電検出素手 熱電冷却素手

熱費窩国定用
ネジ穴

奏き負ヰ寺月ヨフランジ

熱電素手

〃
湿度基準
ジャゲリトフランジ

断熱用
ら七ん導波管

区5・5熱電素子の配置と接続フランジ部断面

4i）とその後に取り付けたヒータから成っている。ヒータは，30GH・帯用と同様に，マイカ板に

マンガニン線を巻き付けたものである。

 熱電検出および冷却素子は，30GHz帯用のものと違い，写真5．5に示す素子を用いた。その

構造は，凪一丁葭合金のPおよびW型合金製の角柱から成る7対の素子を，1mm厚のベリリア

（皿0）磁器の板の間にはさんであり，大きさは，縦5mm高さ3mmである。この熱電素子は，

小型でかつ対数も多く，検出，冷却および応答速度等の点で，従来のモールド型のものより優れ

た特性が得られる。本カロリメータでは，この素子を，検出および冷却に各3個ずつ図5．5のよ

うに配置し，温度基準ジャケットのフランジ面と熱負荷フランジ面の間にはさみ，熱伝導性接着

剤で固定した。

 ミリ波電力を導入する導波路部には，熱負荷と温度基準となるジャケットフランジから断熱す

るため，樹脂モールドしたらせん導波管を使用した。

 ミリ波信号源には，クライストロン（100V100A）を用い，安定化直流電源で駆動し，水流速

度を一定にする等の注意を払うことにより，出力を安定化した。この出力安定度は，6／1000dB／

hOur，周波数安定度は，5x10■6／kOurである。クライストロンからのミリ波出力は方形TE－oモ

ード波であるので，デーバ型のモード変換器により円形TEo1モード波とし，約1．2mのらせん

導波管を経て，オイルバス中のカロリメータ本体へ供給する。

 ミリ波電力を一定時間毎にオン・オフするための導波管スイッチとしては，最大減衰量27dB

の磁界制御型サーキュレータを用いた。
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5．3．3 システムの動作

 本システムによる測定の基本的な動作は，5．2．3節で述べた30GH・帯の場合と同様である。

すたわち，はじめに，カロリメータ本体をオイルバス中で十分安定化する。ついで，測定系およ

びミリ波信号源を動作し，全体が安定になったところで測定プログラムを開始し，図5．3の手11買

に従ってシステムが測定を実行する。

5．3．4 測定実験

 まず，5．2．4節と同様に，100GH・帯システムのカロリメータ本体の基本的た特性を測定し

たところ，第5．4のように得られた。

表5．4100GH・帯カロリメータの基本特性

熱電検出電圧対温度比                 （γD／「）  5．78mVノ氾

熱電検出電圧対ヒータ電力比             （γD／P〃） 58・8μV／mW

熱電冷却電力対電流比                （Pcμc）  1．57mW／mA

ボロメータ電力PB対ヒータ電カル曲線の勾配（平均値） （5）   O・95120

 ボロメータマウントの実効能率測定は，30GH・帯の場合と同様に行なった。はじめに，ボロ

メータバイアス電力より大きく設計した一定の冷却電力のもとで，ヒータ制御増幅器を動作し

て，カロリメータの熱負荷と温度基準ジャケットを熱平衡させる。その後，乃とP〃の置換係

数∫および実効能率の測定を，10分間隔で5回測定する。このようにして得られた結果を，まと

めて表5．5に示す。本測定例では，置換係数∫の測定を1回毎に行なったが，そのばらつきは，

10■4程度で非常に小さい。

5．3．5誤差評価

 100GH・帯システムの測定誤差としては，2．5節だらびに5，2．5節で述べた各種の要因が考え

られる。それ以外に，円形ボロメータマウントを用いたことによる不要モードの問題がある。こ

れは，4．2節で円形・ight一曲n－typeボロメータマウントについて，その不要モード（主にTE41

モード）の発生について実験的に検討を行なった結果，非常に小さくほとんど無視できることが

分った。ここで，仮にある程度の不要モードの発生があったとしても，マウントによって吸収さ

れる分は，その実効能率を低下させるだけであり，また反射される分は，実効能率の定義から除

かれるため，いずれも誤差にならないと考えられ孔

 次に，各誤差要因について，評価を行なう。

 1）減衰誤差舳

 カロリメータの熱負荷と温度基準ジャケットの間には，ミリ波電力を導入し，かつ断熱効果を

持たせるため，らせん導波管を用いている。この導波管によって，215a）節に述べた減衰誤差
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表5．5円形ボロメータマウントの実効能率の測定例

測定回数
P〃∫一Pが

∫
実効能率η直

PB｛一PB∫ （劣）

1 0．014862 O，95133 98．61

2 O．012617 O．95115 98．81

3 0．012805 0．95113 98．80

4 0．013267 O．95118 98．75

5 O．013237 O．95120 98．76

平均値 O．013358 0．95120 98．75

標準偏差 一 一 O．082

を生じる。

 これを調べるため，5．2．5節と同様に，ヒータを付けたシ目一ト板を用いて，らせん導波管に

よる熱損失が熱負荷に与える影響を測定した結果，0．46％とたった。整合のとれたボ同メータマ

ウントに対し，らせん導波管による減衰はこの半分どたり，減衰誤差は，一〇．23％と考えられ

る。測定した実効能率の値は，この分だけ負となっており，補正することにより，二次の大きさ

とすることができる。

 2）等価誤差ε壇。

 これは，5．2．5節2）の30GHz帯における場合と同様の実験によって，式（2．22）のla∫／∫1

として，±0．03％が得られた。従って，η。≡0．9とした場合には，±0，003％と評価することが

できる。

 3）測定式誤差ε。’

 これは，式（2．23）で表わされる。この大きさを評価するには，2．5節で述べた方法では，ボ

ロメータ索子の構造が複雑であり，正しく評価することは容易てたい。そこで，ここでは，次の

ように実験的に評価を行なった。

 実際の熱負荷に対して，図2．6を参照すれば，式（2．15）において，7±＜7岳およびm＜1が

成り立つと考えられるホ。従って，ボロメータバイアス電力と冷却電力とで熱平衡をとる実験を

行なって，式（2．15）から妬は次式のように得られる。

           北0
       尾・約1一亙            （5・2）

 ただし，乃。，乃。はそれぞれル＝ル呂0とした時の昆と＾の平衡する電力

 測定の結果，尾2…0．00385が得られた。また，σの大きさは，通常1一η。の程度である。従っ

て，η邊≡O．9とした場合，式（2，23）から求める誤差は，

       εo二＝一〇．039％

‡マウントの材料（真鋳，熱伝導率ル局50kca1／mhゴC）とボロメータ素子の基板（マイカまたはポリィミ

 ドλ脚O．034～0，47kcal／mh・氾）の熱伝導率が100倍以上違うことおよび，空気との熱伝達率（2・5

 節C）参照）が3～20kca1／m2hゴCであることから容易に示される。
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   表5．6100GH・帯システムの誤差評価      となった。

系統誤差                     4）直流測定計器誤差ε北およびヒ

 滅 衰 誤 差  舳＝    ■O・23劣    一夕制御誤差ε。。丁、

 等価誤差物：  土0．O03％
 測定式誤差  ε、ピ    一α039名    これらの誤差要因については・5・2・5

 直流測定計器誤差  舳：    土0・033％   節4）5）と全く同様であり，それぞれ

  ヒータ制御誤差 ε㏄冊：   土0，084％
                         εd。＝±0，033％およびε舳＝±O．084
 導波管スイッチ誤差  ε酬：    土O．01島

                         劣と評価できる。
    系統誤差小計 士：lll／土α…  5）導波管スイツチ誤差㎞

 偶発誤差     ε。皿刊：   土O．22劣                          導波管スイッチとして用いたサーキ

    総合精度       土0・49劣    ユレータのオフ時のリークは，約一27

                         dS，再現性は，約5／1000dBであっ

た。従って，5．2．5節6）と同様にして，ミリ波電力の変動は，最大±0．1％とたる。従って，

実効能率測定誤差は，ηε＝0．9とした場合に，式（2．32）より，土0・01％と評価することができ

る。

 最後に，偶発誤差ε。α帆は，表5．5の測定結果から，99．7％の信頼限界で，3δ（δは測定値の

標準偏差）を誤差範囲とすると，±O．22％と考えられる。

 以上，100GH・帯測定システムについて誤差評価を行なった結果を，表5．6に示す。これか

ら，本システムの総合精度として，士O．49宕が得られた。

5．4結 言

 本章では，周波数30GH・常ならびに100GH・帯において，第2～4章で述べた技術を統合し，

ボロメータマウントの実効能率を決定するためのカロリメータ測定システムの開発を行なった結

果について論じた。さらに測定誤差の評価を行ない，30GH・帯で±O．37％，1OOGH・帯で±

0．49％の総合精度を得た。
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第6章 ミリ波電力比較測定法舳）

6．1緒 言

 前章まで，ミリ波電力を定量化するための精密計測技術ならびに標準器をはじめとする電力測

定マウント等について研究を行なった。ミリ波電力標準を確立するには，これらの外に，実用電

力計を校正する技術が必要である。

 本章では，ミリ波帯において，電力計を校正するための比較測定法について研究を行たった。

 はじめに，RF電力比較測定に用いられる基本的なものとして，同時比較法，取替比較法および

同時取替比較法を取り上げ，その考え方と，ミリ波帯に適用する際の問題点を考察した。その結果

に基づき，ミリ波帯で特に問題となる不整合による多重反射の影響を小さくする2g／4t・ch皿iqu・

を取り入れた取替同時比較法を開発した。

 30GH・帯では，この原理を用いた比較測定装置を構成し，実験および検討を行なった。

 100GH・帯では，使用する標準ボロメータマウントが円形導波管系であり，一般的な方形導

波管を校正するには，モード変換を行なう必要がある。そこで，モード変換器を用いた電力の比

較測定について考察し，装置を構成し，実験および検討を行なった結果を述べる。

6．2 原理と構成

 一般に，RF電力の比較測定を正確に行なうには，電源，回路構成および被測定電力計の反射

等によらず，標準電力計（標準器）により，被測定電力計の正しい電力指示値を値付けするこ

と，すたわち校正が必要である。現在のところ，一次標準では，ボロメータマウ：／トを標準器と

し，その実効能率＊（e脆CtiVe O冊CienCy）を基に，被測定電力計の校正を行なう方法が用いら

れる。一方，二次標準以下では，入射電力に対する指示値の比を示す校正係数（calibratiOn偽。－

tOr）1O）で表わす方が便利であるため，多く用いられる。ここでは，主として，一次標準における

ミリ波電力計の実効能率の校正に必要となる比較測定技術を取り扱う。

 さて，ボロメータマウントの校正係数をK，実効能率をη色，反射係数を「，指示値（置換電

力測定値）をル，マウソトヘの入射電力を乃，マウントによって消費された電力を母とすれ

ば，定義からこれらの間に次の関係がある。

       二1ぶ∵   ㈹
＊第1章および2．4節参照，実効能率は，ボロメータマウントの置換電力測定値とマウントによって吸収

 された電力の比と定義される。
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 このように，＾，乃共に此に比例する。従って，比較測定によりKまたは，ηεを校正する

には，それぞれのマウントによって吸収された電力の比が分れば良い。

 さて，電力の比較測定法として，従来多くの方式が開発されてきた3）12〕6川）。これらは，基本

的には，取替比較法と同時比較法およびそれらを組み合わせた方法に分けて考えることができ

る。しかし，これらの方法は，いずれも測定開口と彼測定電力計とのインピーダンス不整合の影

響をなくすため，高い精度を得るためには面倒な調整が必要である。また，電源変動は，取替比

較法では特に問題とたる。最近では，いわゆるpower equation71〕を応用した測定法が報告され

ている。これは，電力計の不整合による多重反射の影響を補正することができる特長があるが，

可動ショートが必要であり，測定系も大がかりとたる。

 はじめに，取替比較，同時比較等で問題とたる点を明らかにするため，それらの考え方，調整

の方法および測定誤差等について考察を行なう。

 〔1〕単純な取替比較法

                      これは，図6．1に示すように，単に電源に未知

電源

～  局
 p6

 pOU    p｝u

  n  ／

末知電力計

 pos   p”s

  島  ／

標準電力言十

図6・1単純た取替比較測定

電力計と標準電力計をつなぎ換えて電力の測定を

行なうものである。測定開口につながれた電力計

によって吸収される電力孔は，次式で表わされ

る69〕。

      1－lrM12
   見一           ・凡      （6 2）

     11一乃rM12

 ただし，北；電源が反射のない負荷に供給でき

る電力＊

 「M；接続される電力計の反射係数（＾または乃）

 「c；電源の反射係数

 標準電力計と未知電力計により吸収される電力を，＾s，P〃とし，取替測定中，電源出力月θ

が一定であるとすれば，次の関係が成り立つ。

       PD口 1－I「s12 11－ro＾12
         一     ・                     （63）
       孔s 1－1乃1211－rθr口12

 ただし，rsは，標準マウントの反射係数

     乃は，未知マウ1／トの反射係数

 従って，電力計の指示値＾sおよび＾σを知ることができれば，式（6．1）の関係から未知

電力計のη。を決定することができる。この場合，式（6．3）の第2項は，測定誤差として扱う

と，たとえば，lrGl＝o．13，lrσ1＝o．2，1＾1＝o．1とした時，±8％にもたる71〕。また，こ

の方法は，電源出力の変動が直接測定誤差とたる。従って，高い精度を得るには，出力開口にア

＃Poは，有能電力（avai1ab1e power）P＾と馬＝P』（1－i乃12）の関係がある。有能篭カは，電源が

 rcの。omp1ex conjugat・m2tching負荷に供給することができる最大電力である。



80

イソレータやチューナを用いて・lrolを小               未知電力葦十

さく調整し，電源も十分安定化することが必                    「・
                                     、3                                1  ／・  P。、
要である。                         1  ㌦ヨ

 〔2〕同時比較法               ～    略        露、㌧

 これは，図6．2に示すように，電源出力を    見       ミ電力分割器

                                    2／  p。。
三開日回路によって二つに分割し，それぞれ
                                  標準電力言十㌧
に被測定電力計を接続し，同時に電力測定を

行なう方法である。電力分割器としては，方     図6・2電力分割器による同時比較測定

向性結合器やマジック下等が用いられる。こ

の場合，基本的には電源変動の影響を受けない特長を持つ。

 図6．2において，開1］2，3に接続された標準（＾）および未知（乃）の電力計によって吸収

された電力を見s，＾口とすれば，これらの比は次式で表わされる。

       乃s ∫2121－1＾1211－r63r口12
       一≡ 一  ・        ・                                 （6 4）

       片口 S31 1■乃12 11－r62八12

          ∫21，S32      ∫23S呂1
 ただし，rG2＝S22一    ，r03＝S鵜
           ∫31       ∫21

     ∫｛〃，ノ＝1～3）は，三開口回路の∫マトリクス要素

 この方法では，三開口回路の電力分割比1∫21／53112を正確に求めておく必要がある。また，不

整合の影響は，〔1〕の場合と同様に問題となり，1「G21，1几31を十分小さく調整することが必

要である。

 〔3〕取替同時比較法

 前の〔1〕，〔2〕で述べた方法は，源電変動，インピーダンス不整合，電力分割比の決定等の点

において，長所，短所がある。そこで，これらの長所を取り入れて組み合わせた取替同時比較法

が考えられる10〕12〕69〕。被測定電力計をボロメータマウントとしてこの方式について考察する。図

6．3に示すように，三開口回路（ここでは方向性結合器）の一方に，モニタ用の基準ボロメータ

マウ1／トを接続し，もう一方に標準および未知ボロメータマウントを交互につなぎ換えて測定す

る。開口2に標準マウントを接続し，開口3に基準マウントを接続し，吸収された電力をそれぞ

未知ホ阯□メータ

 マウン←
基準爪1ロメー」ヲ

 マウント

 吊S，㌔u

略    弓U
略  ／

可。。

      P．u
3
      標準ホ1■ロメ’タ
        マウント
  覧。一
        略 ㌔・／
        πeS

          ㌦S2

図6．3方向性結合器による比較測定法
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れP．sおよび＾sとする。次に，標準マウントを未知マウントに替えた時，未知および基準マ

ウントによって吸収された電力をP刀σおよび＾口とすれば，式（6．3），（6．4）に代り次式が得

られるlO）。

       」P・・ 1－1＾1211－rα几12＾・
         一         ・          ．一                        （6 5）
       凡σ 1－lrσ1211－rαr・12ルσ

 ただし，

             521S32
       ro。＝S22
              ∫31

上式を，式（6．4）と較べれば明らかなように，分割比1s21／∫ヨ112および「僻が含まれておらず，

回路定数に対する依存が少ない。

 さて，標準マウントおよび未知マウントの実効能率をそれぞれη。・およびη召口とすれば，η”

は式（6．1），（6．5）から求めることができる。乃∫，丹σに対応する電力の指示値をル∫，ルσ

とし，P冊，P正リはそのまま指示値を表わすものとすれば，η〃は次式となる。

           凡・片・1－1＾1211－rω乃12
       η1口＝η1・瓦’亙’。一1r口I・11－r。邊r，1・    （66）

 上式で，第4項は，あらかじめ，各マウントの反射係数を測定することにより補正することが

できる。最後の項は，不整合による多重反射の影響を示しており，「αは，等価的な電源の反射

係数と考えられる。これは，開口2の測定端にチューナを置き，電源と反射係数測定器を測定開

口側に接続することにより，零に近く調整することができる。しかし，測定系が導波管の場合，

このような構成による調整は，相当面倒である。また，この調整限界による誤差は，かなり大き

たものとたる。たとえば，方向性結合器を電力分割器とし，ls211判53一とした場合，この誤差

は，2（15221＋1∫321）（1ハ1＋1乃1）と評価できる。マイクロ波帯で特性の良い方向性結合器，

被測定ボロメータマウントを用いて，ls22ト0．o05，lrsl～1凸ト。．01，ls321局。．01とした場

合，この不整合誤差は，0106％程度となる五2〕。この不整合誤差は，比較測定においてかなり大き

な誤差要因となる。特に，ミリ波のような高い周波数帯では，使用する導波管の寸法が小さく，

管壁損失の増カロ等によって，マウントのインピーダンス特性，回路素子等の特性が，マイクロ波

帯に較べて劣ることが多く，この誤差はさらに増える恐れがある。

 〔4〕Qμater・waveIength（2g／4）techniqueを用いた電力比較測定法醐

 前述のように，電力の比較測定では，電力計と電源の不整合および電源出力g変動が大きな誤

差要因となる。これらのうち，電源変動は，〔2〕，〔3〕の同時比較の考え方により，一次的な影

響をなくすことができる。不整合誤差については，いわゆるQ岬ter－wavelength（λg／4）techni・

que72）を応用することが考えられる。この方法は，管内波長の1／4の長さのエアーラインやスペ

ーサ等の導波路を被測定負荷の前に挿入することにより，負荷インピーダンスを反転できること

を利用したもので，微小反射係数の測定によく用いられる。この原理を用いて，電力比較測定に

おける不整合誤差を減少し，取替同時比較を行なうならば，高い精度で比較測定を行なえる可能

性がある。
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 まず・図6・4のようだ基本的た電力の測定に   p＾          po   pM

おいて・21／4t・chni・ucを用いることにより・ ～ 略  ・、 ／
不整合誤差をどの程度改善できるかを示そう。

 反射のたい負荷に供給できる電力を昆と      図6．4基本的な電力測定

し，これに，反射係数「Mの電力計をつ次いだ

時，吸収される電力を見，指示値をルとすれば，式（6．2）から，此は，次式とたる。

        l1－ror〃12  ル      」Rc＝           PD昌一11－rθrM12                    （67）

         1－lrM12  K

 ただし，Kは，校正係数

 通常，上式の11一「o「M12の項は，測定誤差とし，求める電力は，ルノKとする。この時，

不整合による誤差11－r♂M12は，およそ41rorMi程度であり，lrG；刈rMト0．05（VSWR

ρ局1．1）に対して，約1％の電力測定誤差とな

る。ところで，この誤差を生じるベクトル1一              一 覧凧

π。幟は，図帆示すように，・。の位 メエ／二ζ

相を変化すると，1を中心とした円を描く。そこ            ノ1

℃測定開口と電力計の間に1．／・のスペーサを O！’㌦／

挿入すれば，位相はπだけずれる。この時の電力

測定値をP’〃とすれば，此は，式（6．7）でr〃      図6・51一「o「〃の軌跡

を一「〃で置き換えたものとたる。

        P’〃
      P・＝T11＋「・川2         （6・8）

 さて，一般に複素数Zに対して，次式が成立する。

       11－z12＋11＋z12≡2（1＋lz12）          （6．9）

従って，式（6．7），（6．8）から，片は次のように表わせる。

         2 ルP’M
      加τル。P・。（1・1几肘）       （6・O）

それゆえ，電力比を

         2 P〃P〃      昆母＿．                                           （6 11）

        Kル十P’〃

により決定した場合，その測定誤差の割合は，1「o「〃12となる。これは，1「θ1判「〃1尉。．05

（ρ剣1．1）とした時，約6×10－4となり，単一の測定に較べて著しく減少する。

 2g／4t㏄hniqueを用いた取替同時比較測定法の原理を，図6．6に示す。被測定電力計をボロメ

ータマウントとして，本測定法による実効能率の測定式を導く。

 まず，測定開口2，3に接続されたボロメータマウントによって吸収される電力PD2，PD3の

比を，式（6．4）から，一般に次のように表わすことができる。
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基準ホ’ロメータ   略

 マウント 可。。

  p舳s
  p則s

畦…
   携、…隼ホ｝ロメータ
3
    マウント

    略       ps阯
    ηeS

         λg〃入へ一サ

基㌣急ト酢
  P舳・  3 未航ロメータ
            マウント

             ru
               pUは
            ηeu
         2

｛o〕ネ烹拳ホ＝ロメータマウントに対する測定        ｛b〕未知ホ“ロメータマウント1＝対する測定

       図6・6 方向性結合器とηg／4スペーサを用いた比較測定法

表6．1 測定値の記号一覧表

一回目の測定 二回目の測定

し・ユ

1 ⊥h一
Ll

標準ボロメータ
一⊥＿

基準ボロメータ 未知ボロメータ 基準ボロメータ

＼
マウント マウント マウント マウント

2g／4スペーサたしの測定値 P酬 P舳s Pσ〃 P珊口

λg／4スペーサありの測定値 PM P舳s P〃 一P用〃

反射係数 几 乃 几 乃

       凡2  1－lr．12
       ＿ニハ4・                                        （612）
       PD3   11－ro侶r212

 ただし，

       ・一1音12・■1書糸1㌦一1・・s竃ξ32

             s23∫3I
       rG3≡S33－              s21

  r2，「3は，それぞれ関1コ2，3に接続されたボロメータマウントの反射係数

 さて，標準ボ同メータマウントを測定開口2に接続し，標準および基準ボロメータマウントに

よる電力の測定を行なう。その結果，図6．6（a）および，表6．1の第2，3欄に示すように一＾〃，

片〃sが得られだとすると，式（6．12）から次式が成立する。

        伽一M．坦．1－I「・一2      （。．。。）
       片舳  佃11－r碗r・1艘

  ただし，η困，η㍑は，それぞれ標準および基準ボロメータマウントの実効能率

 次に，開口2に2g／4のスペーサを挿入し，上と同様の測定を行ない，表6．1の＾λ，P舳sを

求めれば，その比は次式となる。

       ハ㌧M．坦．1一■「・I2      （。．。。）
      ＾λs  佃11＋ro．rs12

未知ボロメータマウントについても，以上の二つの場合について測定を行ない，表6．1の2回
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目の測定の項で示される結果を得たとすれば，次の二式が得られる。

       P州  ηω 1－lrσ12
          ＝M・  ・
       片舳  佃11－rα乃1£

 ただし，η壇〃は未知ボロメータマウントの実効能率

       P〃  佃 1－1乃12
          ミM・一・
       ＾λ口      η直R l1＋rOεr〃12

一方，式（6．9）から次式が成立する。

       11一九芭＾12＋l1＋几。＾12≡2（1＋lrα＾12）

       11－r・召＾12＋11＋r碗乃」2≡2（1斗1㌦乃12）

従って，式（6．13），（6．14），（6．17）から次式が得られる。

・・（H吋）・ ﾌ・（篶堵）一・（・・凪吋）

（6．15）

（6．16）

（6．17）

（6．18）

（6．19）

同様に，式（6．15），（6．16），（6．18）から次式が得られる。

・・（・一1州・ i・（評・嵜）一・（・・lM／）

結局，式（6．19）と（6．20）の比から，η〃の測定式が，次のように求まる。

            ＾〃s 品ハ
              十
            P舳 月舳 1－1＾121＋iro．r口12
       η炸η‘s’戸舳1。・1〃’丁π汗’・・1・・山12

            P州  P〃

（6．20）

（6．21）

 これが，本測定法の基本とたる式である。ここで，不整合による多重反射を示す第4項は，は

じめに述べたように非常に小さく，測定誤差として取り扱う。

 30GH・帯の比較測定は，上述の取替同時比較と2g／4スペーサを用いる方式とし，次節で，実

際の測定装置を構成する。

 100GH・帯の比較測定では，4．2節で述べた円形薄膜ボロメータマウントを標準器とする。従

って，円形導波管型の電力計を校正するための比較測定は，30GHz帯と同じ方式が可能であ

る。しかし，一般に多く用いられる方形導波管型の電力計を校正するには特性の分ったモード変

換用のアダプタを必要とする。その場合，アダプタの透過係数の大きさ1∫121の決定精度が比較

測定において，最も欠きた誤差要因とたることが予想される。そこで，比較測定の方式として，

簡単な取替比較法を採用した。また，100GH・帯では，導波管断面が著しく小さくなるため，

インピーダンス不整合による誤差が30GH・帯の場合より大きくたることが考えられるため，電

力測定は，2g／4t㏄hniqueを用いることとした。

 100GH・帯の比較測定方式の考え方を図6－7に示す。測定開口”の導波管型は，方形，円

形いずれに決めても良いが，ここでは，方形とした。測定は，まずアダプタを付けて，標準円形

マウ：／トについて2g／4スペーサを入れたい場合と入れた場合について行ない，つぎに，アダプ

タを取り除いて，未知方形マウントについて同様に測定する。それらの測定値を用いて未知方形
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丁目

T＾

ロー○

アタ7タ

〉 標準円形
 ホ’ロメークマウント

（〕l   r；

…リ渡

電源

円形λg／4
スペーサ

未知古形
ボロメータマウント

       方形λg／4
       スペーサ

図6．7i00GH・帯・モード変換型比較測定方式

マウントの実効能率を決定することができる。以下で，本方式による測定式の導出を行なう。は

じめに，アダプタの透過係数の大きさls121の測定方法を，ついで実効能率測定式について論じ

る。

 本方式のようだモード変換型の比較測定は，マイクロ波帯で同軸導波管変換器を用いて，異な

る導波路の標準マウントにより，未知マウントを校正するのによく行なわれ，詳細に検討され

た73）74〕。たとえば，非常に特性のそろった2個のモード変換器を使用し，いわゆるBack－t0－Back

methOd75〕によりその挿入損失を求めて，その半分をアダプタの効率としている。この場合，2

個の効率の違いを基に効率決定における誤差を評価している。しかしユOOGH・帯では，アダプ

タを構成するモード変換器の変換損失自体が大きく，かつ個別のばらつきが大きいので，効率を

等しいと仮定した場合は非常に大きな誤差要因とたると考えられる。ここでは，モード変換型の

比較測定で基本的たパラメータであるアダプタの透過係数∫12の大きさの二乗即ちlS1212を，2

個のアダプタを用いて，個々に求めることとする。これは，まず2個のアダプタの出力比を測定

し，ついで，Back－t0・Back methOdによって，アダブタペアの挿入損失を測定することにより求

められる。

 ここで，アダプタは，可逆的（812＝∫21），挿入損失測定は，方形導波管系で行なうことにす

る。使用するアダプタをλ，Bとし，Sマトリクスをそれぞれ（y），（∫b）とする。ls1列2また

はls12b12を決定するには，図6．8に示す4回の電力測定が必要である。ここで，「Gは，電源の

反射係数，島は，rG＝0のときの出力振幅である。α，δは，それぞれ，図6，8（a）の開口1に

おける反射波，進行波を示す。αチ，α2bは，同図（b）（c）の開口2における反射波を，あ2回，わ2bは，

同1二く進行波を示す。σ2p，う2pは，同様に，（d）の開口2における反射波，進行波である。r月お

よび「Dは，それぞれ，方形または，円形導波管型の電力計の反射係数である。

 （8p）は，同図（d）のアダブタベアのSマトリクスであり，λ，BのSマトリクスを縦続接続に
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1o） ～

   ＾   OG

l b〕

l C l

ld〕

o｝．‘
一“

略 ／ 方形導渡管型電力計

      2

図6，8

      略  ／
S品S差・’
         2  p
      OP →b2
       2’■一

S品Sも S差S呈
          略
SもS釧・呂S言

｝
   l Sつ

アダプタの1∫蜆12の測定

／ 方形導波轡型
  電力計

適した「マトリクス76〕に一度変換した後，3，λの順で積をとり，逆変換することにより容易に

求められ，つぎのようになる。

炸総（紬†鳴細．幣㌧）
                                       （6．22）

 従って，同図（d）の場合も，（b），（c）と同様に取り扱うことができる。さらに，これらの回路

は，等価電源の考え方η）により，同図（a）の最も簡単た回路に変換することができる。まず，図

6．8の（a）の開口1における進行波あは，次式で示される。

           念θ
       あ＝                           （623）
         1一乃ル

 同図（b），（c），（d）の回路は，等価電源の考え方77）により，開口2の左側は，パラメータ（振幅，

反射係数）が，それぞれ，（か2皿，r2血），（あ2b，r20）および（あ2P，r2P）を持つ電源に置き換えら

れる。その結果開口2の進行波あ2皿，あ2bおよびろ2Pは，式（6．23）と同じ形で表わされる。

       炸学ただし，み一81納戸チーM。（∫・ヂ）2「・（…）
          1＿r，げ、    1■Suげ・’    1一∫・’「・

昨1．洗ただし，砂一、等一一舳・鵠1宗（…）

わ2』 妙 ただし，妙一
∫12p吻

1－r2p＾
1－S11p rθ’

戸、・一8、，・。（∫・・四）2「・（・。。）

      1一∫np ro
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 （b）と（c）の測定からアダプタλ，Bに対する出力の比Kγが，（a）と（d）の測定からアダブタ

ベアの挿入損失Kpが求められる。電力の測定は，（a）（d）および（b）（c）では同一の電力計で

行なうことに注意（＾またはrc一定）して，式（6．23）～（6．26）から，K、，Kpは，次式で

表わされる。

κ一
P音12－1等12・ll≡書111チ1 2・1’一ζ柵「

 1－r2．rc

仙一 P音トー。一∫。鈴！ベド・l1三好

（6．27）

（6．28）

上の二式から，1∫12叩は，つぎのように表わせる。

      1∫、。叩＝ノK．K。・1（1一∫m皿∫mo）（1一∫、、・几）1

・ほ≡葦出三牒・1三箒チll （6．29）

 2g／4techniqueにより電力測定を行なえば，電力計による多重反射たとえば，「2P「児の影響は，

1「2「月12となり1O－6程度である。そこで，＾，「cを含む項は無視できて，式（6．29）は，次

のようにたる。

1・・チ1・一州・・1（・一・・パ…）（1一冊）1・
撃戟ﾟ妻1；チll

（6．30）

 上式の第2項以降は，アダプタの反射特性および電源反射係数等の関数であるが，1に非常に

近い。そこでこれを誤差項とすれば，1∫12回12は，ノK・Kpにより求められる。

 つぎに，lSI2叩の分ったアダプタを用いて，比較測定式を導く。以下簡単のために，肩記号α

を省略する。また標準円形マウントの反射係数を＾，未知方形マウントの反射係数を月とす

る。

 アダプタに標準円形マウントを接続した時の進行波は，式（6．24）から次式で与えられる。

                 812吻
       あ2＿                                             （631）
         （1一∫11rc）（1一∫22＾）一∫122ro＾

測定される電カルsは，ボロメータマウントの実効能率をη眺とすれば，η色芭（1－lrs12）1わ212

で求められる。従って，上式を用いて，〃Sは次式で与えられる。

加伽1（1．～、票1．舳）1㌔・一1州ふ1・

                S22（1－811rθ）十5122rG
        ただし，rω＝
                   1一∫11几

 2g／4t㏄hniqueにより，スペーサを挿入した場合の測定値をP’〃∫とすれば，

で＾→一＾とおいて得られる。

…一仏1（1＋、。。、£’11．舳）「（・一1＾1・）1排

（6．32）

P’〃sは，上式

（6．33）

式（6．9）を用いれば，上式は，つぎのようになる。
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       ＾ 211一∫1、几12（1＋1～r・12）月〃・P’〃・
       伽12＝         ・        （634）             η。品1∫工212（1－1＾12）  P〃s＋FM・

 未知方形マウントについても同様に，スペーサを入れない時の測定値を見口，入れた時の測

定値をP’〃口とすれば，式（6．23）から，それぞれつぎのように表わされる。

          η〃（1－lr口12）＾
       ルσ＝     1αo1目            （635）
          11－ro r口12

          η色口（1－rσ12）＾
       P’〃≡     1吻12           （636）
           11＋ro乃12

 式（6．9）を用いて，1吻12は次式で与えられる。

       ＾ 2（1＋1几r口12）ルσP’Mσ
       Iαo－2＝                                           （637）
           η〃（1－1乃12） ル・十P’〃口

 式（6．34）と式（6．37）から，η〃は，次式となる。

               ＾σP’M〃 ＾s＋P’〃s 1－1＾12   1   1＋l ro rσ12
       η侶口≡伽s151212   ・   …
              ルロ十P’〃ロ ルsP’〃s 1－1rσ12 11－s11rc121＋lrωrs12

                                      （6．38）

 ここで，最後の二項を誤差項として，6．5節で評価することとすれば，η〃は次式から求めら

れる。

               P〃口P’MσP〃s＋P’Ms1－lrs12
       η〃＝η色・1∫、。12   ・   ・       （639）
              P㎜十P’〃ロルsP舳 1－1乃12

 以上，比較測定方式を，30GH・帯と100GH・帯の場合について考察した。

 30GH・帯では，取替同時比較とλg／4t㏄hniqucを組み合わせた測定方式，100GH・帯では，

標準円形ボロメータマウントによって未知の方形ボ目メータマウントを校正するために，アダプ

タを用いるモード変換型の比較測定を，取替比較とλg／4techniqueを組み合わせて行なう方式

について，原理を考察し，測定式を導いた。

6，330GHz帯用比較測定装置

 30GH・帯で用いる比較測定装置の回路構成を，図6．9に，外観を写真6．1に示す。測定方式

は，取替同時比較とλg／4t㏄hniqueを組み合わせたものである。

 電力比較のための三開口回路には，二次側の一端を終端した方向性結合器（HP R752A）を用

いた。その結合度は，約3dB，方向性は，約一31dBである。この方向性結合器の入出力側に

は，整合特性を変えて測定を行なうことができるように，チューナを挿入した。これには，無損

失で反射特性のみを変化することができるように，EHチューナを用いた。これは，本比較測定

では不要であるが，λg／4techn三queの効果を確認するために付加したものである。

 2g／4スペーサは，周波数35GH・に合わせており，2．68mmの厚さの銅製で表面に金メッキ

したものである。被測定電力計は，すべて薄膜ボロメータマウント37〕を用いた。妻6．2に示すよ
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指示計／

検波器

波長計

十

「

モニタ用墓卒
ホ山ロメーク

マウソト

ホ’ロメータ

ブ’リリジ

 x2

日未知ボロメータ
 マウント

 ～
三リ波

安定化電源

〔＞ 」  〆    工口二 」  工口二  S
司 変   EHチューナ  売向性  EHチューナ 標率ホ’ロメータ1

減鯛LA 結合器 B マウント」
アイソレ■夕 方向性

結合愚

図6，930GHz帯比較測定実験の回路構成

写真6－130GHz帯用比較測定装置

表6．2使用したボ目メータマウント（30GHz帯）

ボロメータ
用 途

電圧
マウントの名称 定在波比 反射係数

A－4 標 準 1．026 0．0128

34－1F 基 準 1．148 O．0689

A－3 被校正 1．063 O．0305

A－6 被校正 工．161 0．0745
』

うに，標準および基準マウントは，各1個，未知マウントは，特性の異なるものを2個用意し

た。

 測定実験は，周波数35GH・で，チューナλまたはBを調整し，電源側の等価的な反射係数

几εを変えて，次の三通りの場合について行なった。

 （1）前節で述べた取替同時比較で「o哩を雲とする調整70〕を行ない，電力の測定値と式（6．6）

  から，実効能率比η〃／伽sを決定した。ここで，次の（2），（3）との比較のため，スペーサ
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表6・3電力比の測定例

標準ボロメータマウント；A4

基準ボロメータマウント；34－1F

標準マウント 基準マウント
測定時刻 バイアス電力 ミリ波電力 バイアス電力 。リ波電力

電 力 比

（mW） （mW） （mW） （mW）

15：50 33．1892 26．8652

53 24．0278 9．1549 16．6801 10．1856 0．898780

56 33．1763 26．8670

59 24．0248 9．1477 16．6889 10．1779 8．898782

16：02 33．1686 26．8669

05 24．0230 9．1435 16．6926 10．1734 0．898768

08 33．1645 26．8661

11 24．0176 9．1469 i6．6896 10．1767 0．898810

14 33．1639 26．8669

平均値 9．1483 10．1785 0．898785

1．02

1．00

案O．98
効

能

率1．04

の

比

得1り2
τ、

  1り。

α98

△

口

。

未知ホ｝ロメータA3

監・
ス年一サなレ

入へ一サあり

本測定法

吾
         △
     ・一i一・→
         D

い、口の推賊艶囲

未知ホ“ロメータA6

を
U〕チューナA．B

  調整

斗
         ロ

     一‘一．・’一〇

         △

‘2〕ヲニューづ．たレ

1方向1性結合器の肘

13〕チューナB

 f

反射大

O・O03  αO05    α01        α03   α05     0」

     電源反射係数の大きさ1騎。1

  図6．1030GHz帯比較測定実験の結果
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   ㈱
   ○り8 x A3

      o A6     〈   0．06          ／ 、
            ／    、
可・・ノτ路α04   ／ ＼
          ／      、

濃α・ ／  ＼
 差。 一・夫・一一一・ ÷一
         、                 、
          、、           、

  一α02   ＼斗  ｝
  一〇り4             、比

    QO03 α005    0C1      α03  α05    0．1

        電源反射係数の大き1さ帆e1

図6，11本測定によるη宮σ／伽の（1）の値に対する偏差

表6，4実効能率測定例（30GHz帯）

標準ボロメータマウント  未知ボロメータマウント  未知ボロメータマウント
    4－4          A－3          A－6

94．51％ 94．1’％ 94．86

  を入れたい場合と入れた場合の両方について測定した。（1「G．1＝o．006）

 （2）チューナλ，3を取りはずし，方向性結合器のみとし，無調整でλg／4techniqueによる測

  走を行なった。測定値と，式（6．21）によりη宮口／伽sを決定した。（l r引≡01028）

 （3）l rG百1が大きいとして，λg／4t㏄hniqueを用いた比較測定法の有用性を調べるため，チュ

  ーナBを付けて整合をずらし，電源側の反射を大きくして，（2）と同様に測定を行なった。

  （I∫■σ直1＝0．11）

上記の各場合とも，表6．1に示すように4回の同時比較測定が必要である。1回の測定毎に，周

囲温度変動によるドリフトを補償し，偶発誤差を減少するため，一定時間間隔で4回測定を行な

い平均した。この測定例として，得られたデータの一部を表6．3に示す。

 （1）～（3）の一連の測定を行ない，各1「o．1の大きさに対し，η〃をη。sで規格化した結果を，

図6．10に示す。ここで，△，□は，式（6．6）を用い，単一の測定を行なったとした時の値であ

る。これらの測定値に対し，次節の誤差評価から得られる誤差の範囲を同時に示した。○は，

λg／4t・chniqueにより，式（6．21）から求めた結果である。図6．11は，η侶σノη。sの（1）の値に対

する百分率偏差を表わしている。未知ボロメータマウントA6のように，反射が大きい場合，

1「o直1が相当良く調整された状態（（1）の場合）でも，単一の比較測定では，土。．3％程度のばら

つきが残ることが分る。これは，l rG，1が大きくたると（（3）の場合）数％にもなる。しかし，

本比較測定法により求めたη直口／ηεs従ってηε口は，図6．11からも明らかなように，いずれのマ

ウントも，1＾■が0．1まで±0106劣以下の偏差であり，非常によい一致を示した。

 尭わりに，標準マウントの実効能率η。sと図6．10の（2）に対するη直口／ηめから求めた各被校正

マウントの実効能率の値を，表6．4に示した。
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6．4 100GHz帯用比較測定装置

 1OOGH・帯用の比較測定装置の構成を，図6．12に，その外観を写真6．2に示す。円形ボロメ

ータどおしの比較測定については，前節の30GHz帯の場合と同様であるから，ここでは，標準

マウントを円形とし，未知マウントを方形ボロメータマウントとする比較測定装置について述べ

る。

 はじめに，モード変換を行なうためのアダプタについて，その反射，変換特性等を調べ，この

結果に基づいて比較測定実験を行なう。

 アダプタの構成を写真6．3に示す。アダプタは，方形一円形モード変換器，らせん導波管およ

び円形ボロメータマウント用フランジ変換部の三つの要素から成っている。モード変換器（H杜

W6410）は，断面が方形一扇形一円形とテーパ状に変化する方形TElo一円形TE01モード変換

用のものである。らせん導波管は，モード変換器によって発生する不要モードを除去するための

モードフィルタとして用いる。これらの諸特性を，表6．5に示す。フラ：／ジ変換部は，標準円形

              Ω  ‡  ／

             ：反民言十検波器指示言十丁

～    E＝〉   」    舟   〔＝〉    」」］ニ  ロ｝○    S

語源洲誰隻、総州肘i至鰯辮脇                            黒

マウント‘未知〕

図6．12100GH・帯用比較測定装置

       ’一｝

        ）一

・○

写真6．2 100GH・帯用比較測定装置
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写真613 方形円形変換アダプタ

表6．5モード変換器とらせん導波管の規格

モード変換器

 （W6410）

周波数帯
〃刊VSWR（方形開口）

M皿。変換損失

方形導波管

円形導波管

75－110GHz
  1．2

  1．5dB

 WR10
 5・5mmφ

らせん導波管 周波数帯      75－110GH・
（W9308）  M…。TEHモード挿入損失    20dB

       長さ             100mm

       フランジ           TCM－55，TCF－55

表6．6アダプタの特性

         A           R

方形開1コVSWR：1．067      1，051

円形開1コVSWR：1．058      1．062
1S蜆12     10・7846（土O・2％）  0・8000（土O・2％）

ボロメータマウントのフランジを円形導波管用に変換する長さ17mmの円形導波管である。

 同様な構成のアダプタ2個を用いて，6．2節で述べた方法により測定した各アダプタの181212

をVSWR特性と共に表6．6に示す。

 さて，標準マウントは，写真6．4に示すEight一亀n－typeボロメータマウントとし，未知マウン

トは，市販のサーミスタマウント（W－2502）を使用した。アダプタは表6・6のBを用い，周波

数100GH・で実験を行たった。比較測定の手順は，つぎのとおりである。

 はじめに，図6．12において，測定開1コτから見た電源側反射係数1「o lをできるだけ小さく

なるようにチューナを調整する。これは，実際には，アイソレータとチューナ部を取りはずし，

定在波測定器により行なう。この調整によって，測定式（6．38）の誤差項にある811「oを小さ
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写真6・4 比較測定に用いた円形および方形ボロメータ

    マウント

表6．7100GH・帯比較測定結果の一例

一＼一． マウント種類
標準円形マウント 未知方形マウント

測定項日
（No．8102） （サーミスタ）

スペーサなし P〃s：9，200（mW） P〃〃：5，943（mW）

スペーサあり P’〃s：9，179（mW） P’〃ガ5，712（mW）

反 射 係 数 几：0．019 乃：O．O11

η〃／伽
一 0．5070

η鵬 0．973 O．493

電力測定値は，3回の測定の平均値（ばらつきは土O．05劣）

くすることができる。調整の後，アダプタ3と円形ボロメータマウントを測定開口に取り付け，

2g／4t㏄hniqueにより，ボロメータ電力測定を行ない，月〃∫，P’Msを得る。ついで，測定開口τ

で，未知のボロメータマウントに取り替えて，同様の測定を行ない，P㎜，P’〃σを得る。各電力

測定は，30GH・帯の場合と同じく，一定時間間隔で数回繰返して行たう。この測定によって得

られた電力を式（6139）へ代入し，未知マウントの実効能率を決定する。測定結果の一例を，表

6，7に示す。

6．5誤差評価

 これまで述べたように，ミリ波電力の比較測定の方式は，30GH・帯に対してスペーサを用い

た取替同時比較方式を，100GH・帯に対して，モード変換アダプタを用いた取替比較方式であ

る。測定誤差の評価を行なうに当って，両方式には共通した誤差要因が多いが，ここでは，それ

ぞれの場合について考察する。

 はじめに，30GHz帯用の比較測定における誤差評価を行なう。

 本比較測定における誤差の要因としては，（1）不整合誤差，（2）スペーサ誤差，（3）置換電力
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測定誤差等の系統的な誤差および偶発誤差が考えられる。これらの誤差要因について考察し評価

する。

 （1）不整合誤差ε。

 これは，比較測定に用いた標準および未知のボロメータマウントの反射係数八，r口および

几。等が零でないため生じるもので，式（6，21）の第3，第4項で示される。まず，第3項（1－

1＾12）／（1－1几12）は，あらかじめ1「slおよび1「口1を測定し，補正を行なうことができる。

しかし，反射測定の不正確さは，誤差として残る。この誤差は，マウ1／トによる一次反射による

ものといえるが，特に，ミリ波のように，反射係数測定精度が低くなってくると問題になる。

 さらに，式（6．21）の第4項（1＋1「o邊乃12）／（1＋1「oJ312）は，多重反射による誤差と考

えられる。これは，本測定法では著しく小さくできると予想される。

 不整合誤差は，以上の二つの場合に分けて評価できる。

 （1）．1一次反射による不整合誤差ε。｛

 これは，式（6．21）の第3項（1－1「s12）／（1－1乃12）に起因するが，1＾1，1乃1自体，二

つの理由によって真の値と異なる。その一つは，二個の被測定マウントの反射係数1「slまたは，

1＾1の大きさを決定するのに伴う不正確さε物であり，もう一つは，これらのマウントを被測

定端に取り付けた時のずれによって生じる不正確さ，ε伽である。

 用いるボロメータマウントの反射係数の大きさの測定誤差がε。。∫であるとすれば，未知ボロ

メータマウントの実効能率決定誤差は，式（6．21）の第3項から

舳一
c`ー・（1半・、蛉）W （6．40）

で表わされる。この誤差は，マイクロ波帯では，ε。直∫が小さくあまり問題とならたい。しかし，

ミリ波帯では，ε〃が大きくなり，無視できたくなる。例えば，標準マウントのVSWR（電圧

定在波比）を1．05（「㈱0，024），未知マウントのVSWRを1110（「榊0，048），ε。芭∫＝±2x10－2

とした場合，誤差は，±0，012％とたる。

 つぎに，被測定マウントを取付ける際，反射係数の大きさ1「1に，1”1のずれがあるとすれ

ば，これによる反射係数の大きさの不正確さは，1”／「1である。従って，これによる実効能率

決定誤差は，式（6，40）のε。畠∫の代りに1”／川を代入し，次式で求められる。

       榊一士・岬（1斗・、十）   （舳）

 1”1は，マウントを反射係数測定器（定在波測定器を使用）に繰返し付けはずして反射の大

きさを測定し，そのばらつきから，ほぼ±1．7x10■3と推定される12）。従って，ε物の場合と同

じマウントの反射係数に対し，舳は，±O．025％となる。

 （1）．2多重反射に基づく誤差ε舳

 これは，式（6・21）の第4項から，次式により求められる。

          1＋l rωr口12
       εr伽＝              1                                 （6 42）

          1＋l rθ直＾12
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 図6．13多重反射による不整合誤差

通常，lro．1，1rsl，1rσ1＜0．1と考えられるから，lr佛r口12，lr晩rs12＜1014＜1となり，

式（6．42）は，次のように書き直せる。

       ε用母1～12（1凸ト1＾12）           （6．43）

従って，i～i判ハ1の場合には，ε。伽斜0となる。ぶっ51乃1＞i八iであるから上式から，

ε用の最大値ε。伽伽躬は，

       ε。伽舳紬1rθ。ドlrパ              （6．44）

となる。

 一方，式（6，6）で示される従来の単一測定の場合にこの誤差ε’。mは，次式で求められる。

       ε’用＝±21r・直1（lrσ1＋lr・1）          （6．45）

従って，ε’用の最大誤差ε’川舳は，ぼ口1＞ぼslに対して，

       ε’用例ω≡土41几。11乃1                （6．46）

とたる。

 図6．13に，1乃1に対応する定在波比ρをパラメータとし，不整合誤差の大きさε舳舳を，

単一の測定法の誤差ε’。肌舳躬と共に示す。これから，本測定法によれば，多重反射による不整

合誤差は，単一測定の場合に比して著しく小さくたることが分る。実際に使用する比較回路で

は，1「o．1くO，05とすることは容易であるので、定在波比1．5（「剣0，024）のボロメータマウン

トを校正する場合でも，この不整合誤差ε舳は，0．01％以下である。

 （2）スペーサ誤差ε。

 本測定で使用するスペーサが無損失で，正確に2g／4の幅であれば問題ないが，実際のものは，
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不完全である。スペーサの減衰および幅の不正確さは，比較測定に影響する。これらの誤差要因

について，式（6．21）を基に考察する。

 （2）．1減衰に基づく誤差ε岳皿

 損失のあるスペーサを用いることにより，弐（6．21）の第2項の＾■および乃λの測定に誤

差を生ずる。そこで，PMと乃λを次式のように置く。

       」ps五＝尾 p口λ＝」p                                        （6，47）

  ただし，尾は，比例係数

式（6．21）の不整合を表わす項をK例と置き，さらに，α～aを次式のように置く。

         ＾〃s         P用N口
       α昌     ， あ＝丹』∫， c＝     ， 6票片五σ               （648）

         ＾M         月州

 η〃／η。5をF（P）と表わせば，式（6，21）は次式とたる。

            αP＋あ
       j早（」P）＝・K榊                                           （6 49）

            cP＋〃

上式をアで微分して，次式が得られる。

       ∂F（P）   肋∂一凸。
           ＝K舳                                           （6 50）

        ∂P    （CP＋〃）2

比較測定誤差ε。皿は，スペーサ損失による電力測定誤差をεψとすると，次式で求められる。

         δF（P）  P  ∂F（P） δP  P  ∂F（P）
       ε舳ニ       ニ      ・       一＝             ε岳ゆ    （651）
          F（P）  F（P）  ∂P  P  F（P）  ∂P

従って，式（6．50）を，上式へ代入し，ε。皿は，次のようにたる。

           （肋トわC）P
       εs皿＝                ε5ゆ                             （6 52）

         （ψ十わ）（ψ十〃）

 さて，スペーサの損失の影響のみを調べるため，電源安定度が良く，マウントの整合特性も十

分良いと仮定することができる。この時，基準マウントの電力に関し，次のように置くことがで

きる。

       ＾Ns斜＾〃σ～片λs母p五λ口局＾                             （6．53）

 また，スペーサを付けない時の測定値＾Nおよび月日〃の間に，式（6，47）と同等の関係が成

り立つ。

       」ps〃斜尾jR〃〃斜」p                                      （6．54）

式（6・53），（6，54）を武（6．48）へ代入して，次式を得る。

         ＾       鳥
       ○周一，わ斜＾，c母一，6局P亙          （6．55）
         P       尾P

上式を式（6．52）へ代入し，ε畠。は，次式で表わされる。

          冶2－1
       ε岳皿膚         εωp                                    （6 56）

         2（后2＋1）

 ここで后は，式（6．54）から＾〃／戸口〃にほぼ等しい。これは，式（6．1）から明らかなよう
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に，入射電力乃が同じであれば標準マウントと未知マウ1／トの校正係数の比に等しい。従っ

て，ほぼ同じ校正係数を有するマウントに対しては，尾句1どたり，ε岳α斜Oとなる。この比が，

10％ずれているとすれば，后＝0．9または1．1どたり，

       ε岳α《当＝ヒ0．0475 ε8伽                                       （6，57）

とたる。実験では，表面を全メッキしたスペーサを用いており，導波管減衰を1．18dB／m（測定

値）とすれば，舳p＝一7x1014となる。従って，式（6．57）よりε且皿は，土O．003％と評価で

きる。

 （2）．2幅の不正確さに基づく誤差ε舳

 使用するスペーサの幅が，実際の管内波長の1／4からずれていることにより，不整合により測

定誤差を増加させるおそれがある。

 スペーサの幅が，位相で表わしてπ／2よりδθだけ大きいとし，式（6，21）の導出と同様の

計算を行なえば，δθ＜π／2の時，多重反射による不整合誤差の位相ずれによる誤差が，次式のよ

うに得られる。

          1＋21～川2δθ・

       、、紬（1・■「・山12一・       （6．8）
         1＋21「・山12δθ・
           （1＋lrG侶＾肝

 1ro・八12＜1，l r碗几12＜1であるから，ε・ωは次式で近似される。

       ε。ω局21几召12（1ル12－lr・12）δθ2          （6．59）

 lro直1ミ0．1，lrσ1＝o．2とし，δθがπ／2から5劣ずれているとしても，ε里ω㎜ヵは，o．001

％以下となり無視できる程度である。

 （3）置換電力測定誤差εp

 ボロメータマウントによる置換電力測定に伴う誤差は，式（6．21）の第2項から求められる。

ここで，基準マウントと標準あるいは未知マウントによる測定値の比を4回計算する必要があ

る。電力の比を1回決定する時の誤差は，つぎのように求められる。

 はじめに，基準マウントのバイアス電力をP．O，バイアス電流を∫。Oそして，標準（未知）マ

ウントのそれらをP㎜O，∫棚Oとする。つぎに，ミリ波電力を加えた場合に，基準マウントについ

て，（P・1，∫・1），標準（未知）マウントについて（P例，∫伽1）という値が得られたとすれば，ミリ波

電力測定値の比は，次式で表わされる。

島廿11高1 （6．60）

 上式より，電流比の測定誤差がε｛としたら，電力の比の測定誤差は，6ε｛とたる。従って，本

比較測定における置換電力測定誤差εpは，

       εp＝24ε｛                                               （6．6ユ）
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表6，830GH・帯比較測定誤差

系統誤差
 不整合誤差

  一次反射に基づく誤差

  反射係数の大きさ決定誤差    ε・1㎜  土O・012％

   マウント付替のずれによる誤差  ε・1・  土O－025％

  多重反射に基づく誤差       εm   ＋0・01％

 スペーサ誤差           ε岳   ±O．O03％

 置換電力測定誤差         εp   土O．024％

系統誤差小計士11：；l／土α…

偶発誤差

総合精度

，εr舳    土0．02劣

士O．09％

となる。ε｛が10－5とすれば，εpは士O．024％とたる。

 （4）偶発誤差εm刑

 表6．3の測定例から，電力比の測定値の平均二乗誤差σは，±01005％である。従って，99，7

％の信頼区間で3σを誤差の大きさとすれば，偶発誤差ε。皿刊は±0，02％と推定される。

 以上の誤差評価の結果を表6．8に示す。これから，30GH・帯比較測定の総合精度は，±0．09

％と評価することができた。

 つぎに，100GHz帯用の比較測定における誤差の評価を行なう。

 円形ボロメータマゥソトを校正する場合は，30GHz帯とほぼ同様に論じられる。ここでは，

6．2節および前節に述べた標準円形ボロメータマウントによって，未知の方形導波管を校正する

ためのモード変換アダプタを用いた取替比較測定に。ついて考察する。この比較測定方式では，30

GH・帯の比較測定において述べた誤差要因の外に，アダプタの決定に基づく電源変動誤差等が

考えられる。特に，アダプタ誤差は，本測定において大きな要因であり，まず，これについて考

察する。

 （1）アダプタ誤差

 これは，モード変換を行なうアダプタのls1212を，式（6．30）を用いて決定するときの誤差で

ある。これには，同氏の第2項以下で与えられる不整合によるもの，電力比の測定によるもの，

アダプタおよびマウント付替に一よるものおよび測定時の偶発的た要因等が考えられる。

 （1）．1不整合誤差ε〃

 これは，式（6．30）から，次式で表わされる。

㎞一1（・一舳舳（・一肌）l11≡書11；，1ト・

上式のS11は，式（6．22）から，次式で示される。

         5i〈1＋（8ユ2b）2一。Snb∫22b｝
       sI1…
            1－S22回S22b

（6．62）

（6，63）



 1OO

表6・6から，ls1ゴ∫22bl，1∫2ヂ∫22bl＜1．1312b12局。・8と考えられ」∫1一の大きさは，ほぼ21∫11日1

とおくことができる。1几ト0．01，一811引刈∫ub1尉■822皿1剤1∫22b1勾O．03とした場合，式（6．62）

の各要素の位相関係を考慮して，誤差の範囲として，±0．21％が得られる。

 （2）．2電力比測定誤差ε叩

 アダプタAおよびBの挿入損失の比は，円形ボロメータマウントを用いて，λg／4t㏄hniqueに

より行なう。この場合4回の電力測定を行なうが，式（6．60）の電流比の測定にして，2回行な

う時の誤差に等しい。従って，電流比の測定誤差をε｛とすれば，式（6．61）の30GH・帯の場合

と同様にこの誤差は，12ε｛とたる。A－Bのアダブタペアの挿入損失測定についても全く同様に，

誤差は，12ε1となる。それゆえ，ε岬は，24ε1となり，ε内±1015とすれば，±0．02％とたる。

 （1）．3電力測定マウントおよびアダプタ付替による誤差ε岨・

 これは，アダプタの挿入損失の北および大きさをλg／4techniqueを用いて測定する時に，方

形，円形マウントおよびアダプタを付けはずしするのに伴って反射係数が変わることに基づく誤

差である。円形または，方形フランジ面の1回の付けはずしによる誤差をε皿〃，ε榊とおげば，

式（6．41）の場合と同様の式が成り立ち，それぞれ次式で表わされる。

        21〃。llr．1
     ε〃。＝±
         1－1几12

ただし，八は円形マウントの反射係数，∠八は反射係数のずれ

        21〃川r．1
     εo〃≡±
         1－1ル12

（6．64）

（6165）

  ただし，「。は，方形フランジ面から見た負荷の反射係数，”。は，反射係数のずれ

 アダプタの挿入損失の比測定では，方形フランジ接続を2回，円形フランジ接続を4回行た

う。従って，その誤差は，2（ε・十2ε・）とたる。

 アダプタの挿入損失測定では，方形フランジ接続を5回行なうため，誤差は5ε。とたる。

 結局，ε。。は，7ε。斗4ε。と考えられる。一方，反射係数測定の再現性について，実験を行なっ

た結果，円形マウントで1「。1局0．02に対し，1”。1尉3x10■3が，方形マウントで1八1局0，01

に対し、〕r・ト2x10■3が得られた。従って，式（6．64），（6．65）から，ε戸±1・2x10■4，

ε・ミ±0．4x10－4となり，ε〃は，±O．08％と推定される。

 偶発的誤差は，アダプタの18121目測定を繰返して行なった結果のばらつきから±0．2％と推定

された。

 結局，アダプタ誤差は，以上の要因を加えることにより，士O，5％と考えられる。

 （2）不整合誤差

 これは，30GH・帯の比較測定における誤差の評価と同様に論じられ，一次反射によるものε。｛

と多重反射によるものε。｛に分けて考察する。

 （2）．1一次反射による不整合誤差ε〃

 これにはマウントの反射係数の大きさ決定誤差ε。伽とマウント付替のずれによる誤差ε柳が
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ある。

 まず，反射係数決定誤差は，式（6．39）の最後の項（1－1＾12）／（1－1几1日）に起因し，その

大きさは，式（6．40）と全く同様に求められ，次式で表わされる。

          21＾12  21rσ12
       ε、丑榊≡   ε、品十   ε、別         （666）
          1－1ハ12  1－lr口12

  ただし，ε、。は，標準円形マウントの反射係数測定誤差，ε川は，未知方形マウントの反射係

  数測定誤差

 標準円形マウントの反射係数は，モード変換型のレフレクトメータ39）で測定したが，1＾■局

O．02に対し，ε、、は約±2．5x1O－2と考えられ，上式の第1項は，±O．2x10－4程度で，ほとん

ど無視することができる。

 未知方形マウントの反射係数は，定在波測定器で測定した。lrσ1局0・05とした場合，ε・皿は，

±O12とたる。従って，式（6．66）の第2項は，±10－3とたる。

 結局，ε伽は，これらの値と式（6．66）から，±O11％と考えられる。

 つぎに，マウント付替のずれによる誤差ε柳は，（1）．3に述べた誤差εα。の評価と全く同様に

評価することができる。

 標準円形マウントの付替えは，2g／4t㏄hniqueでは2回行なう。 1回の付替え誤差は，（1）・3

から±1．2x10－4であるから，これは，±2，4x1OI4とたる。

 未知方形マウントの付替えも同じく2回行なう。1回の付替え誤差は，±O－4×10－4であるか

ら，これは±1．6x1O一一となる。

 ε・肌は結局，両者の和から，±0．04％と考えられる。

 （2）．2多重反射に基づく誤差ε用

 これは，式（6．38）から，次式で表わされる。

            1   1＋ぼG r口12
       ε『例＝                                              （6 67）

          11－S11rG12 1＋l r肋＾12

 ここで，「G皿は，アダプタの円形開口側から電源側の反射係数であり，式（6．24）から次式で

示される。

             s1宮2ro
       几皿＝∫2。十                （668）
             1－S11rG

 l ro1尉。．01，1∫11トls221局。．03．181212局0．8，とおけば，1「G皿1の最大値は，上式の位相

関係を考慮して，0．04程度となる。1＾トlr口1局0・02とすれば，武（6・67）でlrG r口12＜11

1rG皿＾12＜1どたり，ε用は結局，±o・06％とたる。

 （3）スペーサ誤差ε苫

 100GH・で用いるスペーサは，厚さがO．9mmであるため，導波管減衰が約3．5冊／m（測定

値）としても，3x10－3dB程度の損失である。従って，式（6157）から，スペーサ損失による

誤差は，3x10－5程度どたり，ほとんど無視できる。スペーサの幅の不正確さによる誤差も，30

GH・帯の比較測定の場合と同様に無視することができる。
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表6．9 100GH・帯比較測定誤差

系統誤差
 アダプタ誤差

 不整合誤差

  一次反射に基づく誤差

  反射係数の大きさ決定誤差

   マウント付替のずれによる誤差

  多重反射に基づく誤差

 置換電力測定誤差

 電源変動誤差

偶発誤差

； ε皿     ±O，50劣

；εr｛榊  土0110％

；εr｛r  土O．04％

；ε舳   土0．06劣

…εp     ±0．02％

；εd   土O．07％

系統誤差小計       土0179％

       ，εro伽  土0．2劣

総合精度      土1劣

 （4）置換電力測定誤差εp

 この誤差は，30GH・帯の比較測定と全く同じであり±O．02岩となる。

 （5）電源変動誤差εd

 これは，取替同時比較では問題にならなかったが，100GH・帯の比較測定では，6．2節で述べ

た取替比較方式としたため，誤差要因として考慮する必要がある。

 電源出力は，測定時間中，約6／1000dBの安定度が得られており，これから，εdは，およそ

±0．07％と考えられる。

 （5）偶発誤差ε。匝刊

 偶発誤差は，30GH・帯の場合と同様に評価することができる。比較測定実験の結果からε。α帆

は，土0．2％と推定される。

 以上の誤差評価の結果を，表6．9に示す。これから100GH・帯比較測定の総合精度は，±1％

と評価することができる。これら誤差要因のうち，アダプタ誤差の割合が大きいが，測定法を工

夫することにより，更に精度良く特性を求められる可能性がある。たお，円形マウント同士の比

較測定の精度は，ぽぽアダプタ誤差を除いた±O．5％程度と推定できる。

6．6 結 言

 ミリ波帯において，電力計の校正を行なう場合の問題点を考察し，その結果に基づいて，実際

にポロメータマウ：／トを電力計として用いて，高精度の比較測定装置を開発した。

 30GH・帯では，2g／4t・chniqueと取替同時比較を組み合わせた測定方式を検討し，測定式を

導き，実験および誤差の評価を行なった。この結果，総合精度として，±0．09宕が得られた。

 また，100GHz帯では，円形標準ボロメータマウントによって，一般的な方形電力計を校正

することができるように，モード変換用アダプタを用いた取替同時比較測定方式について研究を

行なった。誤差評価の結果，±1％の総合精度が得られた。
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第7章 ミリ波電力標準の国際比較

7．1 緒 言

 最近の科学技術，産業等の分野における国際化は，著しい。これに伴たい，計測の国際的なコ

ンパチピリティが，ますます重要にたってきた。それゆえ，計測の基礎としての各種の標準も，

国家標準にとどまらず，国際比較によって国際的な統一を図る必要が認識され，今日，いろいろ

な計測量の標準について国際比較が行なわれている。

 電磁気量に関する標準の国際比較は，利用周波数帯の広がりと共に，当初の直流，低周波か

ら，高周波，マイクロ波， ミリ波等のいわゆる電磁波帯（Radio F・equcncy）まで対象とされる

ようになった。RF帯では，各種のエネルギー量，回路量等の標準について国際比較が実施され

ている。

 本章では，ミリ波帯においてはじめて実施された電力の国際比較に，本研究のミリ波電力標準

技術を用いて参加した結果について述べる。

7．2 国際比較78〕79）

 電磁波計測の分野における国際比較は，1948年に国際電波科学連合（UniOn Rad10Sci・nti丘。

Intematioml，URSI）によって，マイクロ波帯における電力について行なうことが提案されて以

来，種々のエネルギー量，回路量について数多く実施されてきた。URSIによるマイクロ波帯の

電力の国際比較は，当初10GH・帯の数mWレベルで児TL（日本），NBS（アメリカ），RRS

（イギリス）の3研究所参加のもとに，1957年～1963年の問で行なわれた。これは，各研究所か

ら提供されたボロメータマウントを仲介器として巡回し，各国の標準器により仲介器の実効能率

を値付けするという方法で行なわれた。以後の小電力の国際比較は，主としてこの方法が踏襲さ

れるようになった。URSIでは，同じ頃に400MH・帯の同軸中電力（数10mW）の国際比較も

行なっている。

 さて，URSIは，どちらかと言えば，国際的視野からの学術的レベルの向上という面に特徴が

あったが，高周波領域における計測技術の国際的たコンパチピリティが，いっそう重要になって

きたため，1965年に国際度量衡委員会（Intemationa1Committee of Weights and Me・su…，

CIPM）の電気諮問委員会（Consultative Committe・on E1㏄t・icity，CCE）において，国際比較

の具体的な計画が決定された。この時，10GH・帯および3GH・帯において，電力の国際比較を

行なうことが決められている。10GH・帯については，参加希望国が多く，2回実施された80〕。

第1回は，電気試験所（現電子技術総合研究所，ETL）がパイロット研究所に任命され，7ケ国
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の研究所が参加して，1966年～1971年にかけて行なわれた。その結果，伸介器の実効能率を測

定した5研究所について，土O．1％以内で一致し，各国の標準技術の水準が高いことが立証され

た。第2回の10GH・帯電力の国際比較は，PRMI（ソ連）がパイロット研究所になり，7ケ国

が参加して行なわれた。また，3GH・帯同軸小電力は，ETLを含む5ケ国の研究所間で実施さ

れ，1968年に完了した。これら一連の国際比較の結果，各国の測定値のばらつきは，1O年前に

較べて，1／1Oに減少したとみられ，国際的な計測技術の向上と標準の統一に国際比較が果す役割

が大きいことが示された。

 さて，ミリ波帯電力の国際比較は，URSIにおいて1964年頃30GH・帯で一度計画されたが，

参加国研究所の準備が整わず，実現したかった。その後，ミリ波帯の利用技術の発展に伴ない，

電力標準の確立が各国で急がれ，1972年のCCEの高周波作業部会（GT・RF）において，WR－

28導波管（EIA規格）電力の国際比較を周波数30GHz帯で行なうことが決定された。これを

受けて，ETLも参加し，パイロット研究所として，NRC（Natiom1Research C㎝ci1，カナダ）

が選ばれ，NBS（Nati㎝al Bureau of Standards，アメリカ），RSRE（Royal Signals and Radar

E・tab1i・hm㎝t，イギリス）の計4ケ国の研究所が参加して，1974年10月から開始された。

7．3方 式

 WR－28導波管電力の国際比較は，1974年10月から始まり，1978年10月に完了した7舳〕。伸

介器の巡回順序は，比較の確実性を期するため，各研究所での測定終了後に一度パイロット研究

所へ戻すというスター方式を採用し，NRC→NBS→NRC→RSRE→NRC→ETL→NRCとした。

 比較するパラメータは，仲介器として用いられたサーミスタマウントの実効能率値で，各研究

所では，カロリメータで直接にまたは，標準ボ目メータマウントとの比較測定で間接にこれを決

定した。測定周波数は，34．5および35GH・で行なわれた。前者は，以前URSIで計画された

国際比較における周波数として加えられたものである。測定レベルは，5mWである。

写真7．1 サーミスタマウント伸介器



表7．1仲介器の特性

素    子

動作抵抗
バイアス電流

重    量

動作周波数
VSWR

サーミスタ

200Ω

9－12mA
509

34．5GHz
1．1以下

35GHzで1．5以下
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 伸介器は，NRCから提供された写真7．1の3個の

サーミスタマウント（記号B，C，D）である。導波

管の規格は，WR－28（EIA規格，IEC規格R－320相

当）で，断面は，7，112x3，556mm2とたっている。

フランジは，今日多く使用されているMIL規格相当

のUG－381／U，UG－599／Uいずれにも適合する構造

とした。マウ：／ト本体は，カロリメータで直接にその

実効能率を測定することを前提にして，フランジとの熱コンダクタンスを十分大きく取っている。

 仲介器として用いたサーミスタマウ：／トの特性を妻7．1に示す。

7，4 結果と検討

 ETLでは，つぎのようた手順で測定を行なった。まず，標準とする薄膜ボロメータマウント

の実効能率を，5，2節で述べた30GH・帯カロリメータ測定システムを用いて測定し，6．3節で

表7・2測定実効能率の平均値η。と標準偏差σ

 （date）

測定研究所
 （日付）

NRC（Oct、，74）

NBS（Nov、，74）

NRc（Jan．．Feb・ ’75）

RSRE（ApriLMaジ75）

NRC（MayJune’76）
NRC（Mar．一Apr．’78）

ETL（May｛une，78）

NRC（Oct．，78）

 （date）

測定研究所
 （日付）

NRC（Oct．，74）

NBS （Nov．，74）

NRC（Jan・・F6b、 ’75）

RSRE（ApriI－Maプ75）

NRc（May－June，76）

NRC（Mar。一Apr。’78）

ETL（May巾ne，78）
NRC（0ct．，78）

34．5GHz

マウント B

η畠

O．9464

0．9418

0．9459

0．9439

0．9469

0．9456

0．9415

0．9464

0．0002

0．0003

0．0002

0．0002

0．0002

0．0002

0．0002

0．0003

マウント C

ηo     σ

O，9442

0．9385

0．9426

0．9414

0．9431

0．9422

0．9383

0．9427

0．0002

0．0003

0．0002

0．OO02

0．0002

0．0002

0．0002

0．0002

マウント D

ηo     σ

0．9426

0．9392

0．9425

0．9406

0．9435

0．9431

0．9392

0．9432

0．0002

0．0003

0．0002

0．0002

0．0002

0．0002

0．0003

0．0003

35．0GHz

マウント B

η色

O．9420

0．9458

019441

0．9465

0．9458

0．9418

0．9463

σ

0．0002

0．0001

0．0002

0．0002

0．0002

0．0002

マウント C

η岳

0．9388

0．9426

0．9419

0．9435

0．9423

0．9364

0．9426

σ

0．0002

0．0001

0．0002

0．OO02

0．0002

0．0002

マウント D

η直

0．9393

0．9432

0．9414

0．9449

0．9439

0．9391

0．9440

σ

0．0002

0．0002

0．0002

0．0003

0．0003

0．0002
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図7．1周波数34．5GH・におけるサーミスタマウントBの実効能率

述べた比較測定装置によって仲介器の値付けを行なった。その結果を，国際度量衡局（BIPM）な

らびにパイロット研究所（NRC）へ送付しれ

 4研究所における較正結果を表7．2に示す。このうち，34．5GH・の場合をグラフにして図7．1

に示す。ここで，各測定値を含む実線は，各研究所における系統的および偶発的誤差の推定範囲

を表わしている。また，η。の値は，数回の測定による平均値を，σは，標準偏差を示す。

 さて，国際比較では，使用する伸介器の特性の経時的変化が少ないことが必要である。期間中

（1974～1978年）に5回にわたってNRCで測定した実効能率値は，表7．2から，±0．12％以内

であり，十分安定だったものと思われる。

 図7．1を見ると，いずれの研究所における測定値も，互に大きく隔ってはいたい。それゆえ，

各研究所における実効能率η。の測定値の平均を，最確値（m0・t avai1able valu・）であると推定

するのが合理的であると考えられる。

 各研究所の標準間の比較は，3個の仲介器の各測定値から平均値を引き，これらの平均値を基

礎として行なった。これらのr平均系統差（meansystematicd岨erence）」△とも言えるものを

図7．2に示す。

 ところで，これらの測定結果の考察において，参加研究所のすべての測定がカロリメータを基

礎としており，かつ，3個の同じ構成のサーミスタマウントを用いた点に注意しなければたらな

い。たとえば，すべての測定結果には，これら共通のファクタ固有の定量化されていない何らか

の系統誤差の要因が含まれている可能性がある。しかしながら，各マウントの最確値を，基本的

に有用な推定値と考えれば，この最確値からの系統的なずれを各研究所に与える平均系統差を尊

びくことができる。

 これらのずれは，各研究所における測定誤差の最良の評価値にほぼ相当していると考えられ

る。（図7．2の破線）一方，サンプル数6の場合，99．7％の信頼限界は，標準偏差の5．5倍と見

積もられるから，実効能率決定の際の偶発的誤差は，図7．2の実線で示される大きさとたる。

 以上の検討の結果，本国際比較による各研究所の測定値は，±0．5％以内で一致したと考えら



l07

万

O．0050

0．O025

O．OOOO

一〇．0025

一0．0050

一〇．0075

T

      丁

王…    。

， T
⊥  i  RSRE

茎…⊥

⊥

ト

⊥

   図7・2各研究所に対する平均系統差

（実線は，△の偶発的なばらつきの99．7劣信頼限界を，

破線は推定測定誤差の範囲を示す）

れる。

7．5 緕 言

 前章までに確立したミリ波電力標準技術を用いて，CIPMのもとではじめて行なわれたミリ波

電力の国際比較に参加した内容について述べた。参加研究所（NRC，NBS，RSRE，ETL）によ

り測定された伸介器（サーミスタマウント）の実効能率値を比較検討した結果，測定誤差の範囲

内で一致をみた。これによって，本研究に拓けるミリ波電力標準の技術が国際的水準にあるもの

と評価できると考えられる。
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第8章 縞   論

 本研究は，我国におけるミリ波電力標準の確立に必要な精密計測技術について行なったもので

ある。これによって得られた結果を要約して述べる。

 （1）ミリ波電力を精癌に決定する目的で，現在のところ最も適していると考えられるカロリメ

ータ測定法について基本的な検討を行ない，熱平衡制御方式のカロリメータを考案した。この原

理を応用して，ボロメータマウントの実効能率を測定するためのカロリメータ方式を考案し，測

定式を導き，誤差要因について検討を行なった。

 （2）ミリ波電力標準用のカロリメータ測定システムを実際に構成する場合に，基本となるボロ

メータ測定およびカロリメータ測定方式について，従来の問題点を検討し，高精度化，省力化に

適した自動化電力測定方式を，ディジタル技術を導入することにより開発した。

 （3）ミリ波電力測定の基本的な要素として，電力測定マウントを構成する上での問題点を検討

し，その結果に基づいて，各種の特徴ある電力測定マウントの開発を行なった。優れた置換特性

を持つ円形ボロメータマウントをはじめ，二次標準（仲介用）の広帯域，高感度等の特徴を有す

る整合負荷型ボロメータマウント，熱電効果型マウント，焦電効果型マウント等を開発し，ミリ

波電力測定において有用であることを明らかにした。

 （4）以上の技術を統合して，30GHπ帯たらびに100GHz帯におけるミリ波電力精密自動化計

測システムを構成し，理論的，実験的に性能の評価を行なった。その結果，総合精度として，30

GHz帯で±0．37％，100GH・帯で±0．49％が得られた。

 （5）ミリ波電力の校正技術として，30GH・帯では，被校正電力測定器と電源の不整合の影響

が軽減される特徴を持つ比較測定装置を開発した。また，100GH・帯では，標準の円形ボロメ

ータマウントと被測定方形導波管型マウントを比較校正するために，とくにモード変換器を用い

る方式を考察し，装置を開発した。これらの測定方式について，測定誤差を検討した結果，30

GH・帯で，±0．1％，100GH・帯で±1％が得られた。

 （6）本研究の成果を基に， ミリ波帯ではじめて行なわれた30GHz帯電力の国際比較に参加

し，測定誤差の範囲内で一致をみ，我国におけるミリ波電力標準が国際的水準にあることが明ら

かとたっナこ。

 今後の具体的た問題としては，測定システムの周波数帯あるいは測定レベルの拡大，より高精

度で簡便な自動化カロリメータ測定および比較測定方式の開発67〕等があげられよう。また，今

日，電磁波帯利用技術の高周波化は，サブミリ波から，光の領域まで広がってきており，本研究

で示された電力精密計測の手法の多くは，これらの分野に対しても有用であると考えられる。
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付録3・A 式（3．3）の導出

 ボロメータマウントの感度を，αΩ！mW，動作抵抗をR，冷抵抗を尺1とし，ブリッジによる

制御は理想的とする。

 バイアス電力をP月1，電流を∫1とすれば，次式が成立する。

       R二Ro＋αPB1                           （A．1）

       RB1二∫1£R                           （A，2）

これらの式から∫1が求まる。

       1・一〉R烹        （…）

 測定電力を凡加えて，バイアス電力および電流が，それぞれ伽，∫2になったとすれば，

次式が成立する。

       R＝Ro＋α（PB2＋ル）                      （A．4）

       地2＝∫2岬

これらの式から，∫2は次式となる。

       ムー〉去（字一見）      （…）

 （A．3）および（A．5）から（∫1＋∫2）／（∫1一∫2）が求められ，本文武（3－2）へ代入することによ

り（3．3）が得られる。

付録3・B 式（3．4）の導出

 ボロメータマウントの冷抵抗を凡，電力感度をα，バイアス電力をP。，動作時の抵抗を孔

とすると，次式が成立する。

       地：Ro＋αP・                （B．1）

簡単のため，増幅器の人カインビータソス無限大，出カインビーダンスを雲とする。また，増幅

器のゲインをG，出力電流測定用の抵抗をルとして，式（B．1）を用いて，付録図3・B・1

のゾリッジ回路を解析することにより，平衡する電流∫エは，次式のようになる。

       ムー斜一1、〉涼者    （…）

        2』～（（；R＋’～v）
  ただし，尾＝
        （；j～一j？γ一2j～

 RF電力凡に対するボロメータの電力感度が等しいとすれば，PMを加えた時の電流∫2は，

式（B．2）でR→Ro＋αPMとおけばよい。

       ムー雀英一1、〉ト津升    （…）
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                      I    R
                           ｝

            R      R

                        △V

                            G
            R   R。

              付録図3・E・1 自動衡平フリッジ

従って，測定電力P刎は，次式で表わされる。

         R       R2（G－1）2
       月閉＝一（∫、2一∫22）；          〃   （B4）
         4    （G児十3ル十2R）（0灰一Rv－2R）

測定誤差ε。は，

          ．．P伽       R2（0－1）2
       εF1一一＝1                 （B5）           ル      （（；R＋3j～y＋2R）（GR一』～γ一2R）

”＝0の場合には，上式は，式（3．4）となる。

付録4・A 式（4．6）の導出

 図4－11に示す導波管の∬面に平行にm等分した部分において，入射波，反射波をそれぞれ，

の，あ1とすれば，定義から

       δミ＝α…∫■o                          （A．1）

である。ただし，「oは本文武（4．3）で与えられる。α…は，基準面λ一”における振幅で次

のように表わされる。

       の≡α1e■（’■1州δ                       （A，2）

ここで，δ＝工／（n－1）である。基準面における反射波あ1は，

           蜆一i
       仇＝α1roΣe■2（｛11）ハδ                    （A．3）
           一昌1

従って，反射係数∫lIは，次式で表わされる。

           あl ro1－e－2仙
       ∫11＝l1m一＝一・                      （A4）
         閉＿■oo mαi  工    2γo

付録4．B 式（4．8），（4．9）の導出

 図4．13において，多重反射を考慮して，反射波α｛，透過渡。｛は，それぞれ次式のようにた
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る。

       ろFr1α｛                          （B．1）

       CFτ。α｛                （B．2）

 ただし，r1，roは，n分割された抵抗膜の反射，透過係数で，それぞれ本文武（4・8），（4・9）

に示される。

 また，α｛は付録4，Aの式（A．2）で表わされるから，全体の反射波あ’は次式となる。

           挽一1
       ろF（α、Σe■2（え01）71δ            （B．3）
           ｛目1

従って，反射係数∫11は，次のように得られる。

           あ土 へ 1－e■2”
       8・鴛万二丁’。γ。      （B・4）

 透過波も同様に，

       cFr。α、（m－1）e－71（・■1〕δ            （B．5）

となる。ゆえに，透過係数812は，次式となる。

            α       8王。一・m ＝τ。e■71工             （B6）
         〃一。。mI

付録4．C 式（4．11）の導出

 ∫マトリクスで表わされる四端予回路において，反射係数ハの負荷を，二次側基準面τ2に

接続した時，一次側基準面「1における反射係数ノ■は，

             ∫122
       ブ＝∫11＋                            （C1）
           1／乃一S22

と表わされる。ここでは，素子の対称性よりS11＝∫22であり，ハは可動ショートを用いてい

るから，i八ト1である。すたわち，1／八一511は付録図4・C・1の円0エとなる。従って，

lS1112／（1／ハー∫11）は円01の反転したものにlS12」2を掛けた円02となる。このことから，同

図を参照して円02の半径〃は，次式で与えられる。

         1一一  1∫、。ド
       〃＝＿（0λ十0B）…                             （C 2）
         2    1－1∫n12

 1∫1212（1／ハー∫エ1）は，明らかに円02を原点に関して，2912＝2んリ（∫12）だけ回転した円α

である。ゆえに，ハは，円0’を∫llだけ平行移動した円01となる。円0エに関し，次式が

成立する。

       l r伽ω1＝1041＋〃

       1几刊｛砲1＝±（■041一〃）  （〃≦1041）                （C．3）

 ここで，04は円04の中心のベクトル

これから，
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付録図 4・C・1

        1
      〃＝一（l r刊1皿工1±1∫1”市1）   （a≦1041）
        2

従って，

       1∫、。ド 1
          ＝一（1∫1利一“1±1ブ州刊1）   （〃1ミ；；1041）
      1－1∫1112 2

 ただし，

      σF∫11＋〃∫11ヰe〃リ，∫12＝1∫121eノψ1・

 ＊は複素共役を示す。

（C．4）

（C15）


